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研究要旨： 

本研究では、国内 10 道県を中心として、侵襲性肺炎球菌感染症（IPD）、侵襲性インフル

エンザ菌感染症（IHD）、侵襲性髄膜炎菌感染症（IMD）、劇症型溶血性レンサ球菌感染症（STSS）

の患者および病原体サーベイランスを継続的に実施し、発生動向、病原体の血清型・遺伝子

型、薬剤耐性、ワクチンカバー率等について解析した。また、病原体ゲノム解析を取り入れ

たゲノムサーベイランスを推進し、疫学情報と病原体情報を統合した詳細な解析を行った。

さらに、非侵襲性感染症由来株や届出基準非該当症例の収集・比較解析も進め、侵襲性感染

症との関連性を検討した。成人 IPD では血清型 3が引き続き最多であり、PCV21 は 75.9%と

高いワクチンカバー率を示した。高齢者や喫煙歴を有する者で血清型 3 IPD が多く、重症

化・死亡割合も高い傾向が認められた。一方、15A、23A、35B等の非従来型血清型の増加傾

向も確認された。IHD では無莢膜型インフルエンザ菌（NTHi）が大部分を占め、アンピシリ

ン非感受性株も高頻度に認められた。IMD は COVID-19流行後に再増加し、2025 年には過去

最多となり、血清群 Yが優勢であった。STSS では A 群 emm1 型および G 群 stG485 型が主要

であり、近年注目される M1UK 系統株の流行も確認された。さらに、成人肺炎球菌ワクチン

接種戦略について費用対効果分析モデルを構築するとともに、PCV20免疫血清を用いた免疫

学的解析により、成人 IPD 由来株に対する抗体結合性を確認した。以上より、COVID-19 流

行後の侵襲性細菌感染症の再増加や病原体動向の変化、ワクチン戦略の重要性が示され、継

続的な患者・病原体サーベイランスの必要性が明らかとなった。 
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A. 研究目的 

 本研究では、継続的に国内 10 道県におい

て侵襲性肺炎球菌感染症(IPD), 侵襲性イ

ンフルエンザ菌感染症(IHD),侵襲性髄膜炎

菌感染症(IMD),劇症型溶血性レンサ球菌感

染症(STSS)の患者及び病原体のサーベイラ

ンスを実施し、4 疾患の発生動向と原因菌の

血清型等の関連性を明らかにすることを目

的としている。本研究は医療機関と自治体

が協力して実施され、予防接種施策等の公

衆衛生対策に反映される点に特色があり独

創的である。また前身研究班から病原体ゲ

ノムを用いたゲノムサーベイランスについ

ても進めており、疫学情報とともに病原体

情報を組み合わせた詳細なサーベイランス

が実施可能となっている。これまで、平成 25

年より始まった「成人重症肺炎サーベ一ラ

ンス構築に関する研究」（H25-新興-指定-

001）に IMD と STSS を追加して 4 疾患のサ

ーベイランス体制･研究を実施してきた。こ

れらの研究成果は国の予防接種有効性評価

等にも活用されている。今期研究班では 4

疾患のサーベイランス及び病原体ゲノムサ

ーベイランスの拡充を更に進めるとともに、

対象病原体による非侵襲性症例や届出基準

非該当症例、それらからの分離菌株につい

ても可能な限り協力機関からの収集を進め、

侵襲性感染症と非侵襲性感染症等との比較

解析等を実施する。さらにウイルス感染症

との混合感染による侵襲性細菌感染症の重

症化の実態や関連性についてより詳細を明

らかにする。 

 

B. 研究方法 

【登録症例】 国内の 10 道県（北海道、宮

城県、山形県、新潟県、三重県、奈良県、高

知県、福岡県、鹿児島県、沖縄県；全国の 18%

の人口を占める）において、NESID に届出さ

れた 15歳以上の IPD, IHD, STSS 症例を登

録し、その基本情報を各自治体から研究分

担者に連絡する。IMD については、全国 47

県の全年齢の症例を対象とする。また協力

可能な医療機関、自治体からは対象病原体

による非侵襲性細菌感染症（あるいは届出

基準に合致しない症例）及び分離菌株等に

ついても情報･菌株収集に進める。 

【分離株の収集と検査】各自治体･分担研究

者において医療機関で分離された無菌的検

体由来の菌株を収集後、感染研での細菌学



的解析に供する。原因菌の解析結果は感染

研から地衛研もしくは研究分担者を経由し

て医療機関の担当者に報告する。また対象

となる病原体の非侵襲性細菌感染症（ある

いは届出基準に合致しない症例）由来分離

株については、協力可能な医療機関、検査会

社等からの収集を進める。 

【研究対象】 IPD、IHD、IMD 症例：無菌的

検体から原因菌が分離された症例で、臨床

的に肺炎、敗血症、髄膜炎等と診断された症

例。STSS 症例：届出に必要な臨床症状と病

原体診断の方法に合致する症例。また比較

対象として対象病原体による非侵襲性細菌

感染症（あるいは届出基準に合致しない症

例）症例。 

【患者情報の記録・収集】登録症例の年齢、

性別、併存症、予防接種歴等、病型、重症度、

転機等の患者情報、原因菌の性状等。 

【その他】分離された菌株については、全ゲ

ノム解析を実施し、国内における対象細菌

種の多様性について評価するとともに、ワ

クチン効果の指標となり得る抗原変化につ

いて経時的な変遷を明らかにする。今回の

研究では、非侵襲性細菌感染症（あるいは届

出基準に合致しない症例）由来分離株につ

いても比較解析を実施する。 

 

C. 研究結果 

1．成人侵襲性肺炎球菌感染症の細菌学的解

析 

令和 7 年度 (2025 年 4 月から 2026 年 

3 月現在)、10 道県で発生した成人侵襲性

肺炎球菌感染症 (IPD) 症例から分離された

肺炎球菌を解析し、肺炎球菌ワクチンの予防

効果を評価するためのデータを収集した。解

析した 320 検体のうち、血清型 3 型の分

離率が最も高く、15.0% であった。沈降 15 

価肺炎球菌結合型ワクチン （PCV15）、沈降 

20 価肺炎球菌結合型ワクチン （PCV20）、

沈降  21 価肺炎球菌結合型ワクチン 

（PCV21）、23 価肺炎球菌莢膜ポリサッカラ

イドワクチン (PPSV23) に含まれる血清型

の割合はそれぞれ、39.4%、51.3%、75.9%、

51.9% であった。これらの解析結果から、IPD

症例の起因菌はワクチン含有血清型の高い

分離率が維持されていることが示された。こ

のことから、成人における肺炎球菌ワクチン

接種率の向上が必要であることが示唆され

た。今後、成人 IPD に対する各種 PCV ワク

チン接種の予防効果を評価するために、継続

的な調査が必要である。 

 

2．成人侵襲性インフルエンザ菌感染症の細

菌学的解析 

2025年に10道県にて収集された成人の侵襲

性感染症由来インフルエンザ菌 99 株につい

て、莢膜型別解析を行った結果、a型とｆ型

が各 1株であり、残りの97株は non-typable 

Haemophilus influenzae （NTHi）であった。

薬剤感受性の測定を行った結果、2025 年分

離株99株ではβ-lactamase 産生菌株14株

（14%）を含む 55 株（56%）がアンピシリン

非感受性を示し、2024 年のアンピシリン非

感受性率 61%と同等であった。2024年までに

分離された有莢膜株のうち、a型および f型

株についてゲノム系統解析を行ったところ、

本邦由来株は限られた遺伝的系統に偏在し

ている傾向が認められた。 

 

3．侵襲性髄膜炎菌感染症の細菌学的解析 

2020年からCOVID-19の影響により激減して

いた国内の IMD 症例も 2023 年度は増加傾向



にあり、その起炎菌株の回収数も大幅に増加

し、本年度は昨年度とほぼ同数の 64症例の

IMD 株を回収し、解析した。分離株の自治体

別回収数は大阪府が最も多く、次いで埼玉、

東京であった。 

それらの IMD 株の血清学的及び分子疫学的

解析を実施した。血清学的解析の結果は Y ；

47 株（73%）、B ；13 株（21％）、W ；3 株

（5％）、NG (Non-groupable [莢膜多糖体非

産生株]；1 株（1％）であった。分子疫学的

解析の結果、血清群 Bは ST-2057 (ST-2057 

complex) が 7 株、ST-9293, ST-19066、ST-

19067、ST-19078が一株ずつであった。一方、

血清群 Yは ST-1655 (ST-23 complex) が 29

株、ST-1466が 9 株、ST-23 及び ST-3857 株

が 2株、ST-19068、S T-19229、ST19274が 1

株であった。また、血清群 WがST-11の3株、

NGの1株は日本固有株であるST-11026であ

った。本年度の IMD 症例の起炎菌株の解析数

は 64株となった。 

 

4．成人の劇症型溶血性レンサ球菌感染症の

細菌学的解析 

２０２５年に１０道県から劇症型溶血性レ

ンサ球菌感染症の患者由来株１９８株を収

集した。道県別では、北海道４１株、山形県

８株、宮城県８株、新潟県２１株、三重県２

３株、奈良県８株、高知県２株、福岡県６４

株、鹿児島県９株、沖縄県１４株であった。

そのうちＡ群レンサ球菌によるものが７７

株、Ｇ群レンサ球菌によるものが９４株、Ｂ

群レンサ球菌によるものが２７株であった。 
続いて、それぞれのレンサ球菌について型

別を実施した。まずＡ群レンサ球菌のemm
遺伝子型を決定した。その結果、最も多い型

はemm1型で２７株, 次いでemm89型が１

０株、emm49型が８株であった。Ｇ群レン

サ球菌のemm遺伝子型では、最も多い型は

stG485で２６株, 次いでstG6792が２１株、

stG840型が１８株であった。 
またＢ群レンサ球菌の血清型では、最も多

い型はIb型で９株、次いでIa型が７株であ

った。以上より本年度、劇症型溶血性レンサ

球菌感染症由来のＡ群レンサ球菌はemm1
型が、Ｇ群レンサ球菌はstG485型が最も多

かった。それぞれのemm型について道県別

にみると、特定の道県で分離されておらず、

特定の遺伝子型が特定の県で増えていなか

った。 
 

5．北海道における成人の侵襲性細菌感染症 

平成25年度より先行事業において北海道全

域を対象とする所管の行政機関と連携した

サーベイランスシステムを構築しており、1

3年目となる今年度も継続して症例の集積

を行った。政令指定都市である札幌市、中核

市として位置づけされ直轄する保健所を持

つ旭川市、函館市、小樽市は保健所を中心と

した協力体制を継続した。北海道の直轄下

にある保健所がカバーする地域は道衛研を

介さずに直接菌株を国立感染症研究所に送

付し、患者情報は分担研究者が回収する体

制として運用した。令和7年度は侵襲性肺炎

球菌感染症、侵襲性インフルエンザ菌感染

症、劇症型溶血性レンサ球菌感染症は前年

同様の発生数であった。今後も注視が必要

である。 

 

6．山形県における成人の侵襲性細菌感染症 

侵襲性肺炎球菌感染症(IPD)，侵襲性インフ

ルエンザ菌感染症(IHD)，侵襲性髄膜炎菌感

染症(IMD)，劇症型溶血性レンサ球菌感染症



(STSS)は，重症化率・致命率が高い侵襲性細

菌感染症である。本研究では，侵襲性細菌感

染症の診療および感染対策，疫学調査に活用

することを目的として，令和 4年度から 6年

度に実施された前研究から継続する形で，令

和 7 年度から新たに山形県における成人の

侵襲性細菌感染症の発生動向サーベイラン

スを行なった。 

これまでと同様に，今年度も年 3回に分けて

山形県内の協力医療機関における成人の侵

襲性細菌感染症の菌株を収集した。今年度は

IPD の 20 例，IHD の 5 例，STSS の 7 例が検

討対象例として収集された。なお，IMD 症例

の収集はなかった。 

山形県において今年度の IPD の症例数は 20

例であった。新型コロナウイルス感染症

(COVID-19)パンデミックの影響で令和 2 年

から 5年までは IPD の症例数が少なく，昨年

から増加したが，今年も昨年と同程度であっ

た。20 例の IPDから 12 種類の血清型の肺炎

球菌が分離された。血清型の内訳は，3 が 5

例，次いで 35Bが 3例，そして 6C および 35F

がそれぞれ 2例であり，その他の血清型は 1

例ずつの分離であった。令和 5年から 7年の

3 年間における肺炎球菌ワクチンのカバー

率は，23 価莢膜多糖体肺炎球菌ワクチン

(PPSV23)が 53.8%，15価タンパク結合型ワク

チン(PCV15)が 40.4%，20価タンパク結合型

ワクチン(PCV20)は 51.9%であった。一方，21

価タンパク結合型ワクチン(PCV21)は 82.7%

であった。 

これまでの研究も含めて本サーベイランス

によって継続的に山形県における侵襲性感

染症のデータが蓄積されている。このデータ

は侵襲性細菌感染症の診療を続ける上で極

めて有用であり，その情報を地域の医療現場

だけでなく，社会にも還元することで，ワク

チン接種の意義を広く伝えることができる

と考えられる。 

 

7．宮城県における成人の侵襲性細菌感染症 

肺炎球菌とインフルエンザ菌は成人の市中

肺炎の主要な原因菌であり，しばしば菌血症

を合併する．我々は，2013 年より宮城県にお

ける侵襲性肺炎球菌感染症（ invasive 

pneumococcal disease：IPD）と侵襲性イン

フルエンザ菌感染症（invasive Haemophilus 

infeluenzae disease：IHD）について，宮城

県内の各病院の協力を得てサーベイランス

システムを構築し，患者情報収集と菌株の解

析を継続してきた．2016 年度からは IPD と

IHD に加えて，劇症型溶血性連鎖球菌感染症

（streptococcal toxic shock syndrome: 

STSS）と侵襲性髄膜炎菌感染症（invasive 

meningococcal disease: IMD）もサーベイラ

ンスの対象とした．本報告は 2025 年度（自

2025 年 1月 1日，至 2025 年 12月 31日；便

宜上暦日にて年度を区切っている）は，宮城

県において 28例の IPD 症例が報告された．

その中で成人例は 25 例であった．うち 16例

で患者情報を収集し（2025 年 12 月 31 日現

在，以下同じ），菌株の解析を完了した．2025

年に宮城県で発生した IPD 症例由来の肺炎

球菌の莢膜血清型のワクチンのカバー率は，

結合型7価ワクチン12.5％, 結合型13価ワ

クチン（PCV13）25.0%，結合型 20価ワクチ

ン 43.8％多糖型 23 価ワクチン（PPSV23）

43.8%であった．成人の IHD の報告は 3 例で

あり，うち 2 例で菌株と患者調査票を収集し

た。成人の STSS は 8 例が報告され，2 例の

臨床情報と菌株とが収集できた．成人の IMD

は 6年ぶりに報告され，4例と過去最多であ



った。 

 

8．新潟県における成人の侵襲性細菌感染症 

新潟県内においては 2020 年度から侵襲性肺

炎球菌感染症の頻度が年々減少する状況が

あったが 2023 年から発生数の増加がみられ

2024 年も継続して増加したが今年度は減少

に転じた。劇症型連鎖球菌感染症においては

2020 年度においても有意な減少なくその後

も年々増加の傾向があり 2024年は過去最高

の報告数であったが今年度は減少している。

侵襲性インフルエンザ菌感染症は前年度 11

例から 9例と増加はみられず。 

2020 年からの新型コロナウイルス感染症の

広がりにともなう新しい生活様式（ユニバー

サルマスク、3密回避等）の影響で減少して

いたいくつかの感染症がほぼコロナ禍前の

レベルにおちついてきている印象である。 

さらに次年度からは定期接種対象肺炎球菌

ワクチンが PCV20 に変更になったことで非

ワクチン株（NVT）による発生割合がどのよ

うに推移するか継続的な観察が重要である。 

 

9．三重県における成人の侵襲性細菌感染症 

三重県在住者では、令和7年度はIPD4例,IHD 

3 例、STSS 11 例が集積された。IPD莢膜型

は 35F: 1 例, 3 型： 1 例, 10A: 1 例, 23A

型：1 例が検出された。IHD の血清型は全て

NTHiで、STSS は G 群 7 例、A 群 2 例、B 群 2

例であった。令和 5年度 IPD14例,IHD 6例、

STSS 18例から、令和 6年度 IPD 7 例、IHD3

例、STSS23 例、令和 7年度は IPD4例,IHD 3

例、STSS 11 例と、一時期の COVID-19 に対

する感染対策の緩和による侵襲性細菌感染

症の増加から、減少傾向にあるものと推察さ

れる。 

 

10．奈良県における成人の侵襲性細菌感染

症 

奈良県内で微生物検査室を有する 9 医療機

関を対象に，成人の侵襲性肺炎球菌感染症

（IPD），侵襲性インフルエンザ菌感染症

（IHD），劇症型溶血性レンサ球菌感染症

（STSS）および侵襲性髄膜炎菌感染症（IMD）

の臨床情報および菌株を収集する体制を整

備した．IPD は 2025 年は NESID 届出件数 40

件と過去最高となり、このうち男性 25件、

女性 15 件で平均年齢は男性 71.1 歳、女性

74.1歳であった。回収された 13 株の肺炎球

菌の血清型は 35Bが 4株、38が 3株、22Fが

2 株、23B が 1 株、23F が 1 株、3 が 1 株、

19Aが 1株であった。IHD は 3件、STSS は 27

件の届出があり、IMD は届出がなかった。IPD

と STSS は 2025 年は過去最高の届出数とな

った。また菌株の収集が遅れているが、引き

続き症例および菌株の検討を継続する予定

である。 

 

11．高知県における成人の侵襲性細菌感染

症 

令和 7 年 1 月から 12 月までの 12 か月間に

IPD は 15 例の届け出があった。血清型は 11

例で判明した。その結果判明した前年度の23

価莢膜多糖体ワクチン(PPSV23)カバー率は

50.0%であった。IHD は 7 例の届出があり、

血清型は全例で NTHiであった。STSS は 2 例

の届出があり、いずれも血清型は G 群であっ

た。本研究開始以降初めて当地域で IMD の発

生があった。IPD、IHD が新型コロナウイルス

感染症(COVID-19)の流行と感染対策による

影響により低下傾向であったが平年並みに

改善している一方で SSTS は G 群のみ 2 例と



少なくなっていた。更に、研究開始以来、初

めて当地域での IMD 症例が検出されており、

COVID-19 に対する感染対策の緩和と人流制

限の解消により侵襲性細菌感染症の増加が

みられている可能性があり、今後も動向を注

視していく必要があると考えられる。 

 

12．福岡県における成人の侵襲性細菌感染

症 

福岡県の侵襲性細菌感染症患者より分離さ

れた肺炎球菌、インフルエンザ菌,溶血性連

鎖球菌および髄膜炎菌の収集、集積を行い、

菌株の細菌学的解析を行った。2025 年 4 月

～2026年3月の間に福岡県では111症例（菌

血症を伴う肺炎 100 例、菌血症を伴う髄膜炎

8例、その他の菌血症 3例）より肺炎球菌 111

株（血液由来 103 株、髄液由来 8株）が分離、

集積された。肺炎球菌の優位な血清型は 3

（26株）,19A（11 株）, 22F（7株）であり、

21 価結合型肺炎球菌ワクチンのカバー率は

73.6%と上昇傾向であった。69 症例中 8例が

早期に死亡していた。インフルエンザ菌は31

症例（菌血症を伴う肺炎 23 例、菌血症 3例）

より 31 株分離され、血清型は non-typeable

が 29 例、type a, fがそれぞれ一例ずつで

あった。溶血性連鎖球菌は劇症型溶血性レン

サ球菌感染症 62 症例より 62 株が分離され、

Lancefield血清型は G 群 27 株、A 群 23 株、

B 群 11 株であった。 

 

13．鹿児島県における成人の侵襲性細菌感

染症 

2025 年 1月～12月の鹿児島県の成人侵襲性

肺炎球菌感染症は21人みられ、髄膜炎3人、

菌血症 4人、菌血症を伴う肺炎 14人であっ

た。65歳以上の IPD 患者は 16人であり、65

歳以上人口10万人あたりの罹患率は1.04と

2024 年の 0.85 から増加した。収集した 19

株の血清型は、PCV15タイプ 57.9%、PCV20タ

イプ 68.4%、PPSV23タイプ 63.2%、PCV21タ

イプ 89.5%であり、3 が 5 株、19Aと 23Aが

それぞれ 3株と多くみられた。侵襲性インフ

ルエンザ菌感染症は６人で 2024年の 5 人か

ら 1人増加し、原因菌は菌株を確保できなか

った 1例を除きすべて無莢膜型であった。劇

症型溶血性レンサ球菌感染症（STSS）は 11

人で 2024年の 17 人から減少、特に A 群レン

サ球菌を原因とする STSS が 11 人から 3 人

に大きく減少した。侵襲性髄膜炎菌感染症は

みられなかった。 

 

14．沖縄県における成人の侵襲性細菌感染

症 

IPD は、2025 年の NESID 届出数は 98件で、

2024年（84件）から大きく増加した。研究

班解析株は 24株であった。莢膜血清型では

19Aおよび 38の増加が認められた。2025 年

分離株のワクチンカバー率はPCV21で約 70%、

PCV20 および PPSV23 で約 55%であった。薬剤

感受性ではペニシリン非感受性株（19A、23F、

19F、15A、6Bなど）、カルバペネム（メロペ

ネム）非感受性株（15A、35B、19Aなど）が

一定数認められ、注意を要する状況であった。

病型は菌血症が最多で、次いで肺炎、髄膜炎

の順であった。IHD は、2025 年の NESID 届出

数は31件で、2016年以降過去最多であった。

研究班解析株は 15 株であった。病型は菌血

症と肺炎が中心で、子宮内感染が 2例認めら

れた。血清莢膜型は累積では 94例が無莢膜

型（non-typable）であり、2025 年も同様の

傾向が続いた。STSS については、2025 年の

NESID 届出数は 15件で、2024年の 47件から



大きく減少し、概ね平年並みとなった。研究

班解析株は 9株であった。臨床像は蜂窩織炎

と腎不全が多く認められ、壊死性筋膜炎、肺

炎・肺化膿症も継続的に認められた。血清群

では A 群、B 群、G 群の混在が継続している。

また、IMD では、2025 年の NESID 届出数は 3

件、研究班解析株は 2株で、血清群は Bおよ

び Y であった。2025 年度は IPD および IHD

の届出数が顕著に増加した点が特徴的であ

る。IPD では NESID 届出が前年比で大きく増

加し、莢膜血清型では従来から多かった 15A、

35Bに加え、19Aおよび 38が増加していた。

19A はペニシリンやカルバペネムに低感受

性を示すことが多く、引き続き耐性動向の注

視が必要である。新たに導入された PCV21 の

ワクチンカバー率は約 70%であり、今後のワ

クチン政策の検討において重要な参考デー

タとなる。IHD は 2016 年以降過去最多の届

出数を記録した。莢膜型はほぼ全例が無莢膜

型である。STSS は前年の急増から平年水準

に復したものの、蜂窩織炎・腎不全を呈する

重症例は引き続き一定数認められており、継

続的な動向把握が必要である。IMD は届出・

解析ともに継続しており、血清群 Y・Bの混

在が認められている。サーベイランス体制面

では、2024年度に再構築した沖縄県・衛生環

境研究所・沖縄県感染症対策課との連携体制

を 2025 年度も維持・運用し、NESID 届出情

報の Excel 共有および定期的なメール連絡

が機能している。 

 

15．侵襲性肺炎球菌感染症の疫学情報解析 

本研究では、成人における血清型 3肺炎球菌

による侵襲性肺炎球菌感染症（invasive 

pneumococcal disease: IPD）の患者特徴と

関連因子を明らかにすることを目的とした。

2013 年 4月から 2024年 12月までに研究班

に登録された症例を対象とし、血清型 3 IPD

と非血清型 3 IPD の患者特徴を比較した

（χ²検定または Fisher の正確確率検定）。

血清型 3IPD と関連するリスク因子を検討す

るため、多重ロジスティック回帰分析を行っ

た。調整因子は性別、年齢、地域、基礎疾患、

喫煙歴、年とした。 

対象期間に研究班に登録された IPD 症例は

3,015 例であり、このうち血清型 3 IPD は

374例（12.4%）であった。血清型 3 IPD割

合は、2013～15 年は約 15～18%であり、2016

～20 年は約 9～12%と減少したが 2021 年以

降に増加し、2023 年は 28例（12.8%）、2024

年は 45 例（15.1%）であった。 

血清型 3IPD は非血清型 3 IPD と比較し、15

～64歳の割合が低く、65～79歳および 80歳

以上の割合が高かった。男性は女性よりやや

多く、この分布は血清型 3IPD と非血清型

3IPD で同様であった。地域別では、血清型 3 

IPD割合は宮城県、山形県、新潟県、三重県

で高く、高知県、福岡県、鹿児島県、沖縄県

では非血清型 3 IPD 割合が高かった。免疫

不全を伴う基礎疾患を有する者の割合は、非

血清型 3 IPD で高かった。血清型 3IPD は肺

炎病型および死亡転帰をとる者の割合が高

かった。飲酒歴、5 年以内の PPSV23 接種歴

は血清型 3IPD と非血清型 3IPD で同様であ

った。 

 血清型 3IPD は年齢、喫煙歴と関連があり、

リスクは 15～64 歳と比較し 65～79 歳では

1.81倍（95%信頼区間 1.34–2.45）、80歳以

上では 2.15倍（1.57–2.96）高く、喫煙歴が

ある人はない人と比べて 1.38倍（1.04–1.82）

高かった。免疫不全を伴う基礎疾患は非血清

型 3IPD と関連する項目であった。性別との



関連はみられなかった。 

 

16．侵襲性インフルエンザ菌感染症の疫学

情報解析 

2013～2025年に10道県から報告された侵襲

性インフルエンザ菌感染症（IHD）595 例を解

析した。男性が 327 例（55%）、年齢中央値

が 77 歳（四分位範囲：64～86 歳）で、460

例（80%）に基礎疾患あり、30日死亡は 76例

（13%）であった。病型は菌血症が最多で、

血清型は 502 例（95%）が無莢膜型であった。

COVID-19流行中の2020～2022年は報告数が

減少したが、2023 年以降再増加し、2025 年

は流行前と同水準となった。15～49 歳の女

性は60例報告され、妊娠関連が13例（22%）、

流産・死産も認められ、注意が必要と考えら

れた。今後はリスク因子の解明と対策が重要

である。 

 

17．侵襲性髄膜炎菌感染症の強化サーベイ

ランス 

国内の侵襲性髄膜炎菌感染症（Invasive 

Meningococcal Disease: IMD）の報告数は、

報告の対象となった 2013 年から 2019 年ま

では年間 20～40 例程度であったが、2020 年

の新型コロナウイルス感染症（COVID-19）流

行開始後に激減した。しかし、COVID-19流行

後は増加傾向となり、2023 年の報告数は 21

例と COVID-19 流行開始前の水準に戻り、

2025年の報告数は過去最多の 86例となった。

2022 年 1 月～2025 年 12 月の 4 年間に感染

症発生動向調査への届出があったIMDは181

例で、これらすべての症例が調査対象であり

調査票を管轄自治体に送った。そのうち有効

な回答が得られた症例は127例（回収率70%）

であった。 

回答のあった症例のうち、男性：74例 58％

＞女性：53 例 42％、年齢の中央値は 55歳

（範囲：0-91歳）、年齢分布は成人（特に 40

歳以上）に多く小児や 10 代の割合は少なか

った。発症 30日以内の死亡例は 8例であっ

た。菌株の血清群について情報を得られた株

数は111例であり、Y群が最も多く 69例（62%）

次いで B 群 33 例（30％）であった。基礎疾

患をもつ症例は 71 例（56%）であった。122

例（96％）に入院歴（入院なしの転帰は、死

亡２例、軽快２例、記載なし 1 例）があり、

45 例（35％）が ICUに入室した。把握できた

30 日以内の致命率は６％であった。入院期

間の中央値は 14日（範囲:0‐90日）で後遺

症を 11 例（9％）に認めた。最も多い病型は

菌血症で約半数を占め、髄膜炎との併発と併

せて全体の 77％であった。髄膜炎のみは

20％であった。 

寮・社会福祉施設等での共同生活有りは 3%

であった。発症前 1か月以内のマスギャザリ

ングへの参加歴は 13％で認められた。海外

渡航歴の例は少なく（4％）、MSM（Men who 

have Sex with Men）は男性のうち 1%であっ

た。髄膜炎菌ワクチン接種歴がある者は 6％

にとどまった。濃厚接触者に対して予防内服

実施との回答を得られたのは 82 例（65%）で

あった。 

 

18．劇症型溶血性レンサ球菌感染症の疫学 

劇 症 型 溶 血 性 レ ン サ 球 菌 感 染 症

(Streptococcal toxic shock syndrome, 

STSS)について、STSS は感染症法の 5類感染

症全数報告対象疾患であり、致命率も高く、

社会的に注目されている。新型コロナウイル

ス感染症流行後は、その発生動向が注目され

ている。また、これまでの疫学研究では、STSS



の疫学、特に菌種別の疫学的特徴について調

べられたものは少ない。本研究班では、感染

症発生動向調査事業では収集できない STSS

患者の疫学的情報を国内 10 道県の協力のも

と収集した。2016年 9月 14日以降に診断さ

れ、2026年 2月 28日までに 931 例の調査

票(第 1～3版)を収集した。このうち、感染

症発生動向調査の届出基準を満たす症例833

例、菌種別の内訳は、S. pyogenes 319 例、

S. agalactiae 140 例、S. dysgalactiae 

subsp. equisimilis (SDSE) 366例 、その

他の菌種及び不明 8例であった。また、その

うち転帰が判明している症例 637 例を対象

とした。本年度は、2023 年末から 2024年に

かけて注目された Streptococcal pyogenes 

emm1 型 102 例（うち M1UK 株 12 例、M1UK 

lineage（UK 系統株）49 例、M1 global株 41

例）の記述疫学を行った。本研究における S. 

pyogenes の発生動向は、全国の感染症発生

動向調査で確認された2023年および2024年

の発生動向を概ね反映していた。M1UK 株、

M1UK 系統株、M1 global株の年齢中央値(範

囲)は、それぞれ 67(39-87)歳、68(30-92)歳、

66(31-91)歳、致命率は、それぞれ 67％、61％、

51％であり、統計学的に有意な違いは認めら

れなかった。2023 年以降の M1UK 系統株、M1 

global の発生には地域差を認めた。S. 

pyogenes 新規変異株に関する疫学的特徴を

明らかにするためには、引き続き症例情報の

収集および解析が必要である。 

 

19．成人 IPD サーベイランスに基づく高齢

者に対する結合型肺炎球菌ワクチン導入の

評価 

2014〜2024 年に登録した成人 IPD 症例は

2,897例のうち、15-64歳は835例（28.8％）、

³65歳は 2,062 例（71.1%）であった。³65歳

では PCV13, PCV20, PPSV23 血清型の割合は

有意に減少したのに対し、PCV21 血清型の割

合は不変であった。2023-2024年の PCV21 血

清型の割合は 78％と高かった。PCV13-非

PCV7 血清型および PCV20-非 PCV13 血清型は

有意に減少したのに対し、PCV21-PCV13 血清

型の割合は不変であった。PCV21固有血清型

の割合は有意に増加したが、PCV20-非 PCV21

血清型の割合は不変であり、2023-2024年は

7％であった。65歳以上で血清型 3が全体の

10%以上と高く、19Aの割合も 7%であった。

PCV21固有血清型である 15A, 23Aの割合は

増加傾向、35Bの割合は有意に増加した。 

また、PCV による定期接種率を 20%〜100%と

した場合の予防可能な成人 IPD 症例の推定

値を示した。定期接種率を 40％とすると、65

歳の者の PCV20, PCV21 の定期接種で予防で

きる IPD 症例数は 35 例、55 例であり、IPD

症例の減少はそれぞれ 15%, 23%と推定され

た。 

 

20．成人における肺炎球菌ワクチン接種戦

略の評価に関する研究 

本研究では、成人肺炎球菌ワクチンの接種戦

略を評価するため、費用対効果分析モデルの

構築を行った。本年度は、評価対象とする疾

患、比較する接種戦略、モデル構造、主要な

入力パラメータ、基本分析の設定を整理し、

解析モデルを概ね確定した。モデルでは、侵

襲性肺炎球菌感染症および肺炎球菌性肺炎

の発生、死亡、医療費、QOL 低下等を考慮し、

ワクチン接種による健康アウトカムおよび

費用への影響を評価する枠組みとした。また、

本研究に関連する内容について、国際学会お

よび厚生労働省関連の委員会で発表し、成人



肺炎球菌ワクチン接種戦略の評価に関する

情報共有および意見交換を行った。今後は、

感度分析を実施した上で、解析結果を取りま

とめ、論文化を進める予定である。 

 

21．肺炎球菌分離株に対するワクチン免疫

血清の細菌学的免疫学的検討 

肺炎球菌は市中肺炎の起炎菌として最も頻

度が高く、しばしば、菌血症や髄膜炎などの

侵 襲 性 肺 炎 球 菌 感 染 症 （ invasive 

pneumococcal disease; IPD）を引きおこす。

肺炎球菌は菌体表層に存在する莢膜のポリ

サッカライドの違いにより、100 種類以上の

血清型に分類される。小児に対する肺炎球菌

ワクチンは 20 価肺炎球菌結合型ワクチン

（ pneumococcal conjugate vaccine 20; 

PCV20）が用いられている。成人に対しては

これまで 23価肺炎球菌ポリサッカライドワ

クチン（PPSV23）が用いられていたが、2026

年 4 月から定期接種ワクチンとして導入さ

れることから肺炎球菌感染防御効果が期待

される。一方で、莢膜ポリサッカライドワク

チンはカバーする血清型に対する有効性が

高いものの、その効果は血清型に依存するこ

とから、ワクチンに含まれない血清型による

IPD の増加が懸念されている。本研究では、

肺炎球菌ワクチンの感染防御効果を多角的

に解析する目的で、細菌学・免疫学的観点か

ら解析を行った。マウスへの PCV20 の免疫に

より、血中に莢膜ポリサッカライドに対する

IgG 抗体の産生を認めた。また、PCV20マウ

ス免疫血清を用いて、成人 IPD 由来菌株に対

する IgG 抗体の結合性を解析した。その結

果、解析した PCV20 に含まれる血清型の肺炎

球菌株に対して IgG 抗体の結合性を認めた。

本解析は、PCV20免疫血清の成人 IPD 由来菌

株に対する反応性を評価する一つの方法と

して有用と考えられることから、引き続き、

種々の IPD 由来菌株に対する反応性を解析

することで、肺炎球菌ワクチンの感染防御効

果を明らかにしたい。 

 

D. 考察 

本研究班では、侵襲性肺炎球菌感染症（IPD）、

侵襲性インフルエンザ菌感染症（IHD）、侵

襲性髄膜炎菌感染症（IMD）、および劇症型

溶血性レンサ球菌感染症（STSS）を対象とし

て、全国規模で継続的な細菌学的・疫学的サ

ーベイランスを実施し、病原体の血清型・遺

伝子型動向、薬剤感受性、患者背景、ワクチ

ンカバー率等を多角的に解析した。本研究に

より、COVID-19 パンデミック後の感染症流

行動態の変化や、ワクチン導入・変更に伴う

病原体集団の変遷が明らかとなり、今後の予

防接種政策および感染症対策に資する重要

な知見が得られた。 

 IPD については、小児への結合型肺炎球菌

ワクチン（PCV）の普及により、成人におい

てもワクチン含有血清型の減少が認められ、

小児定期接種による間接効果（集団免疫効果）

が示唆された。一方で、近年は血清型 19Aお

よび 3型の再増加が認められ、特に血清型 3

は高齢者、肺炎病型、死亡例との関連が強く、

加齢や喫煙歴がリスク因子として示唆され

た。これらの結果は、血清型 3肺炎球菌の高

い病原性および高齢宿主側の易感染性を反

映している可能性がある。また、2026年度か

ら高齢者定期接種ワクチンが PPSV23 から

PCV20へ変更されたことに伴い、PCV20 およ

び新規承認された PCV15、PCV21 の効果評価

が重要となる。本研究では、PCV21 が PCV20

より高い血清型カバー率を有する可能性も



示されたが、接種率が十分でなければ予防効

果は限定的であることも示唆された。そのた

め、ワクチン選択のみならず、高齢者に対す

る接種勧奨の強化が極めて重要であると考

えられる。 

 さらに、肺炎球菌ワクチンの免疫学的解析

では、PCV20免疫血清が複数のワクチン含有

血清型に対して IgG 抗体の結合性を示し、血

清型依存的な反応性が確認された。一方で、

一部血清型では反応性が弱く、また近縁血清

型間でも交差反応性が限定的であることが

示された。これらの結果は、現行ワクチンの

防御効果および血清型置換現象を理解する

上で重要であり、今後の次世代ワクチン開発

やワクチン戦略の検討に有用な知見である

と考えられる。また、成人肺炎球菌ワクチン

の費用対効果分析モデルの構築により、疾病

負荷、血清型分布、医療費、QOL等を統合的

に評価する基盤が整備され、今後の政策決定

に向けた定量的評価の基礎が構築された。 

 IHD については、侵襲性感染症由来株の多

くが無莢膜型インフルエンザ菌（NTHi）であ

り、ABPC 非感受性株が高頻度に認められる

など、これまでの国内傾向が継続しているこ

とが確認された。また、COVID-19流行期に一

時減少した報告数は近年再増加し、流行前と

同水準に回復していた。特に妊娠・出産年齢

女性における感染例や流産・死産例が認めら

れたことは重要であり、海外報告とも一致す

ることから、日本においても注意すべき集団

であると考えられた。さらに、有莢膜株が限

られた遺伝系統に偏在していたことから、今

後も継続的な遺伝学的監視が必要である。 

 IMD については、COVID-19パンデミック後

に症例数が再増加しつつある一方、日本国内

では従来から存在する B 群 ST-2057 株およ

び Y 群 ST-1655 株が依然として主要な流行

株であり、大阪・関西万博開催に伴う海外由

来株流入の影響は現時点では限定的であっ

た。しかし、近年増加傾向にある Y群 ST-1466

株およびその類縁株は、侵襲性感染症のみな

らず尿道炎起炎菌としても増加しており、海

外で報告されている性感染症関連髄膜炎菌

株の拡大傾向と一致していた。これらの結果

は、COVID-19 パンデミック後の人流変化や

保菌状況の変化を反映している可能性があ

り、今後も分子疫学的監視を継続する必要が

ある。 

 STSS については、全国的な症例収集によ

り、A 群レンサ球菌では emm1 型、G 群レンサ

球菌では stG485 型が主要であることが確認

されたが、特定地域への偏在は認められなか

った。また、S. pyogenes emm1 株について

は、M1UK系統株および M1global株の地域差が認

められたものの、致命率に明確な差は確認さ

れなかった。STSS は致命率の高い重篤感染

症であり、新規変異株の出現や地域流行を迅

速に把握するためにも、統一基準に基づく継

続的サーベイランスが重要である。 

 以上より、本研究班による継続的かつ包括

的なサーベイランスは、侵襲性細菌感染症の

流行動態、病原体の分子疫学的変化、ワクチ

ン導入効果、および新規変異株の出現を把握

する上で極めて重要であることが示された。

今後も細菌学的解析、分子疫学解析、ワクチ

ン効果評価、費用対効果分析を統合的に進め

ることで、科学的根拠に基づく予防接種政策

および感染症対策の最適化につながること

が期待される。 

 

 

E. 結論 



前年度に引き続き、COVID-19 パンデミッ

ク下で一時的に減少していた侵襲性細菌感

染症が、パンデミック収束後に再び増加へ転

じている状況が確認された。本年度の研究で

は、侵襲性肺炎球菌感染症（IPD）、侵襲性

インフルエンザ菌感染症（IHD）、侵襲性髄

膜炎菌感染症（IMD）、および劇症型溶血性

レンサ球菌感染症（STSS）について、病原体

の血清型・遺伝子型動向や患者背景の変化を

より詳細に解析し、コロナ禍前後における流

行動態の変化や新たな流行株の特徴を明ら

かにすることができた。 

 IPD においては、ワクチン含有血清型の

変動や血清型 3・19Aの再増加が認められ、

PCV20やPCV21など新規ワクチン導入後の継

続的評価の重要性が示された。また、IMD で

は ST-1466 株など新たな遺伝子型の国内定

着が示唆され、STSS では新規変異株を含め

た分子疫学的監視の必要性が改めて確認さ

れた。さらに、肺炎球菌ワクチンの免疫学的

解析や費用対効果分析を通じて、今後のワク

チン政策を科学的に評価するための基盤整

備が進展した。 

 一方で、現行ワクチンで十分な予防効果

が得られていない病原体や血清型、新たに拡

大が懸念される遺伝子型への対応、ならびに

高齢者におけるワクチン接種率向上など、今

後検討すべき課題も明らかとなった。有効性

や費用対効果の観点からの評価に加え、ワク

チンに依存しない感染対策やリスク集団へ

の予防戦略を検討する上でも、病原体情報を

含む詳細かつ継続的な感染症サーベイラン

スを今後も推進することが重要である。 
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Ａ．研究⽬的 
侵襲性肺炎球菌感染症 (IPD) は、ワクチン接種

により予防可能な疾患である。現在、⽇本国内で成
⼈⽤肺炎球菌ワクチンとして使⽤されているのは、
23 価肺炎球菌莢膜ポリサッカライドワクチン 
(PPSV23: ⾎清型 1、2、3、4、5、6B、7F、8、9N、
9V、10A、11A、12F、14、15B、17F、18C、19A、
19F、20、22F、23F、33F を含む)、沈降 15 価肺
炎球菌結合型ワクチン (PCV15: ⾎清型 4、6B、9V、
14、18C、19F、23F、1、3、5、6A、7F、19A、22F、
33F を含む)、沈降 20 価肺炎球菌結合型ワクチン 
(PCV20: PCV15 に⾎清型 10A、11A、12F、15B 
および 8 を追加) および沈降 21 価肺炎球菌結
合型ワクチン (PCV21: ⾎清型 3、6A、7F、19A、
22F、33F、9N、10A、11A、12F、8、17F、20A、
15A、15B の O-脱アセチル化体、16F、23A、23B、
24F、31、35B を含む) の 4 種類がある。⾎清型 
15B の O-脱アセチル化体は、⾎清型 15C に対す
る特異的抗体と 15B に対する交差反応性抗体とな
るため、⾎清型 15C と 15B の両⽅の免疫原性を
有する。このため、両⾎清型による IPD への予防
効果が承認された。各ワクチンで予防できる⾎清
型は表１に⽰す。 
  2013 年 4 ⽉、IPD は五類感染症に追加され、
感染症法に基づく感染症発⽣動向調査の対象とな
った。2014 年 10 ⽉、PPSV23 が 65 歳以上の成

⼈を対象に定期接種 （B 類疾病） が始まった。ま
た、2020 年 4 ⽉から、60 歳から 65 歳未満の⽅
で、⼼臓、腎臓、呼吸器の機能に⾃⼰の⾝辺の⽇常
⽣活活動が極度に制限される程度の障害やヒト免
疫不全ウイルスによる免疫の機能に⽇常⽣活がほ
とんど不可能な程度の障害がある⽅が、接種対象
に追加された。2026 年 4 ⽉ (令和 ８ 年度) よ
り、定期接種で⽤いるワクチンが PPSV23 から 
PCV20 に変更された。なお、他の成⼈⽤ワクチン
は任意接種となっている。 
令和 ８ 年度からの成⼈における PCV20 の定

期接種によって、今後の IPD の罹患率の減少が予
想される。本分担研究では、令和 7 年度に 10 道
県（北海道、⼭形県、宮城県、新潟県、三重県、奈
良県、⾼知県、福岡県、⿅児島県、沖縄県）で報告
された成⼈の IPD 症例から分離された肺炎球菌
について、細菌学的解析を⾏い、肺炎球菌ワクチン
の予防効果を評価するための基礎的な疫学データ
を収集することを⽬的とした。 
 
Ｂ．研究⽅法 
1: 成⼈の IPD 症例由来肺炎球菌 
 令和 7 年度、10 道県で報告された成⼈ IPD 症
例 327 例のうち、検体を収集できた 320 症例由
来の肺炎球菌を解析対象とした。 
 肺炎球菌は、5% ヒツジ⾎液寒天培地にて 37ºC、

研究要旨 
令和 7 年度 (2025 年 4 ⽉から 2026 年 3 ⽉現在)、10 道県で発⽣

した成⼈侵襲性肺炎球菌感染症 (IPD) 症例から分離された肺炎球菌を
解析し、肺炎球菌ワクチンの予防効果を評価するためのデータを収集し
た。解析した 320 検体のうち、⾎清型 3 型の分離率が最も⾼く、15.0% 
であった。沈降 15 価肺炎球菌結合型ワクチン （PCV15）、沈降 20 価
肺炎球菌結合型ワクチン （PCV20）、沈降 21 価肺炎球菌結合型ワクチ
ン （PCV21）、23 価肺炎球菌莢膜ポリサッカライドワクチン (PPSV23) 
に含まれる⾎清型の割合はそれぞれ、39.4%、51.3%、75.9%、51.9% で
あった。これらの解析結果から、IPD 症例の起因菌はワクチン含有⾎清
型の⾼い分離率が維持されていることが⽰された。このことから、成⼈
における肺炎球菌ワクチン接種率の向上が必要であることが⽰唆され
た。今後、成⼈ IPD に対する各種 PCV ワクチン接種の予防効果を評価
するために、継続的な調査が必要である。 
 



5% CO2 の条件下で⼀晩培養したものを⽤いて解
析を⾏った。 
 
2: ⾎清型別  
 肺炎球菌の⾎清型は、Statens Serum Institut 製
抗⾎清を⽤いて莢膜膨潤法により決定した。⾎清
型 11E 型肺炎球菌は、新しく 11A 型から分けら
れた⾎清型である。現在販売されている抗⾎清お
よび Multiplex PCR 法では 11A と 11E を区別
できないため、11A/E と記⼊した。 
 
3: ペニシリン G (PCG) に対する感受性試験 
 肺炎球菌の PCG に対する感受性は、微量液体
希釈法によって測定した。薬剤感受性試験の結果
は、2008 年から使⽤されている CLSI の基準で判
定した。すなわち、髄膜炎由来肺炎球菌のペニシリ
ン G (PCG) の MIC が ≦0.06 µg/mL、≧0.12 
µg/mLはそれぞれ、ペニシリン感受性 (PSSP) と 
ペニシリン感受性 (PRSP) と判定し、髄膜炎以外
の IPD 由来肺炎球菌については、PCG の MIC 
が ≦2 µg/mL、4 µg/mL、≧8 µg/mL をそれぞれ、
PSSP、ペニシリン低感受性 (PISP)、PRSP と判定
した。 
 
 本報告書のすべての集計は症例数をもとに⾏っ
た。 
 
（倫理⾯への配慮） 
該当無し。 
 
Ｃ．研究結果 
1：成⼈ IPD 症例の背景 
 令和 7 年度、10 道県で成⼈ IPD 症例 327 例
が報告された。327 症例の患者年齢は 17~101 歳、
中央値は 75 歳で、男⼥⽐は 1.4:1 であった (男
性 188 名、⼥性 139 名)。65 歳以上の患者は 257 
名で、全体の 78.6% を占めた。17 名（5.2%）に
PPSV23 ワクチンの接種歴があり、5 年以内に 
PPSV23 を接種していたのは 5名（1.5%）であっ
た。327 例 IPD のうち、髄膜炎は 30 例 (9.2%)、
菌/敗⾎症を伴う肺炎は 216 例 (66.1%)、感染巣
が不明な菌/敗⾎症は 55 例 (16.8%) であった。
20 症例 (6.1%) では、菌⾎症に髄膜炎や肺炎以外
の巣感染が認められた。また、⾎液や髄液以外の本
来無菌であるべき部位から肺炎球菌が分離された
症例は 6 例 (1.8%) であった。 
 
2: 成⼈ IPD 由来肺炎球菌の⾎清型分布 
 成⼈ IPD  症例 327 例のうち、320 例由来の肺

炎球菌について⾎清型別を⾏った。残りの 7 症例で
は、分離菌が死滅していた。 

320 例由来の肺炎球菌の各⾎清型の分離率を図
1 に⽰す。⾎清型 3 型肺炎球菌による IPD は 48 
例 (15.0%) で、最も多かった。PCV15、PCV20、
PCV21、PPSV23 の⾎清型肺炎球菌の分離率は、そ
れぞれ 39.4%、51.3%、75.9%、51.9% であった (図
1)。いずれのワクチンにも含まれない⾮ワクチン型
肺炎球菌は 63 症例から分離され、19.7% を占め
た。 
 
3: 髄膜炎由来肺炎球菌の⾎清型分布および PCG

に対する感受性 
 令和 7 年度、10 道県から報告された成⼈髄膜炎
の症例は 30 例であり、そのうちの 28 例から分離
された起因菌の解析を⾏った。28 株のうち、最も
多く分離された⾎清型は 23A 型 (7 症例)、その次
は 10A 型 (6 症例) であった (図 2)。髄膜炎由来 
11 株 (39.3%) の肺炎球菌は PCG に耐性を⽰し
た。⾎清型はそれぞれ 23A (7 株)、23F (1 株)、22F 
(1 株)、15A (1 株)、35B (1 株) であった。 

⼀⽅、⾮髄膜炎 IPD 由来の肺炎球菌 (292 株) 
のうち１株は PRSP で⾎清型は 15A 型、3 株は 
PISP で⾎清型はそれぞれ 15A、23A、6B 型であっ
た。PRSP と PISP の分離率はそれぞれ 0.3% と 
1.0% であった。 
 
4: ワクチン接種歴のある IPD 症例由来肺炎球菌
の⾎清型分布 
  IPD 症例 327 例中、17 名（5.2%）に PPSV23 
ワクチンの接種歴があり、そのうちの 16 症例由来
起因菌の解析を⾏った。⾎清型はそれぞれ 3 (2 株)、
6B (1 株)、19F (1 株)、19A (1 株)、10A (3 株)、
23A (2 株)、38 (2 株)、35B (1 株)、35F (1 株)、31 
(1 株)、34 (1 株) であった。これらの 16 例から分
離さ れ た 肺 炎 球 菌 のうち、 8 例  (50.0%) は 
PPSV23 含有⾎清型であった (図 3)。5 年以内に
PPSV23 の接種歴がある症例は 5 例であり、その
⾎清型は 38 (2 株)、3 (1 株)、10A (1 株)、35F (1
株) であった。 
 
Ｄ．考察 
 ⽇本では PPSV23 が 1988 年に薬事承認され、
2014 年 10 ⽉から B 類疾病として 65 歳以上
の成⼈を対象に定期接種が始まった。2026 年 4 
⽉より、定期接種で⽤いるワクチンが PPSV23 か
ら  PCV20 に変更さ れ た 。 ま た 、 PCV15 と 
PCV21 の成⼈への適応が、それぞれ 2022 年 9 



⽉と 2025 年 8 ⽉に承認された。本研究の複数地
域における成⼈ IPD の疫学調査は、PPSV23 が定
期接種の対象になる前後の 2013 年に始まったため、
PPSV23 の直接効果および⼩児の定期接種に使⽤
された PCV13 (2024 年 9 ⽉まで)、PCV15、PCV20 
による間接効果をリアルタイムかつ正確に反映す
ることが期待されている。 
 本分担研究の調査では、2013 年 4 ⽉から現在
までに、成⼈ IPD 由来肺炎球菌の細菌学的解析を
実施し、データを蓄積した。⾎清型別解析を継続的
に実施した結果、2016 年 4 ⽉以降の PCV13 含
有⾎清型の分離率は、低い⽔準 (20%~30%) で推
移していた (H28-30 年度総合報告書、H29-31 年
度総合報告書と R1-3 年度総合報告書を参考)。こ
のことから、⼩児⽤各種 PCV ワクチンの普及は、
そのワクチンに含まれる⾎清型の肺炎球菌による
⼩児 IPD の減少だけでなく、成⼈への間接効果 
(集団免疫効果) も果たしたと考えられる。しかし、
PCV ワクチンに含まれる⾎清型 19A と 3 型の肺
炎球菌の分離率が、2023 年以降に再び⾼い⽔準に
転じたこと (R4-6 年度総合報告書を参考) から、
間接効果による予防が限定的であることが⼀因と
して⽰唆された。そのため、成⼈の予防接種率を今
後⾼めていくことが重要であると考えられる。 
 
Ｅ．結論 
 2022 年までに成⼈ IPD から分離された肺炎
球菌における PPSV23 のカバー率は低⽔準で推
移していたが、2023 年以降に再び上昇した。この
ことから、成⼈における肺炎球菌ワクチンの接種
率向上の重要性が⽰唆された。2026 年 4 ⽉ (令
和 8 年度) に定期接種となった PCV20、新たに
承認・使⽤されている PCV15 と PCV21、そして
従来の PPSV23 の予防効果を監視し続けるため
には、今後も成⼈ IPD 症例の原因菌の収集や⾎
清型別を含む細菌学的解析を継続する必要がある。 
 
 

1.  論⽂発表 
①. Shimbashi R, Arima Y, Yahara K, Masutani 
M, Kasamatsu A, Fukusumi M, Kajihara T, Aras
hiro T, Takahashi T, Otsuka M, Kobayashi Y, 
Komase K, Tsuchihashi Y, Chang B, Amemura-
Maekawa J, Sunagawa T, Suzuki M, Akeda Y. A
pluralistic approach to interpreting surveillance 
data: The likely decline in the occurrence of inv
asive pneumococcal disease in Japan during the 
COVID-19 pandemic. Annals of Epidemiology. 1
08:63-70, 2025.  
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厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）
分担研究報告書

成人の侵襲性インフルエンザ菌感染症の細菌学的解析

研究分担者：林原 絵美子
（国立健康危機管理研究機構 国立感染症研究所細菌第二部 室長）

A．研究目的
インフルエンザ菌は有莢膜株と無莢膜株

に分けられ、特に有莢膜 b 型（Hib）株は
かつて乳児や小児において髄膜炎等を引き
起こす主要な侵襲性細菌感染症起因菌の一
つであった。小児を対象とした Hib ワクチ
ンの導入（日本では 2008 年に承認、2013
年より定期接種化）により、小児における
侵襲性インフルエンザ菌感染症の罹患率は
劇的に減少した。本研究班は予防接種施策
等に反映できる有用な情報を提供すること
を目的として侵襲性細菌感染症の発生動向
とその原因菌の莢膜型別等の細菌学的背景
との関連性を明らかにするため、2013 年度
より継続して積極的サーベイランスを行っ
ている。本年度においても 10 道県におい
て侵襲性細菌感染症の原因菌として分離さ
れたインフルエンザ菌株を収集し、血清型

別や薬剤感受性などの細菌学的解析、及び
ゲノム解析を行った。

B．研究方法
1. 菌株と臨床情報の収集
2025 年に 10 道県の医療機関で成人の侵襲
性感染症の原因菌として分離されたインフ
ルエンザ菌株を収集した。菌株と臨床情報
は保健所あるいは地方衛生研究所等を介し
て国立感染症研究所（感染研）に送付され
た。
2. 菌株の莢膜型別解析

莢膜型別はインフルエンザ菌莢膜型別用
免疫血清「生研」（デンカ株式会社）を用
いて判別した。また、ゲノム解析（後述）
により得られたゲノム情報により、血清型
別解析の結果と莢膜関連遺伝子情報の同一
性を確認した。

研究要旨
2025年に10道県にて収集された成人の侵襲性感染症由来インフルエンザ菌99株につい

て、莢膜型別解析を行った結果、a型とｆ型が各1株であり、残りの97株はnon-typable 
Haemophilus influenzae （NTHi）であった。薬剤感受性の測定を行った結果、2025年分
離株99株ではβ-lactamase 産生菌株14株（14%）を含む55株（56%）がアンピシリン非感
受性を示し、2024年のアンピシリン非感受性率61%と同等であった。2024年までに分離
された有莢膜株のうち、a型およびf型株についてゲノム系統解析を行ったところ、本邦由
来株は限られた遺伝的系統に偏在している傾向が認められた。



3. β-lactamase 産生の有無と薬剤感受性
解析

β-lactamase 産生はセフィナーゼディス
ク（日本ベクトン・ディッキンソン株式会
社）を用いニトロセフィン法により検査し
た。薬剤感受性はドライプレート（栄研化
学）を用いて微量液体希釈法で測定した。
アンピシリン（ABPC）の最小発育阻止濃
度が 2.0 µg/ml 以上の時 ABPC 非感受性と
し、β-lactamase が陽性の場合 BLPAR（β-
lactamase-producing ampicillin resistant）、
β-lactamase が陰性の場合は BLNAR（β-
lactamase-nonproducing ampicillin -
resistant）と分類した。アンピシリン感受
性の場合は BLNAS（β-lactamase-
nonproducing ampicillin -susceptible）とし
た。

4. 全ゲノム解析
インフルエンザ菌株から抽出したDNAを

用いて解析を行った。ゲノム解析はNovaSe
q（Illumina）を用い、150 bpのPaired-end
で解析した。得られたリードはshovill 1.1.
0（https://github.com/tseemann/shovill）
でde novo assemblyを行った。系統樹解析
にはsnippy v4.6.0 (https://github.com/tse
emann/snippy)を用い、得られたcore geno
me SNP アライメントを元に、Gubbinsに
より組換え領域を除去した除去したcore ge
nome SNP アライメントについてRAxML-
NG v1.0.1（https://github.com/amkozlov/
raxml-ng）を用いて系統樹を作成した。

C．研究結果
1. 侵襲性感染症由来インフルエンザ菌株
の莢膜型別解析

2025 年に 10 道県の医療機関で成人の侵
襲性感染症の原因菌として分離され解析し
た 99 株で莢膜型別解析を行った結果、a、
ｆ型が各 1 株であり、残りの 97 株は non-
typable Haemophilus influenzae （NTHi）
であった（表１）。

2. 侵襲性感染症インフルエンザ菌由来株
の薬剤感受性と薬剤耐性機構

2025 年分離株 99 株のうち BLPAR は 14
株（14.1%）、BLNAR が 41 株（41.4%）、
残りの 44 株（44.4%）が BLNAS であった
（図１）。2013 年からの β-ラクタム系抗菌
薬の薬剤感受性推移を図 2 に示した。2025
年分離株のアンピシリン/スルバクタム耐
性率は 42％、メロペネム耐性率が 9%であ
り、これまでと同様な耐性率であった。セ
フォタキシムとセフトリアキソン耐性株は
認められなかった。2025 年のレボフロキサ
シン、クラリスロマイシン、アジスロマイ
シン、スルファメトキサゾール・トリメト
プリムの耐性率はそれぞれ、0.0%、
7.1%、5.1%、26.3%であった。アジスロマ
イシン耐性株のうち特に MIC が高値の株 3
株は BLPAR であり、integrative and 
conjugative elements (ICEs) に β-
lactamase をコードする bla 遺伝子とマク
ロライド系抗菌薬を排出する MFS 型の薬
剤排出トランスポーターをコードする
mefA 遺伝子を保有していた。

3. 有莢膜型株のゲノム解析
2013 年から 2024 年までに分離された成

人由来の a 型および f 型の株について、ゲ
ノム情報を用いた系統樹解析を行い、海外
分離株や本邦の小児由来株（AMED・菅班
等）と遺伝的背景を比較した。本研究班で



2024 年に初めて分離された a 型株は 2019
年に本邦で分離された a 型株である
TAMBA230 株と遺伝的類似性が高く、本
邦の a 型株は２つの clade に分類された
（図 3a）。本邦由来 f 型株については、5 つ
の clade に分類されたが、clade 間で分離さ
れた地域や分離年、患者の年代に大きな偏
りは認められなかった（図 3b）。

D．考察
侵襲性感染症由来インフルエンザ菌株の

多くは莢膜を持たない NTHi であり、これ
までの成人における侵襲性感染症由来イン
フルエンザ菌株の傾向と変わらなかった。
ABPC 非感受性株の割合は 56%であり、こ
れまでの傾向と同様であった。有莢膜株の
系統樹解析により、本邦由来株は限られた
遺伝的系統に偏在している傾向が認められ
た。

E. 結論
侵襲性感染症由来インフルエンザ菌株に

ついて、継続的に莢膜型別、薬剤感受性情
報、遺伝的背景を調べることは、今後のイ
ンフルエンザ菌感染症に対する予防接種施
策等に反映できる有用な情報であり、調査
の継続が重要であると考えられた。

F. 研究発表
1. 論文発表

なし

2. 学会発表
なし

G. 知的財産権の出願・登録状況
1. 特許取得：なし
2. 実用新案登録：なし
3. その他：なし

表１. 侵襲性感染症由来インフルエンザ菌株
の年度ごとの莢膜型別株数

年

図 1 侵襲性感染症由来インフルエンザ
菌株の年度ごとのアンピシリン感受性
#Ampicillin  の MIC が Intermediate (2 μg/mL)の株を
含む
（2014‑2024 年: E‑test, 2025 年：微量液体希釈法で
測定）



図 2 侵襲性感染症由来インフルエンザ菌株のβ‑ラクタム系系抗菌薬の薬剤感受性の
年次推移

（2014‑2024 年: E‑test, 2025 年：微量液体希釈法で測定）

図 3   a 型株(a)と f 型株(b)の全ゲノム系統樹解析  ‑分離年、分離地域との関連‑
(a) 日本分離株 8株と海外分離株 285 株との比較
(b) 日本分離株 27 株と海外分離株 270 株との比較
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厚生労働省 新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業

成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの強化のための研究

侵襲性髄膜炎菌感染症起炎菌の細菌学的解析

R7（2025）年度国内で分離された髄膜炎菌の

血清学的及び分子疫学的解析、薬剤感受性試験

研究分担者 高橋英之 国立感染症研究所 潜在感染研究部（細菌第一部併任） 室長

研究要旨

日本における侵襲性髄膜炎菌感染症 (IMD)に関しては不明な点が多い。本研究では

10 道県（北海道、宮城、山形、新潟、三重、奈良、高知、福岡、鹿児島、沖縄）の

みならず全国における IMD のサーベイランスネットワークの拡大を図り、IMD の

起炎菌 (IMD 株) の積極的収集とその血清学的及び分子疫学的解析を試みた。

Ａ．研究目的

侵 襲 性 髄 膜 炎 菌 感 染 症 (Invasive 

meningococcal Diseases : IMD) は海外において

はヒトーヒト感染による集団感染事例が多く

報告され、致命率が他の感染症に比べて高いた

め、危険視されている。一方で日本では、

COVID-19 流行前は年間 40 例程度の稀少感染

症となっており、COVID-19 流行期においては

年間数例にまで激減した。しかし、コロナ禍明

けの 2022 年から徐々に増加し、今年度はほぼ

コロナ禍前と同じ水準に達した。しかし、その

増加がインバウンド増加に伴う海外流入株に

起因するのか、国内での人の流動増加によるの

かは不明であった。

そこで、本研究においては国立健康危機管理

研究機構 国立感染症研究所 応用疫学研究

センターの福住宗久博士と共同で、感染症法で

5 類の全数報告となっている NESID に報告さ

れた IMD の把握と、その原因株の収集及びそ

の血清学的及分子疫学的解析を行ない、IMD の

疫学情報及びその原因菌の情報を統合させた

IMD のサーベイランシステムの構築を試みた。

分担研究者は IMD 株の収集を実施し、IMD 株

の血清学的及分子疫学的解析を実施した。

B. 研究方法

1） 菌株の収集

各 10 道県のみならず全国の同県衛生研

究所、保健所の協力を得て菌株を血液寒天

培地・常温で国立感染症研究所の方へ輸送

する手配を行なった。

2) 菌の生育方法

輸送された髄膜炎菌は直ちにGC寒天培地

に塗布後、37℃、5% CO2 条件下で一晩培養
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した。蘇生培養された菌は凍結保存し、一部

を解析に用いた。

3) 菌体の処理(DNA サンプルの調製)

プレート上の菌体 1l loop 分を 100 l の

TE に懸濁した。そこから DNA の抽出は

DNeasy Blood & Tissue Kit (QIAGEN)を用い

て添付プロトコール通り行い、200 l の AE

で溶出後、精製後 A260 にて濃度測定を行な

い、実験に供した。

4）血清群型別

a）ＰＣＲ反応液の調製

以下の表に従って 6 本の PCR 反応液を調製

する。

鋳型 DNA       0.25l

10 x ExTaq buffer 2.5 l

2.5mM dNTPs     2 l

primers-1 (100M) 0.25 l 表 1

      primers-2 (100M) 0.25 l 参照

ExTaq polymerase 0.25 l

H2O             19.5 l

b) PCR 反応

PCR Thermal Cycler Veriti (Applied Biosystems) 

を用いて以下のプロトコールに従って PCR

反応を行なった。

94℃×3min.

55℃×30sec.     2 cycles

72℃×20sec.

↓

94℃×40sec.

55℃×30sec.35 cycles

72℃×20sec.

↓

72℃×10min.

c) 結果の確認

10 l の 40% glycerol-dye を加えた後、そ

の反応液 5 l を 2 % アガロースゲル

(~0.001％ RedSafe を含む)で 130 V で 20 

分電気泳動し、短波長 LED 照射条件下で

結果を確認した。

5) 髄膜炎菌の遺伝子型同定

検査方法

a）sequence 鋳型 DNA の調製

1. 前項「髄膜炎菌の血清型同定- PCR 法-鋳

型 DNA の調製」で調製した染色体 DNA を

鋳型 DNA として用いて以下の表に従って

7 本の PCR 反応液を調製した。

鋳型 DNA       0.25l

10 X ExTaq buffer 2.5 l

2.5mM dNTPs     2 l

primers-1 (100 M) 0.25l 表 2

      primers-2 (100 M) 0.25 l 参照

ExTaq polymerase 0.25 l

H2O             19.5 l

b) PCR 反応

PCR Thermal Cycler Veriti (Applied Biosystems)

を用いて以下のプロトコールに従って PCR

反応を行なった。

ア）abcZ, adk, fumC, gdh

94℃×4 分
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94℃×30 秒

60℃×1 分 5 サイクル

72℃×1 分

94℃×30 秒

58℃×1 分 5 サイクル

72℃×1 分

94℃×30 秒

56℃×1 分 20 サイクル

72℃×1 分

4℃

イ）aroE, pdhE, pgm

94℃×4 分

94℃×30 秒

70℃×1 分 5 サイクル

72℃×1 分

94℃×30 秒

68℃×1 分 5 サイクル

72℃×1 分

94℃×30 秒

66℃×1 分 20 サイクル

72℃×1 分

4℃

c) PCR 産物の精製

Fast Gene Gel / PCR Extraction Kit （日本ジ

ェネテックス）を用いて精製し、シークエ

ンス用の鋳型 DNA 25 l を調製した。

d) Sequence reaction

以下の表に従って 14 本の PCR 反応液を調製

した。

鋳型 DNA       2 l

primer (4M)    1 l     

(表 3 に示すプライマーに対応)

BigDye v3.1 4 l

H20 4 l

94℃×4 分

94℃×20 秒

50℃×30 秒 30 サイクル

60℃×4 分

反応物 (〜10 l) は Sephadex G50 によって

精製し、10 l の Formaldehyde をと混和し、

100 ℃で 2 分インキュベーション後、すぐに

氷冷した。Applied Biosystem 3500 Genetic 

Analyzer に供して塩基配列を解読した。

e) Sequence の解析

得られた DNA の塩基配列を DNA 塩基配列ソ

フト、GENETYX-MAC (Genetyx)によって塩基

配列を解析し、以下の入力配列領域を用いて

最終確認した。

abcZ 433 bp

adk 465 bp

aroE 490 bp

fumC 465 bp

gdh 501 bp

pdhC 480 bp

pgm 450 bp

さらには、Multi locus sequence typing (MLST)

を行なうために英国オックスフォード大学の

ホームページに設置されるサイト、

http://mlst.zoo.ox.ac.uk./ にアクセスし、7 つの

遺伝子座についてそれぞれの allele ナンバーを

同定後、別ページに再度アクセスし、それら

のナンバーを入力して遺伝子型 (Sequence 

Type : ST) を同定した。
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C. 研究結果

2020年からCOVID-19の影響により激減して

いた国内の IMD 症例も 2023 年度は増加傾向に

あり、その起炎菌株の回収数も大幅に増加し、

本年度は昨年度とほぼ同数の 64 症例の IMD 株

を回収し、解析した（図 1）。分離株の自治体

別回収数は大阪府が最も多く、次いで埼玉、東

京であった（図 2）。

それらの IMD 株の血清学的及び分子疫学的

解析を実施した。血清学的解析の結果は Y ；

47 株（73%）、B ；13 株（21％）、W ；3 株

（5％）、NG (Non-groupable [莢膜多糖体非産生

株]；1 株（1％）であった（図 3）。分子疫学的

解析の結果、血清群 B は ST-2057 (ST-2057 

complex) が 7 株、ST-9293, ST-19066、ST-19067、

ST-19078 が一株ずつであった（図 4、表 4）。

一方、血清群 Y は ST-1655 (ST-23 complex) が

29 株、ST-1466 が 9 株、ST-23 及び ST-3857 株

が 2 株、ST-19068、S T-19229、ST19274 が 1 株

であった (図 4、表 4）。また、血清群 W が ST-

11 の 3 株、NG の 1 株は日本固有株である ST-

11026 であった (図 4、表 4)。本年度の IMD 症

例の起炎菌株の解析数は 64 株となった (図 3、

表 4)。

D. 考察

本年度も IMD 株の収集を積極的に遂行し、そ

れらの血清学的及び分子疫学的解析を実施し

た。

COVID-19パンデミックの 2020〜2021年度は

IMD 株の解析数はわずか 5 株のみであったが、

2022 年度は 8 株、2023 年度は 18 株、そして昨

年度は 61 株と大幅に増加し、本年度も昨年度

とほぼ同数の 64 株を回収できた（図 1）。一方

で、2025 年は大阪・関西万博が開催され、海外

からの人口流入数は 2024 年度より増加してい

るにも関わらず、IMD 症例の大きな増加は認め

られなかった（IMD 株数は IMD 症例に正比例

するが、詳細は共同研究者の福住宗久博士の報

告書を参照）。COVID-19パンデミック収束後、

IMD 症例が再び増加に転じるまでに 1 年程の

ラグが発生した事実を考慮すると、2026 年度

以降に大阪・関西万博開催の影響が日本国内で

認められる可能性もあるため、来年度以降も注

視していく必要があると考えられた。

日本国内の IMD の起炎菌の内訳は、IMD 報

告数の激増にも関わらず、昨年度同様に ST-

2057 及び ST-1655 という、日本での主要な B

群及び Y 群の髄膜炎菌株が多くを占めること

が明らかとなった。この結果は大阪・関西万博

によるインバンド増加が日本国内の IMD 報告

数の増加に繋がらなかったことと合致すると

考えられた。一方で、COVID-19 収束後に国内

で増加傾向にある ST-1466 株は昨年度同様、本

年度も ST-1655 株に次いで日本で多く検出さ

れた血清群 Y の髄膜炎菌株となった。また、

ST-1466株は尿道炎起炎菌株としても日本で最

も分離される株となってきている（結果未掲載

データ）。アメリカやオーストラリアでは IMD

起炎菌株及び性感染症起炎菌株として分離数

が増加していることが報告されており、世界的

な傾向が日本国内でも反映されている可能性

が考えられた。

新規遺伝子型としては以下の株が国内で検出

された。B 群 ST-19066 株及び ST-19078 株は

ST-2057 株の一塩基多型、そして Y 群 ST-19027

は S T-1655 の一塩基多型、ST-19068 は ST-4821

株の一塩基多型、そして ST-19229 及び S T-

19274 は ST-1466 の一塩基多型であった。ST-

4821 はこれまで国内の IMD 症例の起炎菌とし
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ては極めて少なかったが、中国では主要な IMD

起炎菌として分離されており、パンデミック後

の中国からのインバウンド増加に伴い、ST-

4821 株及びその類縁株の増加の可能性も考え

られる。また、ST-1466 株の一塩基多型が国内

で分離されてきている事実は ST-1466 株が本

研究により把握できている以上に日本国内に

定着・潜在し、拡がっている可能性が考えられ

た。殊に尿道性髄膜炎菌株としても最も分離さ

れるようになってきた事実は日本人の保菌状

況が COVID-19 パンデミック前後で大きく変

化している可能性を強く示唆していると考え

られる。今後も国内の ST-1466 株及びその類縁

株の伝播状況も注視する必要があると考えら

れた。

E. 結論

2025 年度の国内分離 IMD 株は 2024 年度と

ほぼ同じ内訳で、2025 年度も国内由来株によ

る症例に起因す推測された。一方で、大阪関西

万博開始による外国人の流入に伴う海外から

の髄膜炎菌株の流入の影響はほとんどなかっ

たと考えられた。
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表1 血清群型別用PCRプライマー

表2 遺伝子型別用の鋳型調製PCRプライマー

同定因子
プライマー

名
塩基配列 長さ

crgA（陽性

コントロー

ル）

crgA-1 
crgA-2 

5'-GCTGGCGCCGCTGGCAACAAAATTC-3' 
5'-CTTCTGCAGATTGCGGCGTGCCGT-3' 

25mer
24mer

血清群A
orf2(A)-1 
orf2(A)-2 

5'-CGCAATAGGTGTATATATTCTTCC-3' 
5'-CGTAATAGTTTCGTATGCCTTCTT-3' 

24mer
24mer

血清群B
siaD(B)-1 
siaD(B)-2 

5'-GGATCATTTCAGTGTTTTCCACCA-3' 
5'-GCATGCTGGAGGAATAAGCATTAA-3' 

24mer
24mer

血清群C
siaD(C)-1 
siaD(C)-2 

5'-TCAAATGAGTTTGCGAATAGAAGGT-3' 
5'-CAATCACGATTTGCCCAATTGAC-3' 

25mer
23mer

血清群Y
siaD(Y)-1 
siaD(Y)-2 

5'-CTCAAAGCGAAGGCTTTGGTTA -3' 
5'-CTGAAGCGTTTTCATTATAATTGCTAA -3' 

22mer
27mer

血清群W
siaD(W)-1 
siaD(W)-2 

5'-CAGAAAGTGAGGGATTTCCATA-3' 
5'-CACAACCATTTTCATTATAGTTACTGT-3' 

22mer
27mer

abcZ
P1 - ATTCGTTTATGTACCGCAGG

P2 - GTTGATTTCTGCCTGTTCGG

adk
P1 - ATGGCAGTTTTGTGCAGTTGG

P2 - GATTTAAACAGCGATTGC

aroE
P1 - ACGCATTTGCGCCGACATC

P2 - ATCAGGGCTTTTTTCAGGTT

fumC
P1 - CACCGAACACGACACGATCG

P2 - ACGACCAGTTCGTCAAACTC

gdh
P1 - ATCAATACCGATGTGGCGCGT

P2 -GGTTTTCATCTGCGTATAGA

pdhC
P1 - GGTTTCCAACGTATCGGCGAC

P2 - ATCGGCTTTGATGCCGTATTT

pgm
P1 - CTTCAAAGCCTACGACATCCG

P2- CGGATTGCTTTCGATGACGGC
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表3 遺伝子型別用のシークエンスPCRプライマー
                                                                                          

abcZ
P1-ATTCGTTTATGTACCGCAGG

S2-GAGAACGAGCCGGGATAGGA

adk
S1-AGGCTGGCACGCCCTTGG

S2;CAATACTTCGGCTTTCACGG

aroE
S1-GCGGTCAACTACGCTGATT

S2-ATGATGTTGCCGTACACATA

fumC
S1-TCCGGCTTGCCGTTTGTCAG

S2-TTGTAGGCGGTTTTGGCGAC

gdh
S1-GTGGCGCGTTATTTCAAAGA

S2-CTGCCTTCAAAAATATGGCT

pdhC
S1-TCTACTACATCACCCTGATG

P2-ATCGGCTTTGATGCCGTATTT

pgm
S1-CGGCGATGCCGACCGCTTGG

S2-GGTGATGATTTCGGTTGCGCC
                                                                                          

図1 2016〜2025年度の I M D の回収（解析）数

赤が IMD 株の数を示す。青は IMD 症例の患者以外（尿道炎、保菌者等：本報告書内での解析結果は

省略）由来株の数を示す。
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図2 2025年度国内分離 IMD 株の地方自治体別の内訳

数字はその株数を示す。

図3 2025年度国内分離 IMD 株の血清群

カッコ内の数字はその株数を示す。
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図4 2025年度国内分離 IMD 株の遺伝子型の内訳

数字は遺伝子型、カッコ内の数字はその株数を示す。
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表4 2025年度国内分離 IMD 株の遺伝子型の内訳とその血清群

遺伝子型 株数 血清群

2057 7

B

9293 1
13675 1

19066 1

19067 1

19078 1

1655 29

Y

1466 9
23 2
1389 1
3587 2
19027 2
19068 1
19229 1
19274 1
11 3 W

11026 1 NG
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分担研究報告書

2025年の10道県における劇症型溶血性レンサ球菌感染症患者分離株の遺伝子型の分布

研究分担者 池辺 忠義 国立感染症研究所 細菌第一部

研究要旨
劇症型溶血性レンサ球菌感染症は、急激に進行する致死性の高い感染症である。その

主な原因菌は、β溶血性レンサ球菌である。本研究では、１０道県における劇症型溶血性レン
サ球菌感染症由来株のemm型を行った。１０道県で１９８症例の劇症型溶血性レンサ球菌感染
症を引き起こした溶血性レンサ球菌が収集された。内訳は、Ａ群７７株、Ｂ群２７株、Ｇ群９
４株であり、G群が最も多かった。A群はemm1型、G群はstG485型が最も多かった。B群は、血清
型Ib型が最も多かった。

Ａ．研究目的
       劇症型溶血性レンサ球菌感染症は、発病からの病状の進行が急激かつ劇的で、死に
至る可能性の高いことが知られている｡その主な原因菌は、β溶血性レンサ球菌であり、小児
に咽頭炎などを引き起こすありふれた病原体である。近年、劇症型溶血性レンサ球菌感染症の
報告数が増加している。しかしながら、どのような菌種でどのような型が流行しているか明ら
かでない。そこで、本研究では、１０道県における劇症型溶血性レンサ球菌感染症に注目し、
劇症型溶血性レンサ球菌感染症由来株の型別を行うことを目的とした。

Ｂ．研究方法
  １．生物材料と培養方法
劇症型溶血性レンサ球菌感染症患者分離株が、１０道県より集められた。劇症型溶血性レンサ
球菌感染症の診断基準は、Working Group on Severe Streptococcal Infections (1993) Def
ining the group A streptococcal toxic shock syndrome. JAMA 269:390–391.に基づいて定
められた感染症法の診断基準に従った。溶血性レンサ球菌の生育には、固形培地としてコロン
ビア５％羊血液寒天培地（Becton Dickinson）を使用した。
２．ゲノムＤＮＡの調製
血液寒天培地に塗末した菌を90µLのＴＥ(pH8.0)に懸だく後、mutanolysin (Sigma)を添加し、
３７℃で１時間処理した後、ＤＮＡ精製キットを用いて精製した。
３．塩基配列の決定
Applied Biosystems 3130xl Genetic Analyzer、あるいは、ABI 3500 Genetic Analyzerを用
いて、塩基配列を決定した。
４．emm遺伝子型別
アメリカCDCのホームページの方法に従い、primer 1（TATT（C/G）GCTTAGAAAATTAA）、prime
r 2（GCAAGTTCTTCAGCTTGTTT）を用いて、PCRによりemm遺伝子を増幅する。得られたPCR産物を
High Pure PCR Product purification kit (Roche)を用いて精製し、emm seq2 (TATTCGCTTAG
AAAATTAAAAACAGG)プライマーを用いてシーケンス反応を行い、sephadex G-50を用いて精製後、
塩基配列を決定した。決定した塩基配列をBlast-emm検索サイト（http://www.cdc.gov/ncido
d/biotech/strep/strepblast.htm）に必要事項を入力ご送信し、emm遺伝子型を決定した。
（倫理面への配慮）
Helsinki宣言に法り、患者の尊厳を守り、症例記録票では患者氏名は連結可能匿名化するため、
プライバシーは保護される。患者情報については診療録から匿名化して情報を抽出し、解析お
よび発表において個々の患者が同定されることはないため、患者に対する不利益は無い。また、
インフォームドコンセントの必要性は該当しない。

Ｃ．研究結果
１．１０道県から分離された劇症型溶血性レンサ球菌感染症患者分離株の群別

２０２５年に１０道県から劇症型溶血性レンサ球菌感染症の患者由来株１９８株を収集した。
道県別では、北海道４１株、山形県８株、宮城県８株、新潟県２１株、三重県２３株、奈良県
８株、高知県２株、福岡県６４株、鹿児島県９株、沖縄県１４株であった。そのうちＡ群レン
サ球菌によるものが７７株、Ｇ群レンサ球菌によるものが９４株、Ｂ群レンサ球菌によるもの
が２７株であった（表１）。

２．Ａ群レンサ球菌のemm遺伝子型



Ａ群レンサ球菌のemm遺伝子型を決定した。その結果、最も多い型はemm1型で２７株, 次いで
emm89型が１０株、emm49型が８株であった。
３．Ｇ群レンサ球菌のemm遺伝子型
Ｇ群レンサ球菌のemm遺伝子型を決定した。その結果、最も多い型はstG485で２６株, 次いで
stG6792が２１株、stG840型が１８株であった。
４．Ｂ群レンサ球菌の血清型
Ｂ群レンサ球菌の血清型を決定した。その結果、最も多い型はIb型で９株、次いでIa型が７株
であった。

Ｄ．考察
劇症型溶血性レンサ球菌感染症由来のＡ群レンサ球菌はemm1型が、Ｇ群レンサ球菌はstG48

5型が最も多かった。それぞれのemm型について道県別にみると、特定の道県で分離されておら
ず、特定の遺伝子型が特定の県で増えていなかった。

Ｅ．結論
・１０道県で１９８症例の劇症型溶血性レンサ球菌感染症由来株を収集した。
・特定の遺伝子型が特定の県で増えている傾向は見られなかった。
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表１．2025年に10道県で分離された劇症型レンサ球菌感染症患者分離株

A群 B群 C群 G群 計

北海道 22 4 0 15 41

山形県 1 0 0 7 8

宮城県 2 2 0 4 8

新潟県 6 4 0 11 21

三重県 9 5 0 9 23

奈良県 4 1 0 3 8

高知県 0 0 0 2 2

福岡県 24 8 0 32 64

鹿児島県 3 2 0 4 9

沖縄県 6 1 0 7 14

計 77 27 0 94 198
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研究要旨
本研究では、成人における血清型 3 肺炎球菌による侵襲性肺炎球菌感染症（invasive 

pneumococcal disease: IPD）の患者特徴と関連因子を明らかにすることを目的とした。2013
～2024 年の登録症例を用いて血清型 3 IPD と非血清型 3 IPD を比較した結果、血清型 3 IPD
は高齢者に多く、肺炎病型および死亡転帰の割合が高かった。また、年齢および喫煙歴が主
要な関連因子であった。

A. 研究目的
血清型３肺炎球菌は、成人における侵襲性肺炎球菌感染症（IPD）の主要な原因血清型

の一つである。小児への沈降 13 価肺炎球菌結合型ワクチン（PCV13）導入後、ワクチンの
間接効果により成人における血清型 3 肺炎球菌による IPD （血清型 3 IPD）は一時的に減少
した。しかし、近年は再び増加傾向がみられている。血清型 3 IPD の継続的な発生は公衆衛
生上の重要な課題であり、その流行動態や関連因子の把握が求められている。

本研究では、血清型 3 IPD の患者特徴および関連因子を、血清型 3 以外の肺炎球菌による
IPD（非血清型 3 IPD）と比較することで、血清型 3 IPD 発生に影響する患者背景を明らか
にすることを目的とした。

B. 研究方法
2013 年 4 月から 2024 年 12 月までに研究班に登録された症例を対象とし、血清型 3 IPD

と非血清型 3 IPD の患者特徴を比較した（χ²検定または Fisher の正確確率検定）。血清型
3IPD と関連するリスク因子を検討するため、多重ロジスティック回帰分析を行った。調整
因子は性別、年齢、地域、基礎疾患、喫煙歴、年とした。

C. 研究結果
対象期間に研究班に登録された IPD 症例は 3,015 例であり、このうち血清型 3 IPD は 374

例（12.4%）であった。血清型 3 IPD 割合は、2013～15 年は約 15～18%であり、2016～20
年は約 9～12%と減少したが 2021 年以降に増加し、2023 年は 28 例（12.8%）、2024 年は 45
例（15.1%）であった（図 1）。

血清型 3IPD は非血清型 3 IPD と比較し、15～64 歳の割合が低く、65～79 歳および 80 歳



以上の割合が高かった（表 1）。男性は女性よりやや多く、この分布は血清型 3IPD と非血清
型 3IPD で同様であった。地域別では、血清型 3 IPD 割合は宮城県、山形県、新潟県、三重
県で高く、高知県、福岡県、鹿児島県、沖縄県では非血清型 3 IPD 割合が高かった。免疫不
全を伴う基礎疾患を有する者の割合は、非血清型 3 IPD で高かった。血清型 3IPD は肺炎病
型および死亡転帰をとる者の割合が高かった。飲酒歴、5 年以内の PPSV23 接種歴は血清型
3IPD と非血清型 3IPD で同様であった。

血清型 3IPD は年齢、喫煙歴と関連があり、リスクは 15～64 歳と比較し 65～79 歳では
1.81 倍 （95%信頼区間 1.34–2.45）、80 歳以上では 2.15 倍 （1.57–2.96）高く、喫煙歴がある
人はない人と比べて 1.38 倍 （1.04–1.82）高かった（図 2）。免疫不全を伴う基礎疾患は非血
清型 3IPD と関連する項目であった。性別との関連はみられなかった。

図１．IPD 登録数と血清型 3 による IPD 症例の割合、2013 年 4 月～2024 年 12 月



表 1．血清型 3 IPD と非血清型 3 IPD の患者特徴の比較

血清型3 IPD
n (%)

非血清型3 IPD
n (%)

p値

年齢群（歳）
　15～64
　65～79
　80～

74 (20)
161 (43)
139 (37)

800 (30)
1049 (40)
792 (30)

<0.001

性別
　女性
　男性

133 (36)
241 (64)

1076 (41)
1563 (59)

0.136

地域
　北海道
　宮城県
　山形県
　新潟県
　三重県
　奈良県
　高知県
　福岡県
　鹿児島県
　沖縄県

51 (14)
46 (12)
33 (9)

67 (18)
47 (13)
21 (6)
7 (2)

76 (20)
14 (4)
12 (3)

358 (14)
220 (8)
169 (6)
381 (14)
228 (9)
157 (6)
110 (4)
623 (24)
128 (5)
266 (10)

<0.001

基礎疾患
　免疫不全を伴う基礎疾患あり
　免疫不全を伴わない基礎疾患あり
　基礎疾患なし
　不明

74 (20)
194 (52)
80 (21)
26 (7)

750 (28)
1290 (49)
468 (18)
133 (5)

0.003

喫煙歴
　あり
　なし
　不明

104 (28)
199 (53)
71 (19)

591 (22)
1536 (58)
514 (19)

0.06

飲酒歴
　あり
　なし
　不明

54 (14)
229 (61)
91 (24)

466 (18)
1606 (61)
569 (22)

0.21

5年以内のPPSV23接種歴
　あり
　なし
　不明

38 (10)
204 (55)
132 (35)

245 (9)
1427 (54)
969 (37)

0.793

病型
　肺炎
　髄膜炎
　潜在性菌血症
　その他

289 (77)
32 (9)

36 (10)
17 (5)

1498 (57)
372 (14)
516 (20)
255 (10)

<0.001

死亡転帰
　あり
　なし

79 (21)
295 (79)

391 (15)
2250 (85)

0.002



表 2．血清型 3IPD に関連する因子

D. 考察
本研究では、血清型 3 IPD は非血清型 3 IPD と比較して高齢者に多く、肺炎病型の割合が

高く、死亡転帰が多いことが示された。これらの特徴は血清型 3 肺炎球菌の莢膜構造に起因
する病原性の強さや、宿主側の加齢に伴う免疫機能低下が影響している可能性が考えられた。

血清型 3 IPD は年齢および喫煙歴と関連しており、年齢が上昇するほどリスクが高く、喫
煙歴がある者でリスクが高かった。喫煙は気道防御能の低下や肺の局所免疫の障害を引き起
こすことが知られており、これらの機序が血清型 3 肺炎球菌による感染症の発症に寄与して
いる可能性がある。禁煙対策は、血清型 3 IPD の予防において一定の役割を果たし得ると考
えられた。

一方、免疫不全を伴う基礎疾患を有する者の割合は血清型 3 IPD で有意に低く、非血清型
3 IPD と関連していた。このことは、血清型 3 が免疫不全を伴う基礎疾患を有する群に偏ら
ず、より広い高齢者集団にリスクが及ぶ血清型であることを示唆している。

2026 年度より、高齢者の定期接種ワクチンが 23 価肺炎球菌莢膜ポリサッカライドワクチ
ン（PPSV23）から沈降 20 価肺炎球菌結合型ワクチン（PCV20）に変更された。PCV20 は
血清型 3 を含有し高い免疫原性が示されていることから、高齢者の血清型 3 IPD に対する直
接的な予防効果が期待される。今後も血清型別 IPD の動向を継続的に監視し、ワクチン導入
による効果を評価することが重要である。

E. 結論



血清型 3 IPD は非血清型 3 IPD と比較して肺炎病型および死亡転帰の割合が高く、年
齢と喫煙歴が関連因子であった。高齢者と喫煙歴を有する者でリスクが高いことから、これ
らの集団に対する予防対策の重要性が示唆された。
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方、ならびに保健所、地方感染症情報センター、衛生研究所、医療機関等、感染症サーベイ
ランス関係者の皆様に深謝いたします。
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研究要旨

2 01 3～2 0 25年に1 0道県から報告された侵襲性インフルエンザ菌感染症（ I H D）5 9 5例を

解析した。男性が3 2 7例（5 5 %）、年齢中央値が7 7歳（四分位範囲：64～8 6歳）で、4 6
0例（8 0 %）に基礎疾患あり、3 0日死亡は7 6例（1 3 %）であった。病型は菌血症が最多

で、血清型は50 2例（9 5 %）が無莢膜型であった。C OV I D-1 9流行中の2 0 2 0～20 2 2年は

報告数が減少したが、2 02 3年以降再増加し、2 02 5年は流行前と同水準となった。15～4
9歳の女性は60例報告され、妊娠関連が1 3例（22 %）、流産・死産も認められ、注意が

必要と考えられた。今後はリスク因子の解明と対策が重要である。

A．研究目的

本研究では、侵襲性インフルエンザ菌感

染症（ I H D）の疫学情報の記述と解析を目

的としている。

イ ン フ ル エ ン ザ 菌 （ H a e m o p h i l u s  

i n f l u e n z a e ） は 非 侵 襲 性 の 呼 吸 器 感 染

症の他、菌血症や細菌性髄膜炎等の I H D
を 引 き 起 こ す 。 そ の 病 原 性 は 莢 膜 の 有 無

によって大きくかわる。特に血清型 b 型

（ H i b ） 感 染 症 は ワ ク チ ン で 予 防 可 能 で

あ り 、 2 0 1 3 年 に 定 期 接 種 化 （ 生 後 ２ ～

７カ月未満で開始、初回免疫 3 回、１年

後 に 追 加 免 疫 ） さ れ た 後 、 そ の 発 生 数 は

特に小児で減少し、現在は 6 5 歳以上の成

人 に か か る 疾 病 負 荷 が 大 き い 。 従 っ て 、

成人 I H D の疫学的特徴を把握することは

重要である。本研究では I H D 症例の基本

属 性 の 特 徴 、 血 清 型 、 薬 剤 感 受 性 を 把

握、解析を進めている。

B．研究方法

さらに、2 0 1 3 年から 2 02 4 年の期間中、

研究班対象の 1 0 道県から報告された I H D
症例の情報を収集し、記述した。具体的な

情報としては、性別、年齢、病型、血清型

の有無を集計し、記述した。

C．研究結果

2 0 1 3年から 2 0 2 5年までの期間中、 5 9 5例
が報告された。男性が3 2 7例（5 5 %）、女性

が 2 6 8例（ 4 5 %）であった。年齢中央値は 7
7 歳（四分位範囲： 6 4 ～ 8 6 歳）であった。

基礎疾患があったのは4 6 0例（8 0 %）であり

、うち免疫不全例は1 8 2例であった。入院後

3 0日以内の死亡は 7 6例（ 1 3 %）であった。

病型は菌血症が 5 0 2例（ 8 7 %）、肺炎が 3 5 2
例（ 6 1 %）、髄膜炎が 1 4例（2 %）、副鼻腔

炎が 1 1例（ 2 %）であった。血清型は無莢膜

型が 5 6 3例（ 9 5 %）、莢膜型が 3 2例（ 5 %）

であった。莢膜型のうち、 f型が 1 0例、 e型
が7例、b型が4例であった。

1 5～ 4 9歳の女性例に着目して解析したと

ころ、期間中 6 0例報告されていた。うち、

妊娠に関連していた例が 1 3例（ 2 2 %）、流

産または死産となった例は 4例（ 7 %）であ

り、骨盤内感染が1 4例（2 3 %）、羊膜炎が6
例（ 1 0 %）であった（重複あり）。血清型

は、無莢膜型が 5 7例（ 9 5 %）、莢膜型のう

ち e型が 2例、 f型が 1例であった。病型は菌

血症が4 9例（8 2 %）、肺炎が6例（1 0 %）、

髄膜炎が 1例（ 2 %）であり、 3 0日以内死亡

した例は1例であった。

D．考察
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I H Dの報告数は 2 0 2 0年から 2 0 2 2年までは

減少したが、 2 0 2 3年以降、再増加した。 2 0
2 5年は 8 1例報告され、 2 0 2 4年の 7 4例、 2 0 2
3年の 7 5例と同水準であった。また、C O V I
D - 1 9流行前の2 0 1 9年の9 2例と比べても同水

準であった。

報告数は少ないものの、1 5 - 4 9歳では妊娠

に関連した症例が報告されており、流産ま

たは死産となった症例も報告されていた。 2
0 0 8年から 2 0 1 9年にかけて米国では、無莢

膜型 I H Dを発症した妊娠出産年齢（1 5 - 4 4歳
）の女性 4 0 0人中 1 0 5人（ 2 7 . 0 %）が妊娠ま

たは産後１か月以内に診断され、死亡例は

いなかったものの、うち 5 2人（ 5 4 . 7 %）が

流産または死産となったと報告されており (
S a r a  S E ,  e t  a l .  C l i n  I n f e c t  D i s .  2 0 2 3 ;  7 6 :  
1 8 8 9 )、日本においても同様に注意すべき集

団であると考えられた。

E．結論

2 0 2 5 年の報告数は C O V I D - 1 9 流行前と同

水準まで回復した。症例の特徴に変化はな

かった。妊娠出産年齢女性の感染が一定程

度みられ、リスク因子の探索と対策の構築

が重要である。引き続き、研究班で収集さ

れた情報や菌株の解析をすることで、今後

の I H D の発生動向を把握する必要があると

考えられた。
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Ａ．研究目的 
侵襲性髄膜炎菌感染症（IMD）は重症度が

高く、患者発生時には感染拡大防止のため迅
速に積極的疫学調査を実施する必要がある
ことから、2015年5月より患者を診断した医
師は患者の氏名・住所等の個人情報を含め、
ただちに保健所に報告しなければならない
と感染症法上の取り扱いが変更された。また、
2016年11月にはIMDの届出基準が変更され, 
血液と髄液のみならず, その他の無菌部位
についても検査材料として含まれることと
なり、より一層IMDの正確な患者数を把握す
る体制が整った。 
サーベイランス開始以降2022年までの感

染症発生動向調査への年間報告率は10万あ
たり0.001-0.039（1,2）と諸外国と比較しか
なり低い。しかし、高校の寮で発生した髄膜
炎菌によるIMDアウトブレイク事例（病原微
生物検出情報.IASR 32: 298-299, 2011）や、
国内で開催された国際イベントが原因で複
数のIMD患者が発生する事例（IASR Vol.36 
p.178-179: 2015年9月号)、また最近では侵
襲性髄膜炎菌感染症の症例定義には合致し
ないものの、高齢者施設における髄膜炎菌性
肺炎の集積事例（IASR Vol. 47 p39-40: 202
6年2月号）等が報告されており、決して髄膜

炎菌感染症は軽んじられる疾病ではない。 
本研究の目的は、感染症発生動向調査で報

告された症例について自治体の積極的疫学
調査で収集した情報を追加収集し、正確なI
MDの疫学、分離株の血清群の分布を明らかに
し、ワクチンの効果判定のために有用なエビ
デンスを構築することにある。さらに、わが
国のIMDのハイリスク群、リスク因子等を特
定し、髄膜炎菌ワクチン接種の対象を決める
ための知見を提供することにある。 

 
Ｂ．研究方法 
全国から感染症発生動向調査に報告され

た侵襲性髄膜炎菌感染症について、以下のス
キームで患者の情報収集、並びに検体の確保
を行う（図1）。 
図１．本研究の全体像 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

研究要旨：感染症発生動向調査において五類疾患である侵襲性髄膜炎菌感染症（IMD）は重

症度が高く、患者発生時には感染拡大防止のため迅速に積極的疫学調査が実施される。その

際には、届出時に求められる項目以上に患者情報などが収集される必要があり、国内の侵襲

性髄膜炎菌感染症対策の構築にも有益な情報が含まれていると考えられる。2015 年 5 月よ

りわが国でも 4価の髄膜炎菌ワクチンが接種可能となり、国内における正確な疾病負荷や血

清群の割合、ハイリスク群の特定は、ワクチンを有効に活用し、重症患者を未然に防ぐ公衆

衛生対応においても貴重な情報となる。また、IMD はマスギャザリングそのものがハイリ

スクとなることから、国際的なイベントにおける国内の IMD 対策にも本研究結果は貢献で

きる。本研究は国内の IMD 患者の情報収集、検体確保の両面で強化し、国内の IMD のハイ

リスク因子を明確化することを目的としている。 



 
感染症発生動向調査への患者報告がトリガ
ーとなり、報告のあった自治体へ感染症法第
15条に基づく積極的疫学調査の一環として
のさらなる情報収集や病原菌の分析を実施
するのかを確認する。本疾患の重症度及び公
衆衛生上の重要性から多くの自治体が追加
調査を予定すると考えられることから、自治
体からの本調査に関する合意が得られた場
合、検体確保ならびに患者への積極的疫学調
査により収集した情報のうち、感染症発生動
向調査に報告した項目以外の情報を、質問票
（添付）にて収集する。質問票の項目は以下
の通りである。なお、収集したデータはエク
セルで作成するデータベースに登録する。ま
た、確保した菌株は国立健康危機管理研究機
構 国立感染症研究所細菌第一部に郵送して
いただき血清群、遺伝子解析等を実施、結果
を疫学データベースに追記する。 
 
a.臨床所見： 
• 髄膜炎例：頭痛、発熱、髄膜刺激症状の他、
痙攣、意識障害 
• 敗血症例：発熱、悪寒、虚脱 
• 重症化例：紫斑の出現、ショック並びにD

IC（Waterhouse-Friedrichsen症候群） 
• その他、点状出血を眼球結膜や口腔粘膜、
皮膚に認める、出血斑を体幹や下肢に認め
る、関節炎、肺炎 

b.検査： 
• 分離・同定による病原体の検出  
• ＰＣＲ法による病原体の遺伝子の検出 
• 検体は血液、髄液、並びに通常無菌の部位
（関節液など）から採取されたものとする 
 
疫学情報、並びに検体の確保が不明な場合、
自治体の了承のもと、患者を診断、加療を行
った医療機関の担当医へコンタクトを行う
（自治体と話し合いにより自治体の方にま
ずコンタクトを取っていただくこともあり
うる）。担当医の了承が得られれば、質問票
について該当患者の情報収集、並びに検体の
提供を依頼する。得られた情報、菌株情報は
データベースに登録する。症例数が少ないた
め、調査対象は全国、全年齢とした。 
 
（倫理面への配慮） 
感染症発生動向調査で報告を求められて

いない情報も収集することから国立健康危
機管理研究機構 国立感染症研究所倫理委員
会に本研究に関して倫理申請を行い承認さ
れた（国立感染症研究所倫理審査第1934号） 
 
Ｃ．研究結果 
 国内の侵襲性髄膜炎菌感染症（Invasive 
Meningococcal Disease: IMD）の報告数（図

１）は、報告の対象となった 2013 年から

2019 年までは年間 20～40 例程度であった

が、2020 年の新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）流行開始後に激減した。しか

し、COVID-19 流行後は増加傾向となり、

2023 年の報告数は 21 例と COVID-19流行
開始前の水準に戻り、2025 年の報告数は過

去最多の 86 例となった。 

 
2022 年 1 月～2025 年 12 月の 4 年間に感染

症発生動向調査への届出があった IMD は

181 例で、これらすべての症例が調査対象で

あり調査票を管轄自治体に送った。そのうち

有効な回答が得られた症例は 127 例（回収

率 70%）であった。 
回答のあった症例のうち、男性：74例 5

8％＞女性：53例 42％、年齢の中央値は55
歳（範囲：0-91歳）、年齢分布は成人（特に
40歳以上）に多く小児や10代の割合は少な
かった。発症30日以内の死亡例は8例であっ
た。菌株の血清群について情報を得られた株
数は111例であり、Y群が最も多く69例（6
2%）次いでB群33例（30％）であった。基
礎疾患をもつ症例は71例（56%）であった。 
表１．調査票が回収できた症例の基本属性 
（2022年1月～2025年12月、2026年4月10日時
点、n=127) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

122例（96％）に入院歴（入院なしの転帰は、
死亡２例、軽快２例、記載なし1例）があり、
45例（35％）がICUに入室した。把握できた3
0日以内の致命率は６％であった。入院期間
の中央値は14日（範囲:0‐90日）で後遺症を
11例（9％）に認めた。最も多い病型は菌血
症で約半数を占め、髄膜炎との併発と併せて
全体の77％であった。髄膜炎のみは20％であ
った。 
寮・社会福祉施設等での共同生活有りは3%
であった。発症前1か月以内のマスギャザリ
ングへの参加歴は13％で認められた。海外渡



航歴の例は少なく（4％）、MSM（Men who h
ave Sex with Men）は男性のうち1%であった。
髄膜炎菌ワクチン接種歴がある者は6％にと
どまった。濃厚接触者に対して予防内服実施
との回答を得られたのは82例（65%）であっ
た。 
 
Ｄ．考察 
IMDの報告数はCOVID-19流行開始後に減少

したが2023年にはCOVID-19 流行開始前の水
準に戻り、その後増加傾向となり2024年、2
025年と以前増加傾向である。 
海外からの報告と比較し、国内のIMDの疫

学は小児や10代の症例割合が低く、一方高齢
者を含む成人の占める割合が高いという特
徴は依然同様であった。一方、血清型につい
てはY群の割合が最も高いが、現在国内で使
用できるワクチンでは予防できないB群が3
割程度で、その割合はこれまでの報告より高
かった（1,2）。日本において４価（A,C,Y,
W）の髄膜炎菌ワクチンは承認されているも
のの、血清群Bをカバーするワクチンは承認
されていない。現状、血清群B群はY群に続い
て2番目に割合が高く、以前よりその割合は
増加している。血清群B群による事例が発生
した際の迅速な公衆衛生対応の一環として
血清群Bを含むワクチンが使用可能となるよ
う国内での承認が待たれる。 
海外に比較して国内の報告率は低く、また、
海外でIMDのリスクとして報告されている学
生寮等での集団生活、無脾症、補体欠損症、
HIV感染症などの基礎疾患を持つ患者や、マ
スギャザリングへの参加、MSMといった因子
を有している患者は少なかった。このことは
サーベイランスバイアスの可能性に加え、日
本と欧米の生活習慣の違い、リスク因子を有
する者の割合、流行株の特性等の要因が影響
している可能性が考慮された。 
 

国内の報告数は最近増加傾向にあるもの、報
告率が海外に比較して依然低い理由を解明
する１つの取り組みとしてIMDサーベイラン
ス（感染症発生動向調査）評価を実施し、結
果について解析を進めている。 
 
引き続きサーベイランスの継続による動向
の注視と日本におけるIMDのリスク因子の明
らかにする必要がある。 
 
なお、本調査の制限としては、感染症発生

動向調査に届け出られたIMD全例に調査票の
依頼を実施しているが、回収率は100%ではな
い、転帰等は最終的に報告いただくよう依頼
しているが、いくつかの症例は届出時点での
情報のみを集計している、予防接種歴やMSM
かどうかなど「不明」の回答があることが挙
げられ、結果の解釈に注意が必要である。 
 
Ｅ．結論 
国内の報告数が最近増加しつつある。発生

時にはガイドライン（３）に基づく迅速な公
衆衛生対応が望まれる。 
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厚生労働科学研究費補助金(新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業)
分担研究報告書

劇症型溶血性レンサ球菌感染症の疫学情報

            研究代表者：明田幸宏(国立感染症研究所細菌第一部)
            研究分担者：土橋酉紀(国立感染症研究所実地疫学研究センター)

   池辺忠義(国立感染症研究所細菌第一部)
            研究協力者：門脇知花(国立感染症研究所実地疫学研究センター)

A. 研究目的
劇 症 型 溶 血 性 レ ン サ 球 菌 感 染 症

(Streptococcal toxic shock syndrome, 
STSS)は、感染症法の5類感染症全数報告対
象疾患である。

2023年末から2024年にかけて、感染症発
生動向調査にて、A群溶血性レンサ球菌
（GAS）によるSTSS症例およびGAS咽頭炎
症例が急増した。また、2023年夏以降に、
2010年代に英国で流行した病原性および伝
播性が高いとされるStreptococcal pyogenes 
M1UK lineage（UK系統株）の集積が、日本
国内でも確認された。これらの疫学的な変化
により、STSSへの注目が高まった。

しかし、現在のところ、STSSの疫学研究
は国内外を含めて少数であり、さらに菌種別
の疫学的特徴について調べられたものは少
ない。

本研究では感染症発生動向調査事業では

収集できないSTSS患者の疫学情報を収集し、

原因菌の侵入門戸及びSTSS発症者の属性、

背景要因、基礎疾患、臨床症状等を菌種(S. 

pyogenes、S. agalactiae、S. dysgalactiae 

subsp. equisimilis (SDSE)) ごとに明らかに

することを目的としている。

B. 研究方法
研究デザインは前向き観察研究である。今

まで侵襲性肺炎球菌感染症及び侵襲性イン
フルエンザ菌感染症の研究で構築したスキ

ームを利用し、国内10道県(北海道、宮城県、
山形県、新潟県、三重県、奈良県、高知県、
福岡県、鹿児島県、沖縄県)を対象とした。

国立感染症研究所倫理審査委員会で承認
を得た2016年9月14日以降に診断された
STSS症例のうち、医療機関の協力が得られ、
研究分担者、自治体及び衛生微生物技術協議
会溶血性レンサ球菌レファレンスセンター
を経由して質問紙票と原因菌株が収集でき
た症例を登録した。

質問紙票を用いて、小児との同居歴、咽頭
炎、水痘、インフルエンザの既往、妊娠・出
産歴、外傷・手術歴、基礎疾患等、過去の文
献等から溶連菌の感染経路やリスク因子と
考えられている項目に関する質問や、臨床像
に関する項目を収集した。

対象は、2016年9月14日以降に診断され、
2026年2月28日までに調査票(第1版、第2版、
第3版)が得られた15歳以上の症例のうち、
NESID届出基準を満たした者とした。また、
転帰に関する検討においては「最終的な転
帰」に、「軽快」もしくは「死亡」と記載が
あった者とした。但し、再発が疑われるもの
については初回のみを解析対象とした。

また、報告数は、発症日（不明な者につい
ては診断日）を用いて集計した。

本年度は、3菌種の症例を対象に解析を行

い、特にS. pyogenes emm1型について記述

疫学的検討を実施した。傾向の評価には

Cochran–Armitage trend testを用いた（p 
for trend）。

研究要旨 劇症型溶血性レンサ球菌感染症(Streptococcal toxic shock syndrome, STSS)につい

て、STSSは感染症法の5類感染症全数報告対象疾患であり、致命率も高く、社会的に注目されてい

る。新型コロナウイルス感染症流行後は、その発生動向が注目されている。また、これまでの疫学

研究では、STSSの疫学、特に菌種別の疫学的特徴について調べられたものは少ない。本研究班で

は、感染症発生動向調査事業では収集できないSTSS患者の疫学的情報を国内10道県の協力のもと

収集した。2016年9月14日以降に診断され、2026年2月28日までに931 例の調査票(第1～3版)を収

集した。このうち、感染症発生動向調査の届出基準を満たす症例833例、菌種別の内訳は、S.

pyogenes 319例、S. agalactiae 140例、S. dysgalactiae subsp. equisimilis (SDSE) 366例 、その

他の菌種及び不明8例であった。また、そのうち転帰が判明している症例637例を対象とした。

本年度は、2023年末から2024年にかけて注目されたStreptococcal pyogenes emm1型102例（う

ちM1UK株12例、M1UK lineage（UK系統株）49例、M1 global株41例）の記述疫学を行った。
本研究におけるS. pyogenesの発生動向は、全国の感染症発生動向調査で確認された2023年およ

び2024年の発生動向を概ね反映していた。M1UK株、M1UK系統株、M1 global株の年齢中央値(範
囲)は、それぞれ67(39-87)歳、68(30-92)歳、66(31-91)歳、致命率は、それぞれ67％、61％、51％
であり、統計学的に有意な違いは認められなかった。2023年以降のM1UK系統株、M1 global の
発生には地域差を認めた。S. pyogenes 新規変異株に関する疫学的特徴を明らかにするためには、
引き続き症例情報の収集および解析が必要である。



C. 研究結果
10道県から報告された931例と感染症発生

動向調査に届出されたSTSS症例との突合を
行い、下記の要件を満たすものは833例であ
った(S. pyogenes 319例、S. agalactiae 140
例、SDSE 366例、S. constellatus 3例、不
明5例)であった。

感染症発生動向調査の届出に必要な要件
以下のアの(ア)及び(イ)かつイを満たすも

の
ア 届出のために必要な臨床症状
(ア)ショック症状
(イ)(以下の症状のうち２つ以上)
肝不全、腎不全、急性呼吸窮迫症候群、播

種性血管内凝固症候群(DIC)、軟部組織炎(壊
死性筋膜炎を含む)、全身性紅斑性発疹、痙
攣・意識消失などの中枢神経症状

イ 病原体診断の方法
通常無菌的な部位(血液、髄液、胸水、腹

水)、生検組織、手術創、壊死軟部組織から
分離・同定によって病原体が検出されたもの

〇S. pyogenes 319例、S. agalactiae 140例、
SDSE 366例の疫学
＊菌種別ではS. constellatus 3例、不明5例を
除いて解析を行った
１）発症年別推移

2016年～2025年のSTSS全体の報告数に
ついて、2016年以降、年々増加傾向(2016年
9例、2017年42例、2018年50例、2019年88
例)であったが、2020年65例、2021年64例、
2022年58例と報告数は減少した。その後、
2023年95例、2024年200例と増加した。2025
年138例であり、2024年に比し減少した。

S. pyogenesは、2020年16例、2021年13
例、2022年14例と報告数が減少していたが、
2023年36例、2024年105例と増加した。2025
年は2023年とほぼ同等で48例であった。

一方、S. agalactiaeは、2020年14例、2021
年14例、2022年14例、2023年18例、2024年
29例、2025年22例であり、2024年がやや多
かった。SDSEは、2020年35例、2021年37
例、2022年30例、2023年41例、2024年66例、
2025年68例であり、近年増加傾向を認めた。

ただし、遅れ報告があるため、2025年の解
釈には注意が必要である。
２）年齢、性別（菌種別）

年齢中央値(範囲)はそれぞれS. pyogenes
66(22-98)歳、S. agalactiae 76(40-95)、SDSE 
81(25-105)歳であった。S. pyogenesは、30
代以上の年齢層に幅広く認められた。SDSE
は60代以上が多かった。各菌種において、男
女の報告数はほぼ同数であり、性差は認めら
れなかった。
３）症状（菌種別）

感染症発生動向調査届出要件に関連し
た症状について検討を行った。ショック症状
は届出の必須項目である。

3菌種において、腎不全は約75％、DICは
約60％、肝不全は約30％、ARDSは約20％、
全身性紅斑性発疹は約10％以下と、ほぼ同等
に認められた。一方、軟部組織炎と中枢神経
症 状 に は 菌 種 に よ り 違 い を 認 め 、 S. 

agalactiaeでは、他の2菌種に比較して、軟
部組織炎が少なく、中枢神経症状が多かった。
（S. agalactiae：軟部組織炎 48/140 (34％)、
中枢神経症状 56/140 (40％)、S. pyogenes
と SDSE は 、 そ れ ぞ れ 、 軟 部 組 織 炎
215/319(67%) 、204/366(56%)、中枢神経症
状 57/319(18%)、105/366(29%)）

〇転帰を把握できた637例の疫学
＊菌種別ではS. constellatus 2例、菌種不明2
例を除いて解析を行った

転帰が把握できた症例は637例であり、内
訳は軽快289例(45.4%)、死亡348例(54.6%)
と半数以上が死亡していた。
１）年齢と致命率

致命率は、40歳未満 8/28(29%)、40代
16/28(57%) 、 50 代 24/63(38%) 、 60 代
58/113(51%) 、 70 代 72/150(48%) 、 80 代
110/166(66%)、90代以上 59/85(69%)あった。
死亡例の数は60代以上で多く、致命率は特に
40 代と80代以上で高かった。

菌種別ではS. pyogenes、S. agalactiae、
SDSEの致命率はそれぞれ、49％、51％、61％
であった。S. pyogenesは40歳未満にも死亡
例が認められた。

２）S. pyogenes 234例の疫学
本研究におけるS. pyogenes の発生動向は、

感染症発生動向調査（全国）1で観察された
2023年後半からの増加と概ね同様の傾向で
あった。2023年夏頃以降、50代以下の年齢
層を中心に報告の増加がみられ、同年冬頃か
らは70代および80代の高齢者層にもその増
加が及んだ。

S. pyogenes のemm型別では、emm1型が
102例、emm1型以外が132例であった。2023
年夏以降の報告数の増加は、主にemm1型に
よるものであった。emm1型のうち、M1UK
株は12例、M1UK系統株は49例、M1 global
株は41例であった。2024年はM1UK系統株
が多く検出された。

M1UK株、M1UK系統株、M1 global株の
年齢中央値(範囲)は、それぞれ67(39-87)歳、
68(30-92)歳、66(31-91)歳、致命率は、それ
ぞれ67％、61％、51％ (p for trend=0.26)
であった。2023年以降のM1UK系統株、M1 
global の発生には地域差を認めた。

Ｄ．考察
今回の研究では、感染症発生動向調査届出

条件をみたすSTSSについて、3菌種の症例を
対象に解析を行い、特にS. pyogenes emm1
型の記述疫学検討を実施した。

NESID届出基準を満たす症例は833例、か

つ転帰が判明している例は637例（うち死亡

54.6％）（2016年9月-2026年2月）であった。

本研究におけるS. pyogenesの発生動向は、

全国の感染症発生動向調査で確認された

2023年および2024年の発生動向を概ね反映

していた。特に、emm 1型は102例（M1UK 12
例、M1UK 系統株 49例、M1 global 41例）



の報告数であった。2023年以降のM1UK 系
統株、M1 global の発生には地域差を認めた。

M1UK、M1UK系統株、M1 global における

致命率について検討を行ったが、現時点では、

明らかな違いは認めなかった。

Ｅ．結論
STSSの診断基準を統一するため、STSS

届出基準を満たす症例に限定して解析を行
った。症例は833症例であった。

本研究におけるS. pyogenesの報告は、全
国の感染症発生動向調査で確認された2023
年および2024年の発生動向を概ね反映して
いた。S. pyogenes の新規変異株に関する疫
学的特徴を明らかにするためには、引き続き
症例情報の収集および解析が必要である。

謝辞
本研究の研究分担者、研究へご協力いただ

きました医療機関の医療従事者・地方自治体
職員の皆様方に心より感謝申し上げます。
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厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）

総合研究報告書

成人における肺炎球菌ワクチン接種戦略の評価に関する研究

研究分担者    氏名 木下諒        所属 国立感染症研究所感染症疫学センター 主任研究員

研究協力者    氏名 北村則子      所属 国立感染症研究所感染症疫学センター 室長

       氏名 Pieter de Boer 所属 オランダ国立公衆衛生環境研究所(RIVM) /
                                国立感染症研究所感染症疫学センター 協力研究員

Ａ．研究目的
成人、とくに高齢者における肺炎球菌感染症は、重

症化、入院、死亡の重要な原因であり、ワクチン接種に
よる疾病負荷の軽減が期待される。一方で、成人肺炎
球菌ワクチンには複数の製剤および接種戦略が存在す
るため、限られた医療資源の中で、どのような接種方
針が望ましいかを定量的に評価する必要がある。

本研究では、成人肺炎球菌ワクチンの接種戦略を比較

するための費用対効果分析モデルを構築し、政策判断

に資する基礎的知見を得ることを目的とした。

Ｂ．研究方法
本年度は、成人肺炎球菌ワクチンの費用対効果分析

モデルを構築し、基本分析に用いるモデル構造および
入力パラメータの整理を行った。評価対象として、侵
襲性肺炎球菌感染症および肺炎球菌性肺炎を設定し、
ワクチン接種による症例数、死亡数、医療費、QALYへ
の影響を評価する枠組みを検討した。

主要な入力パラメータとして、年齢別罹患率、致命率、
ワクチン効果、効果の持続期間、血清型カバー率、接種
費用、医療費、QOL値等を整理した。また、複数の接
種戦略を比較し、増分費用効果比（ICER）を算出する
ための基本分析の設定を行った。

Ｃ．研究結果
成人肺炎球菌ワクチンの費用対効果分析に用いるモ

デル構造および基本分析の設定を概ね確定した。評価
指標として、予防される症例数、死亡数、医療費、QA
LY、増分費用効果比を設定し、複数の接種戦略を比較
可能な解析枠組みを構築した。

また、主要な入力パラメータを整理し、基本分析に用
いる値および感度分析で検討すべき範囲について整理
した。疾患負荷、ワクチン効果の持続期間、血清型カバ

ー率、接種率、医療費等が結果に影響し得る重要な要
素であると考えられた。

さらに、本研究に関連する内容について、北京で開催

された国際学会および厚生労働省関連の委員会におい

て発表し、成人肺炎球菌ワクチン接種戦略の評価に関

する意見交換を行った。

Ｄ．考察
本年度の研究により、成人肺炎球菌ワクチンの費用

対効果分析に必要なモデル構造および基本分析の設定
を概ね確定することができた。ワクチン接種政策の評
価では、ワクチン効果のみならず、疾病負荷、血清型分
布、医療費、死亡リスク、QOL低下等を統合的に評価
する必要があり、本研究で構築したモデルは、これら
の要素を反映した接種戦略の比較に活用できると考え
られる。

一方で、費用対効果分析の結果は、入力パラメータの

設定に影響を受けるため、不確実性の評価が重要であ

る。今後は、一元感度分析および確率的感度分析を実

施し、主要パラメータが結果に与える影響を明らかに

した上で、論文化を進める必要がある。

Ｅ．結論

本年度は、成人肺炎球菌ワクチンの接種戦略を評価

するための費用対効果分析モデルを構築し、モデル構

造、主要入力パラメータ、基本分析の設定を概ね確定

した。また、関連する研究成果について国際学会およ

び厚生労働省関連の委員会で発表し、政策的な観点か

ら意見交換を行った。本研究により、成人肺炎球菌ワ

クチン政策の定量的評価に向けた基盤を整備した。

Ｆ．研究発表

研究要旨：本研究では、成人肺炎球菌ワクチンの接種戦略を評価するた

め、費用対効果分析モデルの構築を行った。本年度は、評価対象とする

疾患、比較する接種戦略、モデル構造、主要な入力パラメータ、基本分

析の設定を整理し、解析モデルを概ね確定した。モデルでは、侵襲性肺

炎球菌感染症および肺炎球菌性肺炎の発生、死亡、医療費、QOL 低下等を

考慮し、ワクチン接種による健康アウトカムおよび費用への影響を評価

する枠組みとした。また、本研究に関連する内容について、国際学会お

よび厚生労働省関連の委員会で発表し、成人肺炎球菌ワクチン接種戦略

の評価に関する情報共有および意見交換を行った。今後は、感度分析を

実施した上で、解析結果を取りまとめ、論文化を進める予定である。



1.  論文発表

なし

2.  学会発表

1. Kinoshita R, de Boer PT, Kitamura N. Cost-effe
ctiveness of higher-valency pneumococcal conjug
ate vaccines for children and older adults in Jap
an. APS 2025, Beijing, China, 2025.

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況

  （予定を含む。）

1. 特許取得

なし

2. 実用新案登録

なし

3.その他

1. Pieter de Boer, 木下諒, 北村則子. 日本にお

ける多価肺炎球菌結合型ワクチンの費用対効果

評価.第30回厚生科学審議会予防接種・ワクチン

分科会 予防接種基本方針部会ワクチン評価に

関する小委員会, 2025(令和7)年7月4日
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別紙4

厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）

成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの強化のための研究

成人IPDサーベイランスに基づく高齢者に対する結合型肺炎球菌ワクチン導入の評価

研究代表者 大石 和徳 富山県衛生研究所 所長
研究協力者 田村 恒介 富山県衛生研究所 主任研究員

研究要旨

2014〜2024 年に登録した成人 IPD 症例は 2,897 例のうち、15-64 歳は 835 例（28.8％）、

65 歳は 2,062 例（71.1%）であった。65 歳では PCV13, PCV20, PPSV23 血清型の割合は有

意に減少したのに対し、PCV21 血清型の割合は不変であった。2023-2024 年の PCV21 血清型

の割合は 78％と高かった。PCV13-非 PCV7 血清型および PCV20-非 PCV13 血清型は有意に減少

したのに対し、PCV21-PCV13 血清型の割合は不変であった。PCV21 固有血清型の割合は有意に

増加したが、PCV20-非 PCV21 血清型の割合は不変であり、2023-2024 年は 7％であった。65 歳

以上で血清型 3 が全体の 10%以上と高く、19A の割合も 7%であった。PCV21 固有血清型で

ある 15A, 23A の割合は増加傾向、35B の割合は有意に増加した。

また、PCV による定期接種率を 20%〜100%とした場合の予防可能な成人 IPD 症例の推定

値を示した。定期接種率を 40％とすると、65 歳の者の PCV20, PCV21 の定期接種で予防でき

る IPD 症例数は 35 例、55 例であり、IPD 症例の減少はそれぞれ 15%, 23%と推定された。

Ａ．研究目的

2024 年度から 65 歳の者及び 60 歳以上

65 歳未満で日常生活が極度に制限される

程度の基礎疾患を有する者等を対象とし

て定期接種（B類疾病）が実施されている。

2026 年度から 23 価肺炎球菌莢膜ポリサ

ッカライドワクチン (PPSV23, ニューモ

バックス®NP)が定期接種ワクチンから外

れ、20価結合型肺炎球菌ワクチン（PCV20,
プレベナー20®)が定期接種ワクチンにな

った。21 価結合型肺炎球菌ワクチン

（PCV21, キャップバックス®）は小児定

期接種導入に伴う血清型置換を勘案し、

成人に特化したワクチンとして考案され

た。PCV21 は 2025 年 8 月に高齢者とハイ

リスク者に対して国内で薬事承認され、

2026 年度に PCV21 の定期接種化に係る検

討が行われる。

このような背景から、我々は 2014〜2024

年の成人 IPD サーベイランスに基づく

PCV21 を中心とした、ワクチン接種後の

IPD 予防効果について検討した。

Ｂ．研究方法

1. IPD症例の定義は無菌的検体からの肺

炎球菌の分離培養とした。原因菌の血清型

は抗血清による凝集試験により血清型を

決定した。症例の臨床情報については調査

票を回収し解析した。2017～2024年の期間

に、本サーベイランスに登録された15歳以

上の患者のうち、患者情報、菌株の血清型

情報が評価可能な2,897例を解析対象とし

た。2014〜2026年及び2017～19年をCOVID

-19パンデミック前、2020～22年をパンデ
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ミック中、2023～24年をパンデミック後に

分けて解析し、IPD罹患率、インフルエン

ザ先行感染およびCOVID-19の共感染の臨

床像を評価した。臨床病型は菌血症を伴う

肺炎、髄膜炎、巣症状を伴わない菌血症、

その他（肺炎、髄膜炎以外の病型）に分類

した。

2. 血清型カテゴリーを PCV13 血清型、

PCV20 血清型、PCV21 血清型、23 価肺炎球

菌 莢 膜 ポ リ サ ッ カ ラ イ ド ワ ク チ ン

(PPSV23)血清型、PCV13-非 PCV7 血清型、

PCV20-非 PCV13 血清型、PCV21-非 PCV13 血

清型、PCV21 固有血清型、PCV20-非 PCV21

血清型(PCV7 血清型＋血清型 1，5)とし、

血清型カテゴリーでカバーされる IPD 罹

患率を算出した。

3. また、オランダで実施された 65 歳以

上を対象としたプラセボ対照二重盲検比

較(CAPiTA)試験において、PCV13 はワ

クチン血清型による IPD を 75.0％予防し

(Bonten MJ, et al. N Eng J Med, 2015)。
さらに、CAPiTA 試験の事後解析におい

て、5 年の研究期間内に PCV13 の市中肺

炎および IPD に対する予防効果は維持さ

れていた（Patterson S, et al. Trials 

in Vaccinol 2016）。これらの知見から、

わが国の 65 歳の者を対象とした定期接種

において、肺炎球菌結合型ワクチンで予

防できる IPD 症例数の推定値を算定した。

4． ① 日本の 2024 年の 65–69 歳人口

（726.8 万人）、② 2017–19 年の 65–69 歳

IPD 罹患率（3.27 人/105/年）、③ 2023–24

年の≥65歳 IPDワクチンカバー率（PCV13：

32.2%、PVC20：49.7%、PCV21：77.5%）

④ ワクチン効果（75%）と効果の持続（5

年間）、⑤ 定期接種率 20%, 40%, 60%, 80%, 

100%とした場合の 65 歳の接種対象者に

PCV 接種後の 5 年間に国内で見込まれる

予防可能な IPD 症例数を算出した。ただ

し、小児の PCV13/20 の定期接種による間

接効果については考慮できていない。

（倫理面への配慮）

本研究は、匿名化された情報を用いて実

施しており、国立感染症研究所倫理審査

委員会の承認を得て実施した（審査番号

1362）。

C. 結果

1．成人 IPD 症例の年齢層、菌分離時期別

の臨床的特徴

2014〜2024 年に登録した成人 IPD 症例

は 2,897 例のうち、15-64 歳グループは

835 例（28.8％）、65 歳グループは 2,062

例（71.1%）であった(Table 1)。先行する

インフルエンザの割合は、65 歳グループ

において、4 期間で有意に異なっていた

（p<0.001）、パンデミック前、パンデミッ

ク後における先行するインフルエンザの

割合がパンデミック中の割合(1.1％)よ

り高かった(3.5〜5.3%)。一方、COVID-19

合併の割合は不変であった。また、65 歳

グループでは 4 期間で病型が有意に変化

したが、15-64 歳グループでは変化がなか

った。

2．IPD 症例のワクチンカバー血清型の割

合の年齢層別、経時的変化

65 歳以上では PCV13, PCV20, PPSV23 血

清型の割合は有意に減少したのに対し

(p<0.001, Fig.1B)、PCV21 血清型の割合は

不変であった。2023-2024 年の PCV21 血

清型の割合は 78％と高かった。PCV13-非
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PCV7 血清型および PCV20-非 PCV13 血清型

は有意に減少したのに対し(p<0.001, 

Fig.1D)、PCV21-PCV13 血清型の割合は不

変であった。PCV21 固有血清型の割合は有

意に増加したが(p<0.001, Fig.1D)、

PCV20-非 PCV21 血清型の割合は不変であ

り、直近の 2023-2024 年の割合は 7％であ

った。

3. 血清型別の割合の経時的変化

65 歳以上で血清型 3 が全体の 10%以上と

高く、19A の割合も 7%であった。また、

PCV21 固有血清型である 15A, 23A の割合

は増加傾向、35B の割合は有意に増加して

いた(p<0.01, Fig.2B)。

4．ワクチンでカバーする成人 IPD の罹患

率の推移

65 歳以上では PCV21 でカバーする罹患率

は PCV13 あるいは PCV20 でカバーする罹

患 率 よ り 有 意 に 高 か っ た (p<0.001, 

Fig.3B)。また、PCV21-非 PCV13 でカバー

する罹患率はPCV13-非PCV7血清型あるい

は PCV20-非 PCV13 血清型による罹患率よ

り有意に高かった(p<0.001, Fig.3D)。

5．結合型ワクチン(PCV)で予防可能な成人

IPD 症例数の推定値

表に PCV による定期接種率を 20%〜

100%とした場合の予防可能な成人 IPD 症

例の推定値を示した。65 歳の定期接種対

象者の接種率を 100%とした場合、PCV13，

PCV20, PCV21の接種によって予防できる

成人 IPD 症例数は 58 人、88 人、138 人と

算出され、成人 IPD 症例の減少率は 24%, 

37%, 58%と算出された。近年（2023 年度）

のわが国の高齢者肺炎球菌ワクチンの定

期接種率は 40％程度とされていることか

ら、65 歳の者の PCV20, PCV21 の定期接

種で予防できる IPD 症例数は 35 例、55 例

であり、IPD 症例の減少はそれぞれ 15%, 

23%と推定された。

Ｄ.考察

2026 年度に入り、高齢者肺炎球菌ワク

チンは莢膜ポリサッカライドワクチン

(PPSV)の時代から結合型ワクチン(PCV)

へ時代と新たな一歩を踏み出した。

本研究において、65 歳以上の IPD 症例の

原因菌のPCV21カバー率はPCV13や PCV20

に比べて 20〜30％程度以上高かった。ま

た、PCV21 血清型の 80％近いカバー率は過

去 10 年間変化していない(Fig.1B)。PCV21 

でカバーされる 65 歳以上の IPD 罹患率は

PCV20 でカバーされる罹患率より有意に

高かった(p<0.001, Fig.3B)。また、PCV13

の影響を排除した PCV21-非 PCV13 カバー

の罹患率は, PCV20-非 PCV13 でカバーさ

れる罹患率より有意に高い所見(p<0.001, 

Fig.3D)は同様であった。

最近の報告によれば、米国、英国、カナ

ダ、フランス、スペイン、オーストラリア

の主要な 6ヶ国において、65 歳以上の IPD

症例の PCV21 血清型カバー率は PCV20 血

清型カバー率より、16〜33%高かった

(Joshi R, et al. Vaccine 2025)。また、

著者等は、PCV21 接種は PCV20 の接種と比

較して、より多くの IPD の発症予防が期

待できると結論している。この報告は、今

回のわが国における調査結果と矛盾しな

い。

一方、2024 年度以降にわが国の定期接種

が 65 歳の者だけが対象となり、さらに定

期接種率が 40％では、定期接種に使用す

るワクチンが PCV20 あるいは PCV21 であ
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っても予防可能な IPD 症例は少数である

（表）。しかしながら、菌血症を伴わない

肺炎球菌性肺炎は、IPD の 10 倍以上存在

することから、PCV の定期接種による肺炎

球菌感染症の予防効果の意義は大きい。

今後、PCV21 が定期接種ワクチンに追加

され、国費の補助（接種費用の約 30%）が

見込まれたとしても定期接種対象者にと

っては PCV20 以上に自己負担額の増加が

想定される。このため、高齢者肺炎球菌ワ

クチンの定期接種対象者に対しては、か

かりつけ医による、より一層の接種勧奨

が必要となる。

また、PCV21 は PCV7 血清型を欠いている

ため、PCV7 血清型の IPD 症例の増加を慎

重に監視する必要がある。

本調査の制限として、PCV 接種による 65

歳以上の予防できる IPD 症例の推定値に

おいて、小児 PCV20 の定期接種導入の間接

効果については考慮できていない。

F．健康危険情報

なし.

G.研究発表

1)論文発表

1. Tsuchihashi Y, Tamura K, Matsumoto K, 

Mitsushima S, Fujiya Y, Kuronuma K, Tanabe

Y, Kei Kasahara K, Maruyama T, Gotoh K, 

Nakamatsu M, Oshima K, Abe S, Nishi J, 

Arakawa Y, Ikebe T, Sunagawa T, Akeda Y, 

Oishi K, and the Adult STSS Study Group. 

Comparative analysis of streptococcal toxic 

shock syndrome caused by three β-hemolytic 

streptococcal species in Japan. Int J Infect Dis

2025 Sep;158:107962. doi: 

10.1016/j.ijid.2025.107962.

2. Nakahira A, Iwaoka H, Sato K, Ishizuka S, 

Shiroma R, Miyasaka T, Kanno E, Tanno H, 

Sato Y, Akeda Y, Oishi K, Aoyagi T, Ishii K, 

Kawakami K. NKT cell–dependent PspA-

specific IgA production caused by mucosal 

administration of a novel nanoparticle 

pneumococcal vaccine. Vaccine 2025; 

68:127911.

3. Itamochi M, Yazawa S, Saga Y, Shimada T, 

Fukuyama K, Oishi K, Tani H. A transient 

reduction of the varicella-zoster virus-specific 

immunoglobulin G level after vaccination 

against severe acute respiratory syndrome 

coronavirus 2 with an mRNA vaccine in 

nursing home residents, but not staff. J Infect 

Chemother 2025 Feb;31(2):102509.

4. Fukuyama K, Kamiyoshi K, Itamochi M, 

Yazawa S, Tamura K, Shimbo K, Kawakami 

R, Saga Y, Shimada T, Sasaki N, Kuroda M, 

Oishi K, Tani H. Genome epidemiological and 

seroepidemiological study of the COVID-19 

cluster in the nursing home. Jpn J Infect Dis 

2025 Nov 28. doi: 

10.7883/yoken.JJID.2025.071. Online ahead 

of print.

2)学会発表

1. 大石和徳、長谷川直樹、永井英明、迎

寛、中村茂樹。丸山貴也、山本和子、倉

井大輔、関雅文、荒川悠．学会連携で

推進するハイリスク者に対する肺炎球

菌ワクチン予防．日本呼吸器学会 4月

11 日〜13 日, 2025 年（東京）

2. 大石和徳． 肺炎球菌ワクチン（成人）．

シンポジウム 「小児と成人で連携す
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べきワクチンの話題」第 99 回日本感染

症学会総会、第 73 回日本化学療法学会

総会合同学会 5月 8〜10日 （横浜）

3. 大石和徳、田村恒介、新橋玲子、常彬、

明田幸宏．教育セミナー：「肺炎球菌感

染症のリスク疾患としての慢性心臓

病：肺炎球菌ワクチンの必要性」

4. 大石和徳．侵襲性肺炎球菌感染症とリ

スク者に於けるワクチン接種の課題．

第 73 回日本心臓病学会学術集会．2025

年 9 月 19〜21 日（高知市）

5. 大石和徳、田村恒介、常彬，新橋玲子、

明田幸宏、菅秀、竹内典子、石和田稔

彦． 全年齢層の侵襲性肺炎球菌感染

症(IPD)におけるワクチン血清型別割

合の解析．第 29 回日本ワクチン学会学

術集会、第 66 回日本臨床ウイルス学会

（札幌市）9 月 28 日～28 日,2025 年.

6. 田村恒介、前西絵美、高田真衣、神吉

絹子、高橋敏、中崎美峰子、笹島仁、大

石和徳．市町村による高齢者肺炎球菌

ワクチンの定期接種実施状況と個別通

知の意義．第 28 回日本ワクチン学会学

術集会（名古屋市）10 月 26 日～27

日,2024 年.

7 ． Naruhiko Ishiwada, Kazunori 

Oishi.Serotype change of invasive 

pneumocococcal diseases in 

children and adults, Japan: impact 

of pneumococcal conjugate vaccine 

and future challenge. The 5th Asian 

Pneumococcal Symposium. October 

16–18, 2025, Beijing, China

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況

１．特許取得

なし

２．実用新案登録

なし

3. その他

なし
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2025 年度 厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進   
研究事業）分担研究報告書

肺炎球菌分離株に対するワクチン免疫血清の細菌学的免疫学的検討

研究分担者 金城 雄樹 東京慈恵会医科大学細菌学講座  主任教授

研究協力者 常 彬 国立感染症研究所細菌第一部 主任研究官

林﨑 浩史 東京慈恵会医科大学細菌学講座  講師

      

研究要旨

肺炎球菌は市中肺炎の起炎菌として最も頻度が高く、しばしば、菌血症や髄膜炎な

どの侵襲性肺炎球菌感染症（invasive pneumococcal disease; IPD）を引きおこす。

肺炎球菌は菌体表層に存在する莢膜のポリサッカライドの違いにより、100 種類以上

の血清型に分類される。小児に対する肺炎球菌ワクチンは 20 価肺炎球菌結合型ワクチ

ン（pneumococcal conjugate vaccine 20; PCV20）が用いられている。成人に対して

はこれまで 23 価肺炎球菌ポリサッカライドワクチン（PPSV23）が用いられていたが、

2026 年 4月から定期接種ワクチンとして導入されることから肺炎球菌感染防御効果が

期待される。一方で、莢膜ポリサッカライドワクチンはカバーする血清型に対する有

効性が高いものの、その効果は血清型に依存することから、ワクチンに含まれない血

清型による IPD の増加が懸念されている。本研究では、肺炎球菌ワクチンの感染防御

効果を多角的に解析する目的で、細菌学・免疫学的観点から解析を行った。マウスへ

の PCV20 の免疫により、血中に莢膜ポリサッカライドに対する IgG 抗体の産生を認め

た。また、PCV20 マウス免疫血清を用いて、成人 IPD 由来菌株に対する IgG 抗体の結合

性を解析した。その結果、解析した PCV20 に含まれる血清型の肺炎球菌株に対して IgG

抗体の結合性を認めた。本解析は、PCV20 免疫血清の成人 IPD 由来菌株に対する反応

性を評価する一つの方法として有用と考えられることから、引き続き、種々の IPD 由

来菌株に対する反応性を解析することで、肺炎球菌ワクチンの感染防御効果を明らか

にしたい。

Ａ．研究目的

肺炎球菌は成人の市中肺炎の原因菌と

して最も頻度の高い細菌であり、しばし

ば菌血症や髄膜炎などの侵襲性肺炎球菌

感染症（invasive pneumococcal 

disease; IPD）をおこす。肺炎球菌は菌

体表層に存在する莢膜のポリサッカライ

ドの違いにより、100種類以上の血清型に

分類される。現行の肺炎球菌ワクチンは

ポリサッカライドベースワクチンであり、



現在、23 種類の血清型のポリサッカライ

ドを用いた 23 価肺炎球菌莢膜ポリサッ

カライドワクチン（PPSV23）と 20 価肺炎

球菌結合型ワクチン（PCV20）が、65 歳成

人と小児において定期接種されている。

しかし、2026 年 4 月から成人の定期接種

においても PCV20 が使用されることにな

った。これらのワクチンの有効性が示さ

れているものの、ワクチンに含まれない

血清型（非ワクチン血清型）による IPD 罹

患が増加している（血清型置換）。現行ワ

クチンの有効性を把握するためには、多

角的な解析を行う必要があり、IPD症例か

ら分離された菌株を用いた細菌学的およ

び免疫学的な解析は重要と考えられる。

肺炎球菌に対する感染防御において、菌

に対する抗体の結合によるオプソニン化

を介した食細胞の貪食殺菌が重要である。

そのため、肺炎球菌ワクチン免疫血清に

よる菌への抗体の結合性を解析すること

は、ワクチンの感染防御効果を検討する

指標となると考えられる。本分担研究で

は、成人の侵襲性肺炎球菌感染症例から

分離した菌株を用いて、PCV20免疫血清中

IgG 抗体の菌への結合性の解析を行うこ

ととした。

Ｂ．研究方法

1) 肺炎球菌  

2013 年から 2024 年の間に成人 IPD 症

例の血液、髄液または他の組織から分離

された肺炎球菌株を用いた。肺炎球菌株

は血液寒天培地にて画線培養し、翌日コ

ロニーを回収、吸光度測定の後、

OD600=0.1=約 1×108CFU/ml（数種の肺炎球

菌株を用い、コロニーカウント法より求

めたおおよその CFU 濃度の平均値）とし

て各菌株サンプル：約 2×107CFU/菌株サ

ンプルとして用いた。

2) マウスの免疫

C57BL/6 マウスに PCV20（プレベナー20、

ファイザー株式会社）を 2 週間ごとに 3

回、腹腔内投与し、最終免疫から 1 週間

後に免疫血清を回収した。また、コント

ロールとして無処置マウスから血清を回

収した。

3) 血清中 IgG 抗体価測定

肺炎球菌血清型3または6Aの莢膜ポリ

サッカライドを室温で一晩コートしたウ

ェルを 1%BSA でブロッキング後、PCV20 免

疫血清またはコントロール血清の希釈系

列を作成して添加し、室温で 1 時間反応

させた。反応後、2 次抗体として HRP 標識

抗マウス IgG 抗体を用いて血清中の特異

的 IgG 抗体価を検出した。

4) 肺炎球菌の蛍光ラベリング

肺炎球菌を Fixable Viability Dye

（FVD）（Thermo 社）で染色した。染色手

順は血液寒天培地より回収した肺炎球菌

ペレットを 1×PBS(-)で再懸濁し、FVD 溶

液を 400 倍希釈で加えた後、4℃で 30 分

間遮光して反応させた。反応後、1×

PBS(-)で洗浄・遠心後（12,000rpm, 4℃, 

2 分間）、IgG 抗体結合性解析に用いた。

5) 肺炎球菌株に対する免疫血清中 IgG

抗体の結合性解析

菌ペレット（約 1×107CFU）に PCV20 免

疫血清またはコントロール血清を加え、

4℃で 20 分間遮光して反応させた。反応

後、1×PBS(-)で洗浄・遠心後（12,000rpm, 

4℃, 2 分間）、上清を除き、希釈した  



Alexa fluor 647 標識ヤギ抗マウス抗体

（Jackson 社）で 4℃, 20 分間染色、1×

PBS(-)で洗浄・遠心後、PI 染色液（終濃

度 10μg/ml）/1×PBS(-)で再懸濁し、フ

ローサイトメトリーCytoFLEX（Beckman 

Coulter 社）で解析した。FVD ネガティブ・

PIネガティブの集団を生菌として解析し

た。

C. 研究結果

PCV20 を免疫したマウスから採取した

PCV20 免疫血清と無処置（Naïve）マウス

から採取した血清を用いて、血清型 3 と

血清型 6A の肺炎球菌莢膜ポリサッカラ

イドに対する血清中 IgG 抗体価を測定し

た。その結果、無処置（Naïve）マウスで

は抗体産生を認めないものの、PCV20の免

疫マウスでは両方の血清型の莢膜ポリサ

ッカライドに対する IgG 抗体産生を認め

た（図 1）。

図 1．PCV20 免疫血清中の莢膜ポリサッカライ

ドに対する IgG 抗体価

成人 IPD 症例から分離された肺炎球菌株（血清

型 3 と 6A）に対する PCV21 免疫血清中 IgG 抗

体価を示した。

肺炎球菌莢膜ポリサッカライドワクチ

ンによる感染防御効果は、ワクチン接種

によって産生された IgG 抗体が菌の莢膜

ポリサッカライドに結合すること（菌の

オプソニン化）で、菌の貪食殺菌が促進

されることによりもたらされる。実際に、

成人 IPD 症例から分離された肺炎球菌株

に対して、PCV20 免疫血清中の IgG 抗体

が結合するのかどうかフローサイトメト

リー解析を行った。まず、血清型 1、3、

4、6A および 6B の成人 IPD 由来肺炎球菌

株に対する IgG 抗体の結合性を解析した

ところ、これらの血清型の菌株に対する

結合性を認めた（図 2）。

図 2．PCV20 免疫血清中 IgG の肺炎球菌株に対

する結合性-1

成人 IPD 症例から分離された肺炎球菌株（血清

型 1、3、4、6A、6B）に対する PCV20 免疫血清

（赤）または無処置（Naïve、青）の IgG 抗体結

合性を示した。

続いて、血清型 12F、19A、22F および

33F の成人 IPD 由来肺炎球菌株に対する

IgG抗体の結合性を解析したところ、これ

らの血清型の菌株に対しても結合性を認

めた（図 3）。



図 3．PCV20 免疫血清中 IgG の肺炎球菌株に対

する結合性-2

成人 IPD 症例から分離された肺炎球菌株（血清

型 12F、19A、22F、33F）に対する PCV20 免疫血

清（赤）または無処置（Naïve、青）の IgG 抗体

結合性を示した。

同様に、血清型 7F、8 および 9V の肺炎

球菌株に対しても、PCV20 免疫血清中の

IgG 抗体の結合性を認めた（図 4）。しか

し、PCV20には含まれない莢膜ポリサッカ

ライドをもつ血清型 9N に対しては、IgG

抗体の結合性を認めなかった（図 4）。

図 4．PCV20 免疫血清中 IgG の肺炎球菌株に対

する結合性-3

成人 IPD 症例から分離された肺炎球菌株（血清

型 7F、8、9N、9V）に対する PCV20 免疫血清（赤）

または無処置（Naïve、青）の IgG 抗体結合性を

示した。

血清型 10A の菌株に対しても PCV20 免

疫血清中の IgG 抗体の結合性を認めたも

のの、本菌株には無処置（Naive）マウス

の血清中の IgG 抗体も一定の結合性を認

めた（図 5）。また、血清型 11A/E や 15B

の菌株に対しては PCV20 免疫血清中の

IgG抗体の結合性を認めるものの、他の菌

株に対する反応性と比べると結合性は弱

いものであった（図 5）。さらに、PCV20 に

は含まれない莢膜ポリサッカライドをも

つ血清型 15A に対しては、IgG 抗体の結

合性を認めなかった（図 5）。

図 5．PCV20 免疫血清中 IgG の肺炎球菌株に対

する結合性-4

成人 IPD 症例から分離された肺炎球菌株（血清

型 10A、11A/E、15A、15B）に対する PCV20 免疫

血清（赤）または無処置（Naïve、青）の IgG 抗

体結合性を示した。



D. 考察

現行の莢膜ポリサッカライドベースの

肺炎球菌ワクチンは含有するポリサッカ

ライドの血清型に対する感染防御効果が

高い。しかし、肺炎球菌は 100 種類以上

の血清型が存在し、現行ワクチンに含ま

れない血清型の増加により幅広い感染防

御効果をもたらすことができないことが

懸念されている。肺炎球菌のポリサッカ

ライドベースワクチンは、基本的に血清

型に依存した感染防御効果をもたらす、

すなわち、交差反応性が期待できないた

めである。本研究では、現行肺炎球菌ワ

クチンの感染防御効果を多角的に解析す

る目的で、細菌学・免疫学的観点から、

PCV20 免疫血清を介した補体の沈着活性

を解析した。

マウスへの PCV20 免疫により、血清型

3と血清型 6A の肺炎球菌莢膜ポリサッカ

ライドに対するIgG抗体産生を認めた（図

1）。その結果と一致して、PCV20 免疫血清

中の IgG 抗体は、血清型 1、3、4、6A、6B、

7F、8、9V、12F、19A、22F および 33F な

どの成人 IPD 由来肺炎球菌株に対する結

合性を認めた。PCV20に含まれる血清型の

莢膜ポリサッカライドに対する反応性を

確認することができた（図 2-4）。血清型

10A の菌株に対しても PCV20 免疫血清中

の IgG 抗体の結合性を認めたものの、本

菌株には無処置（Naive）マウスの血清中

の IgG 抗体も一定の結合性を認めたこと

から（図5）、解析した菌株の特徴なのか、

血清型 10A の特徴なのか今後、調べてい

きたい。

一方で、PCV20 免疫は血清型 11A/E や

15B の菌株に対して IgG 抗体の結合性を

認めるものの、その反応性は他の菌株に

対する反応性に比べて弱かった（図 5）。

PCV20 マウス免疫血清中 IgG 抗体の血清

型 11A/E や 15B に対する反応性について

は、他の菌株を用いた解析が必要である。

また、9N と 9V、15A と 15B のように近

い血清型であっても、PCV20には含まれな

い莢膜ポリサッカライドをもつ血清型9V

や 15A に対しては、IgG 抗体の結合性を

認めなかったことから（図 4, 5）、血清型

依存性の反応性が確認された。

本研究班では、10 年以上に渡る解析に

て数千株の成人 IPD 由来菌株を保有する。

そのため、PCV20のワクチン血清型に関し

て、同じ血清型内で種々の菌株を用いた

解析が可能であるという特徴があり、そ

の強みを活かして、肺炎球菌ワクチンの

肺炎球菌に対する感染防御効果を解析し

ていきたい。

E. 結論

本研究では、現行の莢膜ポリサッカラ

イドベースの肺炎球菌ワクチンの感染防

御効果を多角的に解析する目的で、細菌

学・免疫学的観点から、PCV20 マウス免疫

血清を用いて成人 IPD 由来菌株に対する

IgG 抗体の結合性を解析した。PCV20 免疫

血清中の IgG 抗体は、血清型 1、3、4、6A、

6B、7F、8、9V、12F、19A、22F および 33F

などの成人 IPD 由来肺炎球菌株に対する

結合性を認め、PCV20に含まれる血清型の

莢膜ポリサッカライドに対する反応性を

確認することができた。一部の血清型の

菌株に対しては反応性が弱かったが、そ

の菌だけに対する結果という可能性があ

ることから、同じ血清型の種々の菌株に

対する反応性を解析する必要がある。

今後も細菌学的・免疫学的解析により

肺炎球菌ワクチンの感染防御効果を明ら

かにすることで、今後のワクチン政策に



おいて、有用な知見を得られるように解

析を続けたい。
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分担研究報告書

北海道における成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの強化のための研究

       研究分担者 黒沼 幸治 札幌医科大学

研究要旨 平成25年度より先行事業において北海道全域を対象
とする所管の行政機関と連携したサーベイランスシステムを構築
しており、13年目となる今年度も継続して症例の集積を行った。
政令指定都市である札幌市、中核市として位置づけされ直轄する
保健所を持つ旭川市、函館市、小樽市は保健所を中心とした協力
体制を継続した。北海道の直轄下にある保健所がカバーする地域
は道衛研を介さずに直接菌株を国立感染症研究所に送付し、患者
情報は分担研究者が回収する体制として運用した。令和7年度は侵
襲性肺炎球菌感染症、侵襲性インフルエンザ菌感染症、劇症型溶
血性レンサ球菌感染症は前年同様の発生数であった。今後も注視
が必要である。

Ａ．研究目的
平成25年度より北海道における侵襲性肺炎

球菌感染症（invasive pneumococcal disease:IP
D）および侵襲性インフルエンザ菌感染症(inva
sive Haemophilus influenzae disease:IHD)の
症例調査を行い、患者情報および菌株の収集を
行い、サーベイランス体制が構築された。さら
に平成28年度より新たに侵襲性髄膜炎菌感染
症（invasive meningococcal disease:IMD）、劇
症型溶血性レンサ球菌感染症（streptococcal to
xic shock syndrome:STSS）を加え、4疾患の症
例調査をおこなった。引き続きサーベイランス
を継続し、菌株の情報を診療に還元すると共に
長期間にわたるデータに基づく方策を構築す
る。

Ｂ．研究方法
道内で発生の届出がなされた15歳以上の患

者を対象に当該患者の診療を行った医療機関
から細菌検体の回収、および臨床情報の収集を
行う。
(Ⅰ)研究体制の構築およびサーベイランスの

実施
これまでに構築した体制を継続して行う。ま

た、これまで参加出来ていなかった施設にも参
加協力を依頼し、解析精度を向上させる。
(Ⅱ) 北海道における成人IPDの解析

菌株解析から得られた血清型、薬剤感受性検
査結果とともに臨床情報と併せて北海道にお
ける成人IPDの特徴を解析する。
(Ⅲ) 倫理面への配慮

臨床情報は匿名化された後に研究班に提供
される。情報の提供については各医療機関ごと
の倫理審査規定に従い可能な場合に提供され
た。

Ｃ．研究結果
保健所と医療機関、大学の協力体制でサ

ーベイランスはこれまで同様今年度も継
続することができた。
１）菌検体、臨床情報の収集体制の構築
政令指定都市である札幌市、中核市として
位置づけされ直轄する保健所を持つ旭川
市、函館市、小樽市においては同市の保健
所を主体とした協力体制により、円滑に菌
株、患者情報の収集を行うことができた。
札幌市においてはNESID情報に基づいて
保健所から病院に菌株保存と患者情報収
集を依頼し、分担研究者が月に1度病院か
ら菌株を回収し、札幌市衛生研究所に集積
している。

北海道の直轄下にある保健所がカバー
する地域（全道人口の49％）は道衛研を介
さずに直接菌株を国立感染症研究所に送
付する。北海道保健福祉部健康安全局地域
保健課より分担研究者に発生情報をいた
だき、患者情報は分担研究者が回収する体
制としている。道内全ての地域について運
用可能な体制としている。

COVID-19流行時は侵襲性細菌感染症、
特にIPDやIHDの減少が見られていたが、
令和5年は侵襲性肺炎球菌感染症、侵襲性
インフルエンザ菌感染症が再増加し、令和
7年は前年同様であった（図1）。劇症型溶
血性レンサ球菌感染症は令和5年より増加
傾向がみられていたが令和7年は前年同様
であった。今後の推移についても注視する
必要がある。本サーベイランスで経時的に
確認することができたのは重要な知見で
ある。



２）北海道のIPD調査結果

令和8年3月までに道内発生IPDの菌株の患
者情報について解析結果が得られた。

ワクチンカバー率は令和7年はPCV7
11.1％、PCV13 32.5%、PCV15 51.1%、PPS
V23 57.8%となっており、前年よりカバー率の
上昇がみられている（図2）。PCV21について
は80.0％と比較的高いカバー率はこれまで同
様であった。PCV20が成人の定期接種ワクチン
となり、PCV21も任意接種で使用可能となって
いるが、今後のワクチン選択に関して有益な資
料となりうる。北海道におけるIPD血清型の年
別比較を示す（図3）。血清型3の比率は前年同
様で減少はみられていない。PCV7含有PCV21
非含有の19Fもあまり減少しておらず、薬剤耐
性の多い血清型であることからも今後の推移
を注意する必要がある。PCV21含有の15A、23
A、35B型は引き続き増加傾向にあるが、成人へ
のワクチン導入による変化も今後調査が必要
である。

３）北海道のIHDとSTSS調査結果
令和7年はIHD報告数は前年と同様であった

（図1,4）。年齢中央値は75歳で報告地域は人口
分布に偏りはみられなかった。

STSSについても前年同様の報告数であった
（図5）。年齢中央値は65歳でIHDより若年が
多く、若年女性の発症もみられた。菌種はA群
溶連菌の増加が前年同様続いていた。

Ｄ．考察
北海道における成人侵襲性細菌感染症のサ

ーベイランスを開始して13年目となった。分担
研究者が保健所、病院細菌検査室、病院主治医、
国立感染症研究所との橋渡し役となり、道内全
域をカバーする体制が構築されており、継続し
て症例の集積が出来ていた。
COVID-19の影響で減少していたIPDやIHD

の報告数は令和5年以降再増加しており令和7
年も同様である。IPDの血清型の年次推移は地
域のサーベイランスも重要でありワクチンの
接種による変化もフォローが必要である。STS
Sも増加傾向があり前年同様の水準となってい
るが北海道では特にA群溶連菌が多いことが示
された。今後も注視が必要である。

Ｅ．結論
北海道において構築した侵襲性細菌感染症

サーベイランス体制により長期に症例を集積
することが出来た。COVID-19流行下において
も北海道の成人侵襲性細菌感染症の年次推移
をリアルタイムに確認し、血清型置換など臨床
に有用な情報を得ることが可能であった。本研
究で構築した体制で今後も継続して菌株、臨床
情報の収集をおこなっていくことは重要と考
える。
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令和7年度 分担研究報告書

成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの強化のための研究

山形県における成人の侵襲性細菌感染症のサーベイランス

研究分担者 阿部修一 山形県立中央病院・感染対策部長

研究要旨 侵襲性肺炎球菌感染症(IPD)，侵襲性インフルエンザ菌感染症(IHD)，侵襲性

髄膜炎菌感染症(IMD)，劇症型溶血性レンサ球菌感染症(STSS)は，重症化率・致命率が

高い侵襲性細菌感染症である。本研究では，侵襲性細菌感染症の診療および感染対策，

疫学調査に活用することを目的として，令和 4 年度から 6 年度に実施された前研究から

継続する形で，令和 7 年度から新たに山形県における成人の侵襲性細菌感染症の発生動

向サーベイランスを行なった。

これまでと同様に，今年度も年 3 回に分けて山形県内の協力医療機関における成人の

侵襲性細菌感染症の菌株を収集した。今年度は IPDの 20例，IHD の 5例，STSS の 7例が

検討対象例として収集された。なお，IMD 症例の収集はなかった。

山形県において今年度の IPD の症例数は 20 例であった。新型コロナウイルス感染症

(COVID-19)パンデミックの影響で令和 2 年から 5 年までは IPD の症例数が少なく，昨年

から増加したが，今年も昨年と同程度であった。20 例の IPD から 12 種類の血清型の肺

炎球菌が分離された。血清型の内訳は，3 が 5 例，次いで 35B が 3 例，そして 6C および

35Fがそれぞれ 2例であり，その他の血清型は 1例ずつの分離であった。令和 5年から 7

年の 3 年間における肺炎球菌ワクチンのカバー率は，23 価莢膜多糖体肺炎球菌ワクチン

(PPSV23)が 53.8%，15価タンパク結合型ワクチン(PCV15)が 40.4%，20価タンパク結合型

ワクチン(PCV20)は 51.9%であった。一方，21 価タンパク結合型ワクチン(PCV21)は

82.7%であった。

これまでの研究も含めて本サーベイランスによって継続的に山形県における侵襲性感

染症のデータが蓄積されている。このデータは侵襲性細菌感染症の診療を続ける上で極

めて有用であり，その情報を地域の医療現場だけでなく，社会にも還元することで，ワ

クチン接種の意義を広く伝えることができると考えられる。

A. 研究目的

侵襲性肺炎球菌感染症(IPD)，侵襲性イ

ンフルエンザ菌感染症(IHD)，侵襲性髄膜

炎菌感染症(IMD)，劇症型溶血性レンサ球

菌感染症(STSS)は，一般に重症化率・致

命率が高い侵襲性細菌感染症である。こ

れまで成人の侵襲性細菌感染症のサーベ

イランスを目的として，「成人重症肺炎サ
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ーベイランス構築に関する研究」（平成25

～27 年），「成人の侵襲性細菌感染症サー

ベイランスの構築に関する研究」（平成28

～30 年），｢成人の侵襲性細菌感染症サー

ベイランスの充実化に資する研究｣（令和

1～3 年），｢成人の侵襲性細菌感染症サー

ベイランスの強化のための研究｣（令和 4

〜6年）の先行研究が実施され，山形県に

おける侵襲性細菌感染症の発生状況を経

年的に明らかにすることができた。

あらためて令和 7 年度から本研究が始

まり，先行研究に引き続いて山形県内の

成人の侵襲性細菌感染症の発生動向をサ

ーベイランスした。さらに，そこで得ら

れた情報を県内各医療機関にフィードバ

ックすることによって，地域での診療に

活用してもらうよう図った。

B. 研究方法

本研究の実施にあたり，これまでと同

様に山形県健康福祉部，山形県の 2 次医

療圏（村山，庄内，置賜，最上）および

中核市（山形市）の各管轄保健所，なら

びに山形県衛生研究所に全面的に協力し

ていただいている。令和 7 年度は山形県

内の 10 医療機関から協力をいただいて，

本研究を開始した。これらの 10 医療機関

はいずれも県内の基幹病院や地域の中核

病院である。これらの協力病院には重症

患者が多く集積するため，県内の侵襲性

細菌感染症の症例の大部分をカバーでき

ていると推測される。したがって，対象

症例の分離菌の捕捉率を向上させ，さら

なるサーベイランスの強化を目指すとい

う目的を十分果たすことができると考え

られる。

実際の研究体制は先行研究と同様であ

る。まず症例登録について，侵襲性細菌

感染症（IPD，IHD，IMD，STSS）を診断し

た医師により感染症法に基づいて発生届

を提出してもらった。その際分離された

菌株は，各医療機関の細菌検査室でマイ

クロバンクに一時凍結保存し，年 3 回（8

月，11 月，1 月）の予定で後日まとめて

収集した。菌株の収集に合わせて症例調

査票の記入を依頼して，症例情報を各管

轄保健所に提出してもらった。さらに，

保健所を通じてそれらの症例の基本情報

を県の担当者と共有した。

各医療機関で保存された菌株は，菌株

収集の前日から寒天平板培地で再培養さ

れ，当日に管轄保健所の職員により回収，

衛生研究所に搬入された。衛生研究所に

集約された回収菌株はまとめて国立感染

症研究所細菌第一部に送付されて研究対

象株となった。そして，菌株の解析結果

は，研究分担者から各協力医療機関にフ

ィードバックした（図 1）。

図 1. 山形県における研究体制

（倫理面への配慮）

本研究は国立感染症研究所の倫理審査
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届出感染症に該当することから，患者の

個人情報については報告の義務が生じる

ため，本研究での同意の必要はないもの

の，個人情報の保護を遵守し，その拡散

防止に十分な注意を払いつつ研究を進め

ている。このため各協力医療機関および

患者情報に対して，それぞれ番号を付与

して匿名化を行なっている。

C. 研究結果

1. 侵襲性肺炎球菌感染症(IPD)

1) IPD の発症状況

令和 7年度（令和 7年 3月〜令和 8年 2

月）までの研究期間中に集積された成人

IPD 症例数は 20 例であった（表 1）。男女

比を見ると，男性が 14 例，女性が 6 例で

あり，男性の方が多かった。年齢分布は

48歳から 92歳までであり，その中央値は

73.5 歳であった。男女別の年齢中央値は

男性 73.5 歳，女性 75 歳と女性の方がや

や高齢であった（表 1）。

基礎疾患や合併症を有する例が 20 例中

15 例（75.0％）であった。その内訳（症

例重複あり）は，心血管疾患が 7 例，自

己免疫性疾患が3例（関節リウマチ，IgG4

関連疾患），悪性腫瘍（肺癌，原発不明癌）

が 2 例，糖尿病が 2 例，血液疾患（自己

免疫性溶血性貧血，多発性骨髄腫）が 2

例，気管支喘息が2例，慢性腎臓病が1例，

慢性閉塞性肺疾患（COPD）が 1 例であっ

た。

肺炎球菌ワクチンについて，全 IPD 症

例 20 例中，肺炎球菌ワクチンの接種歴が

あったのはわずか 2 例であり，接種され

たワクチンはいずれも 23 価莢膜多糖体肺

炎球菌ワクチン(PPSV23)であった。一方，

13 例にはワクチン接種歴がなく， 5 例は

記憶が曖昧，記録がない，などの理由で

接種歴が確認できず，不明とした。

表 1. IPD 症例

臨床病型は，菌血症を伴う肺炎が 14 例

と最も多かった。次いで菌血症・敗血症

が 4 例，感染性大動脈瘤，関節炎がそれ

ぞれ 1 例であった（表 1）。

調査票回収時における各症例の転帰は，

軽快が 12例，死亡が 8例であった（表 1）。

死亡例 8 例の年齢中央値は 85.5 歳であり，

うち 6 例は何らかの基礎疾患を有してい

た。また，死亡例の肺炎球菌ワクチン接

種歴については，明らかな接種歴があっ

たのは 1 例のみであり，未接種が 5 例，

接種歴不明が 2 例であった。

山形県における成人 IPD 症例件数の年

次推移（2014 年〜2025 年）を見ると，

2016 年をピークに徐々に IPD は減少傾向

にあったが，2020年からの COVID-19流行

に伴い，IPDの症例数はさらに減少して，

2023 年まで 10 例以下で経過した。昨年

（2024 年）から一気に増加して，今年も

同程度の症例数であった（図 2）。
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図 2. IPD 症例数の年次推移

2) IPD 由来肺炎球菌の血清型分布

研究期間中に収集された IPD 由来肺炎

球菌 20株を解析したところ，12種類の血

清型を示した。血清型の内訳は，3が 5株，

次いで 35B が 3 株であった。他の血清型

は 6C と 35F が 2 株，残りは 6B，11A/E，

15A，19A，20，22F，23A，23Bがそれぞれ

1 株ずつであった（図 3）。

3) 肺炎球菌ワクチンカバー率

現在，国内で使用できる肺炎球菌ワク

チンは 23 価莢膜多糖体肺炎球菌ワクチン

(PPSV23)，15 価タンパク結合型ワクチン

(PCV15)，20 価タンパク結合型ワクチン

(PCV20)，21 価タンパク結合型ワクチン

(PCV21)である。2026 年から PPSV23 に代

わり PCV20 が高齢者の定期接種となった。

2019 年〜2025 年の IPD 分離株におけるこ

れら 4 種類のワクチンの血清型カバー率

を 2019 年〜2022 年と 2023 年〜2025 年に

分けて比較した（図 3）。2019年〜2022年

では PPSV23，PCV15，PCV20 のワクチンカ

バー率はそれぞれ 55.1％，40.8％，

53.1％であったが，2023 年〜2025 年では

それぞれ 53.8％，40.4％，51.9％とやや

低下した。一方，新たに導入されたPCV21

のカバー率は 82.7％と高いレベルであっ

た。2019 年〜2025 年の血清型カバー率の

年次推移を見ても，PCV21は他のワクチン

と比べて高いカバー率を維持している

（図 4）。

図 3. IPD の血清型分布

図 4. IPD の血清型カバー率の年次推移

2. 侵襲性インフルエンザ菌感染症(IHD)

1) IHD 発生状況

研究期間中に報告された成人 IHD 症例

は 5 例であった。COVID-19 パンデミック

が始まった 2020 年から昨年までと比較し

て，2025 年は増加した（図 5）。いずれも

病型は菌血症を伴う肺炎が 3 例，敗血症



別紙３

が 1 例，胆管炎が 1 例であった。莢膜型

はいずれも NTHi であった。届出の時点で

の臨床的な転帰は軽快が4例，死亡が1例

であった（表 2）。

図 5. IHD 症例数の年次推移

表 2. IHD 症例

3. 侵襲性髄膜炎菌感染症(IMD)

1) IMD 発生状況

研究期間中に IMD 症例の発生は報告さ

れなかった。

4. 劇症型溶血性レンサ球菌感染症(STSS)

1) STSS 発生状況

研究期間中に集積された STSS は 7 例で

あった（表 3）。内訳は男性が 5 例，女性

が 2 例であり，男性の方が多かった。年

齢分布は 61 歳から 96 歳までであり，そ

の中央値は 83 歳であった。男女別の年齢

中央値は男性 76 歳，女性 83.5 歳であっ

た。

調査票回収時における各症例の転帰は，

軽快が5例，死亡が2例であった（表3）。

分離菌株の Lancefield 分類は， G 群が

6株，A群が 1株であった。Lancefield 分

類で G 群であった菌株は 6 株全てが S. 

dysgalactiae sup. equisimitis (SDSE)，

A 群であった菌株は S. pyogenes と同定さ

れた。死亡例は 2 例とも G 群であった。

A群の菌株の emm 遺伝子型は emm49.0 で

あった。G 群の菌株の emm 遺伝子型は

stG6792.3 と stG485.0 がそれぞれ 2 株ず

つであり，他は stG840.0，stG652.1 がそ

れぞれ 1 株ずつであった（表 3）。

表 3. STSS 症例

病型は，蜂窩織炎が 4 例（G 群 4 例），

敗血症が 2 例（G 群 2 例），化膿性関節炎

が 1例（A群 1例）であった。また，死亡

した 2例は，蜂窩織炎が 1例，敗血症が 1

例であった。
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2019 年〜2024 年の STSS 症例の発生件

数の年次推移を示す（図 6）。2020年の 15

件と比較すると，2021 年〜2022 年の 2 年

間における件数は大幅に減少し，特に A

群溶血性レンサ球菌（GAS）は 2 年報告が

なかった。ところが，2023年から 2024年

にかけて GAS も含めて再び増加傾向にあ

った。しかし，2025 年はまた減少して，

特に GAS は 1 例のみであった。

図 6. STSS 症例数の年次推移

D. 考察

本研究では，先行研究で培われた侵襲

性感染症のサーベイランスデータの精度

をさらに向上させ，そこで得られたデー

タを地域にフィードバックすることによ

って，侵襲性感染症の診療および感染対

策の強化ならびにワクチン施策への貢献

を図っている。今年度は新たなサーベイ

ランスの初年度に当たる。

山形県の研究体制は，県および保健所，

衛生研究所による全面的な協力が得られ

ているため，これまで大変スムーズに研

究を推進することができている。先行研

究から引き続き，現在も 10 医療機関に協

力していただいている。この 10 医療機関

はいずれも地域の基幹病院であり，それ

ぞれの診療圏は県内 4 医療圏をほぼ網羅

することから，県内全域での侵襲性感染

症の菌株の捕捉率は十分に維持できてい

ると考える。

研究期間中の IPD 症例は，20例 12種類

の血清型が確認された。COVID-19 流行下

では，その感染拡大に伴って IPD，IHD，

IMDのいずれの侵襲性感染症の罹患者数も

減少したことが報告された。2023 年の

COVID-19 の 5 類感染症移行に伴って，本

研究班の他の道県では IPD の症例数が

COVID-19 流行期と比べて再び増加したが，

山形県では 1 年遅れて 2024 年から IPD が

増加した。2025 年も同程度の発生数であ

った。

高齢者の肺炎球菌ワクチンについては，

接種率そのものの低下が問題となってい

る 1)。高齢者の肺炎球菌ワクチンの定期

接種として，2026年から従来の PPSV23に

代わり，PCV20が開始される。さらに，従

来のカバーから外れる血清型もカバーす

る PCV21 が認可された。今年度の山形県

における PPSV23，PCV20，および PCV15の

ワクチンカバー率は昨年度よりもやや低

下したが，それでも 40〜50％台のカバー

率を維持しており，極端な低下傾向は認

めない。一方，PCV21 のカバー率は

78.3％と高い水準を維持しており，

PPSV23，PCV20，および PCV15 を補完でき

ると考えられる。このような基礎データ

はワクチン接種を進める上で有用な情報

である。引き続きワクチンカバー率の変

化を見極め，ワクチン接種率との関連を

明確にするためにも，本サーベイランス

を継続する意義は高いと考える。
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研究期間中の成人 IHD の発生は 5 例で

あり，2019 年と同程度であった。2020 年

から 2024 年までは年間 0〜1 例で経過し

ていたため，6年ぶりの発生数の増加であ

った。しかし，その増加した理由は不明

である。また，引き続き IMD の報告はな

かった。

STSS については，IPD と同様に COVID-

19 流行後に GAS による STSS が増加したと

いう報告 2)3)がある。山形県でも同様の事

象が見られ，2024年には 20例の報告があ

った。しかし，2025 年の報告数は 8 例に

減少した。特に 2024 年は GAS は 6 例であ

り，その多くが emm1.0, M1UK sublineage

であった。2024 年は国内で GAS の M1UK 

sublineage が流行したが，山形県内の環

境表面のスワブにより検討したところ 4)，

M1UK sublineage 遺伝子は，郡部よりも都

市部の方からより多く検出された。また，

M1UK sublineage 遺伝子は夏季よりも冬季

の方がより多く検出された。ところが，

2025 年は一転して GAS の報告は 1 例のみ

であったが，その理由ははっきりしない。

GAS による STSS において，血液培養が陽

性になるのは 60〜86％とされる 5)。実際，

臨床的に STSS の病像を呈しているにもか

かわらず，培養陰性で細菌学的診断が難

しく，原因菌を特定できない症例を経験

する。すなわち，培養陰性のため STSS と

診断されない症例が一定数存在すると推

測される。その根拠として，培養陰性の

STSS 症例において，我々はサンガーシー

クエンスなどの遺伝子診断法を用いてGAS

を特定する方法を検討，報告した 4)。こ

の方法により潜在的に存在する STSS を診

断することができれば，臨床的にも有用

であろう。

最後に本研究の課題として，引き続き

登録症例の臨床情報の収集が一部で不十

分であったことが挙げられる。少なくと

も調査票の記載漏れがなくなるよう，あ

らためて患者情報の確実な収集を図りた

い。

E. 結論

本研究のサーベイランスにより，山形

県内におけるデータが集積され，その情

報を基に地域レベルで侵襲性細菌感染症

の現状を把握することができた。

また，本研究のサーベイランスで得ら

れた基礎データは，今後のワクチン接種

を進める上で有用な情報である。引き続

きワクチンカバー率の変化等を見極め，

ワクチン接種率との関連を明確にするた

めにも，本サーベイランスを継続する意

義は高いと考える。

本研究を継続することで，山形県におけ

る侵襲性細菌感染症のサーベイランスを

質的・量的に強化したい。
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立場から．第 74 回日本感染症学会

東日本地方会学術集会・第 72 回日

本化学療法学会東日本支部総会，新

潟，2025.

7) 森福治，加藤裕一，川合英樹，織田

士子，関口徳志，伊豆野良太，阿部

修一，森兼啓太，蜂谷修．山形県村

山地域 AMR（薬剤耐性）ネットワー

クの活動報告～山形県村山地域の薬

剤耐性の現状～．第 40 回日本環境

感染学会総会・学術集会，横浜，

2025．

8) 阿部修一．基幹病院における抗酸菌

症のコンサルテーション．第 65 回

日本呼吸器学会学術講演会，共同企

画 2（日本結核・非結核性抗酸菌症

学会）「抗酸菌症の臨床」，東京，

2025．

9) 鈴木裕，須藤真由，佐藤美紀，阿部

智 哉 ， 五 十 嵐 純 子 ， Dhammika 

Leshan Wannigama，阿部修一．実

地臨床での壊死性筋膜炎の原因菌診

断における遺伝子検査の有用性．第

36 回日本臨床微生物学会総会・学

術集会，名古屋，2025．

H. 知的財産の出願・登録状況
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成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの充実化に資する研究に関する研究

（2025 年度の報告）

研究分担者 大島 謙吾、中山麻美 東北大学 総合感染症科

             

研究要旨

肺炎球菌とインフルエンザ菌は成人の市中肺炎の主要な原因菌であり，しばしば菌血

症を合併する．我々は，2013 年より宮城県における侵襲性肺炎球菌感染症（invasive 

pneumococcal disease：IPD）と侵襲性インフルエンザ菌感染症（invasive Haemophilus 

infeluenzae disease：IHD）について，宮城県内の各病院の協力を得てサーベイランス

システムを構築し，患者情報収集と菌株の解析を継続してきた．2016 年度からは IPD と

IHD に加えて，劇症型溶血性連鎖球菌感染症（streptococcal toxic shock syndrome: 

STSS）と侵襲性髄膜炎菌感染症（invasive meningococcal disease: IMD）もサーベイラ

ンスの対象とした．本報告は 2025 年度（自 2025 年 1 月 1 日，至 2025 年 12 月 31 日；便

宜上暦日にて年度を区切っている）は，宮城県において 28 例の IPD 症例が報告された．

その中で成人例は 25 例であった．うち 16 例で患者情報を収集し（2025 年 12 月 31 日現

在，以下同じ），菌株の解析を完了した．2025 年に宮城県で発生した IPD 症例由来の肺

炎球菌の莢膜血清型のワクチンのカバー率は，結合型 7 価ワクチン 12.5％, 結合型 13

価ワクチン（PCV13）25.0%，結合型 20 価ワクチン 43.8％多糖型 23 価ワクチン（PPSV23）

43.8%であった．成人の IHD の報告は 3 例であり，うち 2 例で菌株と患者調査票を収集し

た。成人の STSS は 8 例が報告され，2 例の臨床情報と菌株とが収集できた．成人の IMD

は 6 年ぶりに報告され，4 例と過去最多であった。

A. 研究目的

肺炎球菌およびインフルエンザ菌は成人の市中肺炎の主要な原因菌であり，しばしば

菌血症を合併する．小児では 2013 年 11 月からは，13 価のワクチンが導入された．一方，

成人においては，23 価多糖型肺炎球菌ワクチン（PPSV23）が，2014 年 10 月から，65 歳

以上の高齢者に PPSV23 の定期接種が開始された．このようなワクチン行政を背景にし

て，成人における IPD のサーベイランス体制の確立と人口ベースにおける PPSV23 の有

効性を評価することが求められている．加えて，インフルエンザ菌についても小児にお

いて H. influenzae type B（Hib）ワクチンの普及によって Hib 感染症が激減した．そ

の一方で国内外において相対的に侵襲性 non-typeable H. influenzae 感染症が漸増し

つつあり，その疫学的調査が課題となっている. また，劇症型溶血性連鎖球菌感染症

(STSS)は，急速に進行する皮膚軟部組織感染症として，成人にもしばしば発症し，急激

に多臓器不全に至る．侵襲性髄膜炎菌感染症（IMD）は Neisseria meningitidis（髄膜炎



菌）によって引き起こされる感染症で，無菌部位からの髄膜炎菌の証明によって診断さ

れる．IMD は，本邦においては稀な感染症ではあるが，その予後は不良である．髄膜炎菌

は飛沫によって感染するため，接触者には化学予防を行う必要があり，公衆衛生上のイ

ンパクトの大きい．STSS と IMD とは感染症法によって 5 類感染症に定められているが，

共に頻度が低い疾患ということもあり，成人における十分な疫学データが得られていな

いとい

う現状がある．このような背景を踏まえて，本研究の目的は

1） PPSV23 及び PCV13 の接種の普及による成人の IPD の原因莢膜型の推移を，宮城

県において調査すること

2） 成人における IHD の患者発生動向，臨床像及び原因菌の血清型分布の動向を宮

城県において調査すること

3） 宮城県における成人の STSS と IMD の疫学データを把握すること

である。

B. 研究方法

1．サーベイランスシステムおよび菌株・患者情報収集体制

感染症 5 類全数把握疾患として届け出がされた情報（NESID）をもとに本研究分担者に

患者発生医療機関，患者年齢についての情報提供を受ける．この情報提供に基づいて発

生医療機関の協力者へ連絡を行い，患者調査票の記入と菌株の保存と輸送を依頼する．

（倫理面への配慮）

研究代表である国立感染症研究所および分担研究者の所属機関である東北大学病院にお

いて倫理委員会の承認を得た．基本的に連結不可能な匿名化されたデータを元に解析を

行った．

C. 研究結果

1. IPD，IHD，STSS および IMD におけるサーベイランスシステムおよび患者情報，菌株

確保の体制について

宮城県においては 2025 年 1 月 1日-同年 12 月 31 日の期間に 28 例の IPD が感染症法 5

類全数把握疾患として届け出られた．この中で，15 歳以上の IPD 症例は 25 例であった．

IPD については，12 の医療機関から報告され，そのうち 11 の医療機関が研究協力機関で

あった．2025 年 12 月末日の時点で，IPD については各医療機関の協力により，28 例中

16 例で菌株と患者調査票の回収が完了した．IHD については当該期間中に 3 例の報告が

あり，うち 2 例で菌株と患者調査票を回収できた．STSS については，当該期間中に 8 例

の報告があり，2 例で菌株と患者調査票を回収できた．IMD は当該期間に 4 例の発生があ

り全例で患者調査票と菌株を解析できた．



2. 宮城県における成人 IPD 25 症例の解析（2024 年報告分）

宮城県における 2024 年の成人の IPD 症例の平均年齢は 75.5 歳（調査票が得られた症

例のみ対象）で，男女比は 9：7 であった．病型は菌血症をともなう肺炎 10 例，髄膜炎

が 1 例，化膿性関節炎が 1 例，胆のう炎が 1 例，単純性菌血症が 1 例であった（他 2 例

は情報収集中）.

3. 2024 年の宮城県における成人 IPD 症例由来の肺炎球菌の莢膜血清型

2024 年の宮城県における IPD 症例から分離された肺炎球菌の莢膜血清型の PCV7 の

カバー率は 0%，PCV13, PCV20，PPSV23 についてはそれぞれ 30%, 37.5%, 43.8%，43.8%

であった．2013 年から 2025 年にかけての各血清型の発生数（年別）を図 1 に，2013

年から 2025 年における各ワクチンカバー率の推移を図 2 に示す．

4. 2022 年から 2024 年の宮城県における成人 IPD 症例由来の肺炎球菌の薬剤感受性

宮城県における 2025 年の IPD 症例から分離された肺炎球菌では，PRSP は 4 株（16％）

であったが PISP は 2 株（8％）であった（非髄膜炎基準）

5. 2024 年の宮城県における成人 IHD 症例由来のインフルエンザ桿菌菌株の解析

宮城県における 2025 年の IHD 症例は 3 例報告され，3 例とも成人であった．うち 2

例において菌株と患者調査票を回収し，解析を行った．血清型はいずれも NTHi であ

った。

6. 宮城県における STSS 8 症例の解析（2025 年報告分）

宮城県において 2025 年に報告された STSS 症例は 8 であった．そのうち，2 例の菌株

と患者調査票を回収することが出来た．起因微生物は 1 例が Streptococcus pyogenes, 

1 例が Streptococcus dysgalactiae subsp. equisimilis であった。死亡例は 11 例

（50.0％）であった．

7. 2025 年の宮城県における STSS 症例由来の菌株の薬剤感受性

宮城県において 2025 年に報告された菌株の薬剤感受性検査ではペニシリン系抗菌薬

への耐性は確認されなかった．

Ｄ．考察

2025 年各侵襲性細菌感染症の報告数はいずれも新型コロナウイルス感染症の流行期

に一時的に低調となったが回復基調にある．これは 2023 年 5 月 8 日の新型コロナウイ

ルス感染症が 5 類感染症に移行したことにより，マスクの着用頻度が減じたためと思わ

れる．この影響は特に気道感染する侵襲性肺炎球菌感染症に顕著に表れている．侵襲性



髄膜炎菌感染症が孤発で一年間に 4 例発生したのは初めてであった．

E. 結論

2025 年の宮城県においては，2013 年から開始されたサーベイランスに引き続いて患者

調査票による臨床情報の収集と菌株の譲渡，輸送，解析を継続することが出来た．新型

コロナウイルス感染症蔓延期では，各侵襲性細菌感染症の報告数は落ち込んだが，その

蔓延期以前の報告数に回復しつつある．侵襲性肺炎球菌感染症においては下気道感染が

コロナ蔓延期と同様に大半を占めた．

侵襲性髄膜炎菌が 6 年ぶりに発生し，4 例と過去最多を記録した．今後の発生動向を

注視してゆく必要がある．

図 1 2013 年-2025の IPD 症例由来の血清型



図 2 肺炎球菌血清型のワクチンカバー率の推移
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成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの強化のための研究

新潟県における侵襲性細菌感染症の動向

分担研究報告書

研究分担者 田邊 嘉也 新潟県立新発田病院（新潟大学 非常勤講師）
研究協力者 津畑 千佳子 新潟南病院（新潟大学 特別研究員）

研究要旨
これまでの大石班から引き続く形でのサーベイランスの検討でこれまで構築した新潟県

内各施設との情報収集に関する連携システムは継続できており、確実な検体送付が行われ
ている。

新潟県内においては 2020 年度から侵襲性肺炎球菌感染症の頻度が年々減少する状況があ
ったが 2023 年から発生数の増加がみられ 2024 年も継続して増加したが今年度は減少に転
じた。劇症型連鎖球菌感染症においては 2020 年度においても有意な減少なくその後も年々
増加の傾向があり 2024 年は過去最高の報告数であったが今年度は減少している。侵襲性イ
ンフルエンザ菌感染症は前年度 11 例から 9 例と増加はみられず。

2020 年からの新型コロナウイルス感染症の広がりにともなう新しい生活様式（ユニバー
サルマスク、3 密回避等）の影響で減少していたいくつかの感染症がほぼコロナ禍前のレベ
ルにおちついてきている印象である。

さらに次年度からは定期接種対象肺炎球菌ワクチンが PCV20 に変更になったことで非ワ
クチン株（NVT）による発生割合がどのように推移するか継続的な観察が重要である。

Ａ．研究目的
  1 道 9 県において各医療機関からの IPD、IHD、STSS および IMD 分離菌株を地方衛生
研究所経由で国立感染症研究所に収集する流れを構築しその発生動向を確認する。

分担研究者はとくに新潟県内の各侵襲性感染症患者の情報収集、菌株収集のシステム構
築を行った。収集情報としては年齢、性別、併存症、病型（肺炎、髄膜炎その他）、ならび
に使用抗菌薬、予後である。また、IPD についてはワクチン接種歴の有無を確認する。

Ｂ．研究方法
1.登録症例；県単位のネットワークによる成人における IPD および IHD、STSS、IMD 症
例について全数登録する。



2. 分離菌の収集と検査：医療機関で分離された血液、髄液などの無菌的検体あるいは喀痰
由来菌株を地方衛生研究所経由で送付し、血清型および MLST 検査を実施する。

5 類全数把握疾患として各施設から届けられる報告書に基づき、新潟県管轄保健所ならびに
新潟市保健所から症例発生について連絡をいただき、その後各報告症例について主治医に
対して診療情報の提供を依頼する。

追加臨床情報収集については新潟県内の感染対策の地域ネットワーク（新潟医療関連感
染制御コンソーシアム Consortium against Health care Associated Infection in Niigata：
CHAIN）を利用して検査技師にも協力を依頼する。       
（倫理面への配慮）
  研究主体である国立感染症研究所の倫理委員会の承認を得た上で、本研究は既存の診療
情報を用いる研究であるため、インフォームドコンセントの必要性は該当しない。診療録
情報の不足について主治医に問い合わせを行う場合があるが、過去の診療情報を補完する
ものであり、疫学研究の倫理指針（平成 20 年 12 月 1 日改定 ）に照らして研究参加の同意
は必ずしも必要ない。しかし、施設によっては流行予測調査参加同意書を作成し患者より
同意を得た上で菌株の移動をおこなう。研究計画については内容を感染研・感染症疫学セ
ンターのホームページ（http://www.nih.go.jp/niid/ja/from-idsc.html）に公表し、患者
から拒否の申し出があった場合にはこれに対応する。

Ｃ．研究結果
1)サーベイランス体制の構築について

菌株の収集や臨床情報の取得については前研究班で構築した体制をそのまま利用した。
保健所ならびに県内の感染制御ネットワーク（新潟医療関連感染制御コンソーシアム

Consortium against Health care Associated Infection in Niigata：CHAIN）と連携して行
うことを継続した（図１）。県内の主要な施設は網羅されており、報告例の把握と菌株の提
出率は高い状態を維持できている。

CHAIN を活用することにより、報告や菌株保存ならびに提出への流れを個人の医師の意
識にたよることなく ICT により組織的に対応することができ、報告率、菌株の補足率を上
げることが可能となった。
2) IPD について

2017 年をピークに減少に転じたが新型コロナウイルス感染症の流行がはじまった 2020
年からその減少の程度が顕著となり 2022 年度はこれまでで最低の発生数であったが 2023
年度、2024 年度は増加には転じ、2025 年度は再度減少した。（図２）血清型置換はこれま
で徐々に進んでいたが PCV21 の発売により NVT の割合は減少する（図３）。
3)他の侵襲性感染症について

IHD の報告数は 2020-2022 年度で非常に少なかったが 2023 年度から増加し 2024 年度か



らはコロナ禍前と同様のレベルといってよい。（図４）STSS については IPD、IHD とは異
なり明らかな減少は見られずむしろ増加といってよい状況で 2024 年度は突出して多かった
が今年度は 15 例と一気に減少した。（図５）STSS 報告例における M1UK 株の割合は増加
せず（図６）死亡例も基礎疾患を有する患者のみであった。IMD は今年度 1 例の報告があ
った。

Ｄ．考察
新潟県は侵襲性肺炎球菌のサーベイランス開始当初から報告書、菌株の提出率いずれも

高率で推移している。この点は感染制御コンソーシアム（CHAIN）内で周知し ICT 主導で
診断後の報告、菌株保存から提出について主治医とコミュニケーションをとる体制を継続
している。

今年度の発生動向の分析では、長期にわたった「新型コロナウイルス感染症」による生
活制限の影響がほぼなくなり、リバウンド的な各種侵襲性感染症の増加が昨年度みられた
が今年度はさらなる増加傾向をしめした感染症はみられずほぼコロナ禍前のレベルになっ
たようである。継続的なサーベイランス体制の維持が非常に重要であることがしめされて
おり今後も継続していくことが重要である。

今後の注目は IPD 発生におけるワクチンカバー率であろう。次年度から成人で PCV20
が定期接種開始となることでこれまでの小児において先行した PCV の接種による影響（間
接効果）から成人に対する PCV の直接効果による発生の違いが明確になる可能性がある。
あるいはさらに成人の流行株に特化した PCV21 の発売による影響も検討すべきであり今後
も本サーベイランスの重要性は変わらず非常に重要なものと考える。

Ｅ．結論
本年度は IPD、IHD、STSS それぞれの発生数の増加はみられずほぼコロナ禍前のレベル

にもどった可能性がある。IPD については次年度以降定期接種が PCV20 となることでの直
接効果を検討する上で今後も本サーベイランスが重要となる。

Ｆ．健康危険情報
  なし

Ｇ．研究発表
1.  論文発表
なし

2.  学会発表
なし



Ｈ．知的財産権の出願・登録状況
  （予定を含む。）
1. 特許取得
なし

2. 実用新案登録
なし

3.その他
なし
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厚生労働科学研究費補助金・厚生労働行政推進調査事業費補助金
（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）（分担）研究報告書

三重県における侵襲性細菌感染症サーベイランス

研究分担者 三重県立一志病院 丸山貴也

Ａ．研究目的

1.三重県の医療機関で発症した成人の侵襲性細菌感染症を評価する体制を構築する。

2.IPD,IHD,STSS,IMD と診断された症例の患者情報と菌株を収集し、感染症研究所で莢膜型、

遺伝子型、薬剤感受性などを精査する。

       

Ｂ．研究方法

1.三重県の基幹定点医療機関 9 施設＋1 施設については保健環境研究所で

菌株、患者情報を一括して収集し、国立感染症研究所へ送付する。

2.それ以外の医療機関については、三重県立一志病院で菌株を収集し、国立感染症研究所へ

送付する。         

（倫理面への配慮）

本研究では、必要な検体は研究参加前に採取、保存されている菌株を用いるため、予想され

る不利益は少ないものと考えられる。       

Ｃ．研究結果

三重県在住者では、令和 7 年度は IPD4 例,IHD 3 例、STSS 11 例が集積された。

今年度の IPD 莢膜型は 35F: 1 例, 3 型： 1 例, 10A: 1 例, 23A 型：1 例が検出された。

IHD の血清型は全て NTHi で、STSS は G 群 7 例、A群 2 例、B 群 2 例であった。

Ｄ．考察

令和 5 年度 IPD14 例,IHD 6 例、STSS 18 例から、令和 6 年度 IPD 7 例、IHD3 例、STSS23 例、

令和 7 年度は IPD4 例,IHD 3 例、STSS 11 例と、一時期の COVID-19 に対する感染対策の緩和

による侵襲性細菌感染症の増加から、減少傾向にあるものと推察される。

Ｅ．結論

調査に協力していただけなかった医療機関は無く、良好な関係が築けていると考える。

今後も引き続き行政と連携をとり、菌株と臨床情報の収集につとめる。

G．研究発表

1.  論文発表

1. Tokimatsu I, Fujikura Y, Matsumoto T, Tsukada H, Miki M, Morinaga Y, Sato J, 



Takahashi S, Hasegawa N, Yanagisawa H, Sasaki T, Tamaru N, Takahashi H, Kurai D, 

Uwamino Y, Kudo M, Nagano Y, Youkou A, Kawasaki S, Tabata A, Iinuma Y, Miyajima Y, 

Yamamoto Y, Mikamo H, Ohta H, Maruyama T, Nakamura A, Shirano M, Fujikawa Y, Fukumori 

T, Ogawa T, Kakeya H, Yoshida K, Utsunomiya K, Kobashi Y, Tokuyasu H, Hino S, Yatera 

K, Fujita M, Yanagihara K, Kosai K, Hiramatsu K, Muranaka H, Shinzato T. Nationwide 

surveillance of antibacterial susceptibility in bacterial respiratory pathogens in 

Japan, 2022-2023. J Infect Chemother. 2025 Oct;31(10):102781. doi: 

10.1016/j.jiac.2025.102781.

2. Mukae H, Iwanaga N, Horita N, Komiya K, Maruyama T, Shindo Y, Imamura Y, Yatera 

K, Yamamoto Y, Yanagihara K, Shime N, Senda K, Takahashi H, Higa F, Matsumoto T, 

Miki M, Teramoto S, Tsukada H, Yoshida M, Miyashita N; members of the systematic 

review team of the Japanese Respiratory Society for the Japanese Clinical Practice 

Guidelines for Pneumonia in Adults 2024. The JRS guideline for the management of 

pneumonia in adults 2024. Respir Investig. 2025 Sep;63(5):811-828. 

3. Tsuchihashi Y, Tamura K, Matsumoto K, Mitsushima S, Fujiya Y, Kuronuma K, Tanabe 

Y, Kasahara K, Maruyama T, Gotoh K, Nakamatsu M, Oshima K, Abe S, Nishi J, Arakawa 

Y, Ikebe T, Sunagawa T, Akeda Y, Oishi K; Adult STSS Study Group. Comparative 

analysis of streptococcal toxic shock syndrome caused by three β-hemolytic 

streptococcal species in Japan. Int J Infect Dis. 2025 Sep;158:107962. doi: 

10.1016/j.ijid.2025.107962.

2.  学会発表

1. 丸山貴也、特別報告、肺炎予防の理解促進のための教育活動、第 65 回日本呼吸器学会学

術講演会

2. 丸山貴也、成人肺炎球菌ワクチンの予防戦略 ～定期・任意接種の重要性～、PPSV23 の

予防効果と安全性について、第 65 回日本呼吸器学会学術講演会

3. 丸山貴也、菅 秀、谷口清州、免疫抑制患者に対する PCV13/PPSV23 連続接種と PPSV23 単

独接種の有効性の比較 －二重盲検無作為化比較試験－、第７９回国立病院機構総合医学会

4. 丸山貴也、医科・歯科連携：高齢者肺炎予防はワクチンと口腔ケアの両輪で 高齢者肺炎

予防におけるワクチンの重要性、第 40 回日本環境感染学会総会・学術集会

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況

  （予定を含む。）

該当無し



厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）

分担研究報告書

奈良県における成人の侵襲性肺炎球菌感染症・侵襲性インフルエンザ菌感染症・
劇症型溶血性レンサ球菌感染症・侵襲性髄膜炎菌感染症サーベイランスに関する研究

研究分担者 笠原 敬 奈良県立医科大学感染症内科学講座

Ａ．研究目的

奈良県における成人のIPD，IHD，STSS，
IMDの人口ベースの罹患率を経時的に評価
する．患者情報および分離菌株を収集し，上
記感染症の危険因子や予後などの臨床的特徴
や，薬剤感受性率やワクチンのカバー率など
の細菌学的特徴を明らかにする．

Ｂ．研究方法

奈良県内で院内に微生物検査室を有する9
施設でIPD，IHD，STSS，IMDが発生した場

合，菌株を国立感染症研究所に送付して細菌

学的検討を行った（図 1）．また患者情報は

主治医が記入し，国立感染症研究所を経由し

て研究分担者に送付され，臨床的検討を行っ

た．本研究における菌株・研究調査票の送付

の流れと検査結果還元の流れを示す（図 2，
図 3）．

図 1 本研究における研究協力病院

図 2 菌株・研究調査票送付の流れ

図 3 検査結果還元の流れ

（倫理面への配慮）

本研究は，国立感染症研究所および奈良県

立医科大学の倫理審査委員会での承認がなさ

れている．必要な検体は研究参加前に採取し，

保存されている菌株を用いるため，予想され

る不利益はない．また患者情報・菌株送付の

いずれにおいても連結不可能・匿名化されて

いる．

所轄保健所感染症発生届

菌株収集対象医療機関

国立感染症研究所

菌株および研究調査票

菌株収集対象外医療機関

国立感染症研究所

研究班（笠原・明田）

協力医療機関

研究要旨

奈良県内で微生物検査室を有する 9 医療機関を対象に，成人の侵襲性肺炎球菌

感染症（IPD），侵襲性インフルエンザ菌感染症（IHD），劇症型溶血性レンサ

球菌感染症（STSS）および侵襲性髄膜炎菌感染症（IMD）の臨床情報および

菌株を収集する体制を整備した．IPD は 2025 年は NESID 届出件数 40 件と

過去最高となり、このうち男性 25 件、女性 15 件で平均年齢は男性 71.1 歳、

女性 74.1 歳であった。回収された 13 株の肺炎球菌の血清型は 35B が 4 株、

38 が 3 株、22F が 2 株、23B が 1 株、23F が 1 株、3 が 1 株、19A が 1 株で

あった。IHD は 3 件、STSS は 27 件の届出があり、IMD は届出がなかっ

た。IPD と STSS は 2025 年は過去最高の届出数となった。

菌株の収集が遅れており、引き続き症例および菌株の検討を継続する予定であ

る。



Ｃ．研究結果

(1) IPDについて

IPD は 2025 年は NESIDで全 48 件の届出

があった。このうち 8 件は 18 歳未満の小児

例であった。成人例 40 件のうち男性 25 件、

女性 15 件であり、平均年齢は 72.3 歳であっ

た。推定される奈良県における人口 10 万人

あたりの発生頻度は成人人口を 115万人とす

ると、5 類全数届出となった 2013 年 4 月か

ら 2025 年 12 月 31 日までの間に成人の侵襲

性肺炎球菌感染症（invasive pneumococcal 
diseases, IPD）は奈良県で 278 件報告され、

推定される 2025 年の奈良県における人口 10
万人あたりの発生頻度は成人人口を 115万人

とすると，3.5 件となる（図 4）。2025 年は

13株の肺炎球菌を回収した。血清型は 35Bが

4 株、38 が 3 株、22F が 2 株、その他に 3、
19A、23F がそれぞれ 1 株ずつであった。そ

れぞれの株の MLST と血清型、薬剤感受性を

示す（図 5）。

図 4 奈良県における人口 10 万人あたりの

IPD 発生頻度

図 5 2025 年に分離された肺炎球菌の MLST
と薬剤感受性検査結果

(2) IHD について

IHD は 2025 年は NESID で 6 件（うち成

人 3 件）の届出があり、男性 1 件、女性 2 件、

平均年齢は 84.7 歳であった。IHD の発生頻

度を図 6 に示す。

図 6 奈良県における人口 10 万人あたりの

IHD 発生頻度

(3) STSS について

STSS は 2025 年は NESID で 30 件の届出が

あり、27 例が成人であった（平均年齢 72.9 歳、

男性 16 件、女性 11 件）。現時点で 7 株収集し、

S. pyogenes が 4 株、S. agalactiae が 1 株、S. 
dysgalactiae subsup. equisimilis が 2 株である。

STSS の発生頻度は 2.3 件と過去最高となった。

(4) IMD について

2025 年の NESID における IMD の報告はな

かった。

Ｄ．考察

奈良県福祉医療部，奈良県保健研究センタ

ー，保健所，医療機関担当者の協力のもと，

奈良県内で微生物検査室を有する9医療機関

においてIPD，IHD，STSS，IMD患者の患者

情報および菌株を収集する体制を整備した．

IPDとSTSSについては2025年は過去最高

の届出数となった。

2025年にIPDで分離された肺炎球菌の血

清型の肺炎球菌ワクチンカバー率は7価が0%、

13価が16.7%、15価が33.3%、20価が33.3%、

21価が75%、23価が33.3%であった。2025年
は非ワクチン血清型である38型（ST393）が

3例確認された。本型は過去の報告（ST6429）
とは異なる遺伝子型であり、今後の動向に注
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意を要する。

Ｅ．結論

奈良県内で微生物検査室を有する9医療機

関を対象に，IPD，IHD，STSS，IMDの患者

情報および菌株を収集する体制が整い，患者

および菌株の評価を行った．今後も本事業を

継続し，人口ベースのIPDおよびIHDの罹患

率を評価し，あわせて患者背景や予後，薬剤

感受性やワクチンのカバー率などの検討を行

う．

なお，本研究の遂行にあたっては，奈良県

保健研究センター，奈良県福祉医療部医療政

策局疾病対策課，各保健所や各医療機関など

の多大なる協力を得ている．また本研究の結

果については，医師会や奈良県の感染対策啓

発事業などで適宜報告している．

Ｆ．研究発表

1.  論文発表
1. 高松優光, 常彬, 明田幸宏, 渡邊浩, 田

邊嘉也, 黒沼幸治, 大島謙吾, 丸山貴也, 
仲松正司, 阿部修一, 笠原敬, 西順一郎, 
横山彰仁．成人侵襲性肺炎球菌感染症

(IPD)の起因菌におけるペニシリン耐性

の状況．病原微生物検出情報月報．47(2), 
30-31, 2026.02.

2. Tsuchihashi Y, Tamura K, Matsumoto 

K, Mitsushima S, Fujiya Y, Kuronuma 
K, Tanabe Y, Kasahara K, Maruyama 
T, Gotoh K, Nakamatsu M, Oshima K, 
Abe S, Nishi J, Arakawa Y, Ikebe T, 
Sunagawa T, Akeda Y, Oishi K; Adult 
STSS Study Group. Comparative 
analysis of streptococcal toxic shock 
syndrome caused by three β-hemolytic 
streptococcal species in Japan. Int J 
Infect Dis. 158, 107962, 2025.09.

2.  学会発表
1. 田村恒介, 常彬, 新橋玲子, 笠松亜由, 

後藤憲志, 田邊嘉也, 黒沼幸治, 大島謙
吾, 丸山貴也, 仲松正司, 阿部修一, 笠
原敬, 西順一郎, 荒川悠, 金城雄樹, 明
田幸宏, 大石和徳．季節性インフルエン
ザの再流行と成人侵襲性肺炎球菌感染症
の再増加について．第99回日本感染症学
会総会・学術講演会．2025.04.
（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入）

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況
  （予定を含む．）

1. 特許取得
なし
2. 実用新案登録
なし
3.その他
なし



厚⽣労働科学研究費補助⾦（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 

分担研究報告書 

⾼知県における成⼈の侵襲性細菌感染症サーベイランスの充実化に資する研究 

令和 7 年度 研究報告書 

研究分担者 ⼭岸由佳 ⾼知⼤学医学部臨床感染症学講座 

研究協⼒者  荒川 悠   ⾼知⼤学医学部 感染症科 

       ⽯⽥ 正之 社会福祉法⼈近森会近森病院 呼吸器内科 

影⼭ 温⼦ ⾼知県衛⽣研究所保健科学課 

 

研究要旨 【背景】侵襲性肺炎球菌感染症（IPD）や侵襲性インフルエンザ菌感染症（IHD）、

劇症型溶⾎性レンサ球菌感染症（STSS）、侵襲性髄膜炎菌感染症（IMD）は第 5 類感染症

に指定されている重要な感染症である。成⼈のワクチンカバー率の推移など不明な点も多

いため、平成 25 年度から全国 10 道県で本研究班によるサーベイランスが開始され、⾼知

県も参加している。【⽬的】⾼知県における IPD、IHD、STSS、IMD の発⽣状況、患者背

景、⾎清型、予後を明らかにする。【⽅法】令和 7 年 1 ⽉から令和 7 年 12 ⽉末までの 12 か

⽉間に⾼知県内で届け出のあった IPD、IHD、STSS 症例の調査票を⽤いて患者背景を解析

した。提供の得られた菌株について国⽴感染症研究所にて⾎清型を解析した。【結果】令和

7 年 1 ⽉から 12 ⽉までの 12 か⽉間に IPD は 15 例の届け出があった。⾎清型は 11 例で判

明した。その結果判明した前年度の 23 価莢膜多糖体ワクチン(PPSV23)カバー率は 50.0%

であった。IHD は 7 例の届出があり、⾎清型は全例で NTHi であった。STSS は 2 例の届

出があり、いずれも⾎清型は G 群であった。本研究開始以降初めて当地域で IMD の発⽣が

あった。【結論】IPD、IHD が新型コロナウイルス感染症(COVID-19)の流⾏と感染対策に

よる影響により低下傾向であったが平年並みに改善している⼀⽅で SSTS は G 群のみ 2 例

と少なくなっていた。更に、研究開始以来、初めて当地域での IMD 症例が検出されており、

COVID-19 に対する感染対策の緩和と⼈流制限の解法により侵襲性細菌感染症の増加がみ

られている可能性があり、今後も動向を注視していく必要があると考えられる。 



Ａ．研究⽬的 
肺炎球菌は成⼈市中肺炎の起炎菌として重
要な菌である 1)。肺炎球菌感染症の⼤半は
菌⾎症を伴わない肺炎であるが⼀部の症例
では菌⾎症を伴う肺炎、敗⾎症、髄膜炎を起
こすことが知られており、侵襲性肺炎球菌
感染症（invasive pneumococcal disease、
以下 IPD）と呼ばれている。インフルエン
ザ菌も成⼈市中肺炎の重要な菌 1)であり、
同様に 侵 襲 性 イ ン フ ル エ ン ザ 菌 感 染 症
（ invasive Hemophilus influenzae 
disease、以下 IHD）を⽣じることがある。
IPDと IHD は平成 25 年 4 ⽉ 1⽇から第 5
類感染症に指定され、感染症法により 7 ⽇
以内の届け出が義務づけられた。平成 26 年
10 ⽉ か ら 65 歳以上の 成 ⼈ を対象に
PPSV23 ワクチンが定期接種化されるに⾄
った。このように肺炎球菌感染の重要性が
認識されワクチン接種も普及しつつあるが、
患者背景や⾎清型（莢膜型）の推移、ワクチ
ンのカバー率など不明な点も多い。これら
の点を明らかにする⽬的で、平成 25 年度か
ら全国 10 道県において成⼈の重症肺炎サ
ーベイランス構築に関する本研究を開始し
た。本全国研究の⼀環として⾼知県におけ
る IPD、IHD の発⽣状況、患者背景、莢膜
型を明らかにする⽬的で、調査を⾏った。ま
た、平成 28 年度からの第⼆期研究では同じ
く第 5 類感染症である劇症型溶⾎性レンサ
球 菌 感 染 症 （ streptococcal toxic shock 
syndrome、以下 STSS）、侵襲性髄膜炎菌感
染症（invasive meningococcal disease、以
下 IMD）（直ちに届出必要）も研究対象に加
わった。本年度は研究計画の最終年となる
が、昨年度に引き続き⾼知県における IPD、
IHD、STSS、IMD の発⽣状況、患者背景、

⾎清型を明らかにする⽬的に引き続き本サ
ーベイランスを⾏った。 
 
Ｂ．研究⽅法 
 令和 7 年（2024 年）1 ⽉から令和 7 年 12
⽉末までの 12 か⽉の間に⾼知県保健所に
届け出のあった成⼈（15 歳以上）の IPD、
IHD、STSS、IMD（IMD のみ全年齢）全
例を調査対象とした。⾼知県衛⽣研究所に
提出された調査票のデータをもとに患者の
年齢、性別、飲酒歴、喫煙歴、病型、基礎疾
患、ICU管理の有無、インフルエンザ同時
感染の有無、インフルエンザワクチン接種
の有無、 肺 炎 球 菌 ワ ク チ ン （ PCV13 、
PPSV23）摂取の有無、転帰を集積し解析し
た。また、⾼知県衛⽣研究所が菌株を回収し
国⽴感染症研究所にて⾎清型等を解析した。
IMD に関しては症例数が少ないため 10 道
県に限定せず全国規模で実施しリファレン
スセンターを介して菌株を回収する⽅法を
とった。 
 
（倫理⾯への配慮） 
本研究は、患者への侵襲や治療を伴う介⼊
研究ではない。匿名化された届け出情報の
みを扱い、患者個⼈が特定できないように
厳重に管理して解析を⾏った。菌株の⽣物
学的解析については患者個⼈の⽣体情報で
はないため患者の同意は必要としない。全
体研究の中央審査で倫理委員会の承認が得
られており、⾼知⼤学においても倫理委員
会の審査・承認を得ている(倫理委員会承認
番号 28-82)。倫理⾯の問題はない。 
 
Ｃ．研究結果 
 令和 7 年には 15 例の IPD の届出があっ



た.年齢分布は 36歳から 101歳で、中央値
は 76歳であった。 
解析できた 15 例中 9 例の病型は肺炎＋菌
⾎症で菌⾎症が 4 例、髄膜炎が 1 例であっ
た。無菌検体としての腸腰筋膿瘍から検出
された症例が 1 例みられた。 
菌株解析が可能であったのは 10 例であっ
た。 

⾎清型が前回報告以降で判明したのは 11
例(2025 年 3 ⽉まで 7 例、それ以降 4 例)で
あった。この結果により 2024 年度のワクチ
ンカバー率は 50.0%となった。 
 IHD は期間内で 7 例の届出があり、肺炎
菌⾎症が 6 例で菌⾎症例が 1 例であった。
前⾎清型が NTHi であった。STSS は 2 例
の届出があり。Lancefield 分類では全例が
G 群であった。IMD は 1 例報告があった。
IMD は前⾝を含めた本研究開始となる
2014 年以降初の報告となる。症例は 71歳
の⼥性で股関節痛を主訴に徒歩で救急受診
されたもので⾎液培養から髄膜炎菌が検出
された症例である。画像上仙腸関節炎を認
めており、髄膜炎菌による菌⾎症、化膿性仙
腸関節炎と診断した。⾎清型は Y であった。 
Ｄ．考察 
 ⾼知県は令和 8 年 4 ⽉時点での推計⼈⼝
63.8万⼈（⾼知県総務部統計課、前年より
0.8万⼈減少、減少率 1.4％）、65歳以上の
割合 36.6％（前年 36.1%）と全国でも最も
過疎⾼齢化かつ⼈⼝減少が進んでいる県の
⼀つである。東⻄に⻑く⼈⼝の半分が⾼知
市周辺に集中している。本研究班 10 道県の
中では過疎⾼齢化県を代表して参加してい
る。もともと⾼知県では⼈⼝が少ないこと
もあり IPD、IHD、STSS ともに発⽣数は
少なく、研究開始となる平成 26 年度から令

和元年度までの年間平均発⽣数は IPD が
14.33 例であった。さらに、新型コロナウイ
ルス感染症（COVID-19）の世界的蔓延のと
それに対する感染対策の影響により IPD が
本研究班の調査でも全国的に減少していた
ことが明らかになっており、COVID-19 流
⾏前(2017〜19 年）と⽐較して、流⾏後
(2020〜2022 年)には IPD罹患率は 60％減
少した 2)。当地域においても COVID-19 の
流⾏がみられた令和 2 年以降では COVID-
19流⾏前と⽐較し著明に減少していた。し
かし、昨年度末の報告から追加となった期
間内（令和 5 年 1 ⽉〜12 ⽉）では 11 例、
前年度報告は 19 例、本年度は 15 例と
COVID-19 流⾏以前の⽔準であった。この
要因としては⽇本国内においてマスク着⽤、
⼿洗い、⼿指消毒、うがい、密を避けるなど
の感染対策を国⺠全体が⾏うとともに、⾏
政側からの通知などにより国内外の⼈の移
動が⼤きく制限された影響により減少した
ものが徐々に緩和されるに従い増加してき
たものと考えられる。実際に COVID-19へ
の感染対策で侵襲性細菌感染症が減少した
という報告は国内外で報告されている(2)-(7)。
IHD についても COVID-19 流⾏前の状態
にまで増加している。STSS については、昨
年度、国内で A 群溶⾎性連鎖球菌（GAS）
を中⼼とした侵襲性溶⾎性連鎖球菌の発⽣
数が増加傾向となっており 9)、昨年度は
GAS4 例を含む 7 例の STSS の届出があっ
たが、本年度は 2 例でいずれも G 群であっ
た。本年度になり本県で初めて IMD が報告
されたが明らかな⼈的接触の無い症例であ
り、⾎清型は Y であった。COVID-19流⾏
期には IMD も減少することが報告されて
いるが 10)、流⾏期の感染対策が緩和されて



以降他の侵襲性感染症と同様に増加傾向と
なる可能性があり、更なるサーベイランス
の継続が重要と考えられる。 
 
Ｅ．結論 COVID-19流⾏に伴い低下して
いた侵襲性細菌感染症は増加傾向で流⾏前
の状況に戻っている。IMD などこれまで報
告の無かった疾患の報告も出てきておりサ
ーベイランスの継続が重要であると考えら
れる。 
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厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）
（分担）研究報告書

福岡県における成人の侵襲性細菌感染症サーベイランス

分担研究者   後藤 憲志 （久留米大学医学部 感染制御学講座）

研究要旨 福岡県の侵襲性細菌感染症患者より分離された肺炎球菌、インフルエンザ菌,
溶血性連鎖球菌および髄膜炎菌の収集、集積を行い、菌株の細菌学的解析を行った。2025 年 4 月～

2026 年 3 月の間に福岡県では 111 症例（菌血症を伴う肺炎 100 例、菌血症を伴う髄膜炎 8 例、その

他の菌血症 3 例）より肺炎球菌 111 株（血液由来 103 株、髄液由来 8 株）が分離、集積された。肺

炎球菌の優位な血清型は 3（26 株）,19A（11 株）, 22F（7 株）であり、21 価結合型肺炎球菌ワク

チンのカバー率は 73.6%と上昇傾向であった。69 症例中 8 例が早期に死亡していた。インフルエン

ザ菌は 31 症例（菌血症を伴う肺炎 23 例、菌血症 3 例）より 31 株分離され、血清型は non-typeable
が 29 例、type a, f がそれぞれ一例ずつであった。溶血性連鎖球菌は劇症型溶血性レンサ球菌感染症

62 症例より 62 株が分離され、Lancefield 血清型は G 群 27 株、A 群 23 株、B 群 11 株であった。

A. 研究目的

肺炎は 2011 年日本人の死亡原因の第 3 位の

疾患となった。肺炎球菌およびインフルエンザ

菌は成人の市中肺炎の主要な原因菌であり、特

に肺炎球菌はしばしば重症肺炎を惹起する。23
価肺炎球菌ワクチン（PPV23）はワクチン含有

血清型による侵襲性肺炎球菌感染症(invasive 
pneumococcal disease: IPD)および高齢者の肺炎

球菌性肺炎の予防効果が報告されている。平成

26 年 10 月より PPV23 は高齢者への定期接種が

開始されたこともあり、成人に対する侵襲性肺

炎球菌感染症サーベイランス体制の構築と人

口ベースでの肺炎球菌ワクチンの有効性評価

が求められている。成人でも新たな結合型肺炎

球菌ワクチンも使用可能となり侵襲性感染症

分離株の疫学は重要である。本研究は福岡県の

医療機関での IPD 患者からの分離株を解析し、

福岡県の IPDおよび侵襲性インフルエンザ菌感

染症の実態を明らかにし、かつ肺炎球菌ワクチ

ン導入後の肺炎球菌血清型の推移を追跡する

ことを目的とする。また、同様に侵襲性溶血性

連鎖球菌感染症についても解析を行う。

B. 研究方法

福岡県の医療機関での IPD 患者、侵襲性イ

ンフルエンザ菌感染症患者および侵襲性溶血

性連鎖球菌感染症患者から分離された肺炎球

菌、インフルエンザ菌および溶血性連鎖球菌を

国立感染症研究所に輸送し、血清型などについ

て解析した。

本研究に関しては久留米大学倫理委員会で承

認(研究番号:22522)を受けている。対象症例

が発生した他の施設では、研究の目的を含め

て、研究の実施についての情報を通知または

公開していただいている。

C. 研究結果

2025 年 4 月～2026 年 3 月の間に福岡県では

肺炎球菌は 111 症例（菌血症を伴う肺炎 100 例、

菌血症を伴う髄膜炎 8 例、その他の菌血症 3
例、）から分離、集積された。肺炎球菌の優位

な血清型は 3（14 株）が最も多く, 続いて 19A
（7 株）, 11A/E と 22F（それぞれ 5 株）の順で

あった。20 価、21 価のカバー率は 47.3%、73.6%
であった。2025 年度に福岡県で分離された肺炎

球菌においては PCV21 の方が高いことが明ら

かとなった。また 111 症例中 8 例（7.2%）は早

期に死亡していた。111 症例中 5 例に PPV23 接

種歴があった。死亡例のうち１例は PPV23 を接

種していた。

インフルエンザ菌は 31 症例（菌血症を伴う

肺炎 23 例、菌血症 3 例、骨盤内感染症 3 例）

より 31 株分離され、血清型は全て nontypeable
であった。溶血性連鎖球菌は劇症型溶血性レン

サ球菌感染症 62 症例より 62 株が分離され、

Lancefield 血清型は G 群 27 株、A 群 23 株、B
群 11 株であり、Penicillin G に対する MIC は
全て 0.06μg/ml 以下に保たれていた。福岡県で

は 23 例の死亡例が発生していた。A 群連鎖球

菌感染症において M1UK 系統株が 2 株分離さ

れており、今後の動向に注意が必要である



D. 考察

肺炎球菌ワクチンの血清型カバー率は以前

に比べ一時低下傾向であったが、本年度は 60%

台に回復していた。しかしながら侵襲性肺炎球

菌感染症の致命率は現在も高いことが判明し

た。福岡県では 2015 年度以降血清型 12F の肺

炎球菌が急増していたが、COVID-19 発生以降

の 2020 年度以降はほとんどみられなくなり、

代わりに血清型 3及び 19A の肺炎球菌が増加し

ている。また、成人における侵襲性インフルエ

ンザ菌感染症は病原性が強いと考えられてい

た莢膜保有株ではなく、Non typeable が優位と

なっていることが明らかとなった。劇症型溶血

性レンサ球菌感染症は A 群と G 群が優位であ

ることが判明した。死亡症例が 23 例発生して

おり今後も発生動向に注意が必要である。

E. 結論

PCV20, PCV21 の高齢者への定期接種の有効

性についての解析や有意な血清型の推移、今後

新たに導入されるワクチンの予防効果を詳細

に検討するために今後も継続した菌株の集積、

経時的な解析が必要と考えられる。また無莢膜

型インフルエンザ菌による侵襲性細菌感染症

が増加傾向であり、溶血性連鎖球菌についても

継続した調査と経時的な解析が必要である。
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成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの強化のための研究

鹿児島県における成人侵襲性細菌感染症の疫学調査

研究分担者 西 順一郎 1)、研究協力者 藺牟田直子 1)、大岡唯祐 1)

1)鹿児島大学大学院医歯学総合研究科 微生物学分野

A． 研究目的

2025 年の鹿児島県における成人侵襲性細

菌感染症の人口ベースの全数調査を通じて、

年齢別の罹患率とその病型を検討し、侵襲性

細菌感染症の疾病負担を明らかにする。侵襲

性肺炎球菌感染症（IPD）、侵襲性インフルエン

ザ菌感染症（IHD）、侵襲性髄膜炎菌感染症

（IMD）については、原因菌の莢膜血清型と遺

伝子型を調査し、肺炎球菌ワクチンの直接・間

接効果、Hib ワクチンの間接効果、髄膜炎菌ワ

クチンの効果を検討する。さらに、劇症型溶血

性レンサ球菌感染症（STSS）の原因菌の

Lancefield 血清型と遺伝子型を明らかにす

る。

B． 研究方法

鹿児島県の人口は 153 万、65 歳以上が

511,538 人（34.4%）である。感染症法に基づき

保健所に IPD、IHD、STSS、IMD の届出があっ

た場合は、保健所が病院検査室や検査センタ

ーに菌株の確保を依頼し、保健所から JIHS 国

立感染症研究所（以下感染研）に菌株を送付

する。または、了承が得られた細菌検査室から

は、研究分担者に直接菌株が送られ、研究分

担者が感染研に送付する場合もある。保健所ま

たは研究分担者は主治医に調査票の記載を依

頼し、感染研に送付している。なお、成人例は

IPD と IHD は 15 歳以上の症例とし、STSS と

IMD は全年齢を対象とした。

肺炎球菌は感染研で特異的血清を用いた

莢膜膨化反応によって莢膜血清型を決定した。

さらに薬剤感受性検査と ST（シークエンスタイ

研究要旨

2025年1月～12月の鹿児島県の成人侵襲性肺炎球菌感染症は21人みられ、

髄膜炎 3人、菌血症 4人、菌血症を伴う肺炎 14人であった。65歳以上の IPD
患者は 16 人であり、65 歳以上人口 10 万人あたりの罹患率は 1.04 と 2024
年の 0.85から増加した。収集した 19株の血清型は、PCV15タイプ 57.9%、

PCV20タイプ 68.4%、PPSV23タイプ 63.2%、PCV21タイプ 89.5%であり、

3が 5株、19Aと 23Aがそれぞれ 3株と多くみられた。侵襲性インフルエン

ザ菌感染症は６人で 2024年の 5人から 1人増加し、原因菌は菌株を確保でき

なかった 1 例を除きすべて無莢膜型であった。劇症型溶血性レンサ球菌感染

症（STSS）は 11人で 2024年の 17人から減少、特に A群レンサ球菌を原因

とする STSSが 11人から 3人に大きく減少した。侵襲性髄膜炎菌感染症はみ

られなかった。



プ）の解析を行った。インフルエンザ菌、レンサ

球菌、髄膜炎菌も同様の経路で感染研に送付

し遺伝子型等を確定した。

なお、IPD、IHD、STSS、IMDの病原体

サーベイランスは感染研の倫理委員会の承

認を得て行った。

また研究分担者は、鹿児島県で組織化され

ている感染制御の地域連携組織「鹿児島感染

制御ネットワーク」（感染制御担当者 345人、

80 施設）の常任世話人を務めており、地域

拠点病院の感染制御担当者とメーリングリ

ストを作成し情報交換を続けている。このネ

ットワークを通じて、医療機関にサーベイラ

ンスへの協力を依頼した。また本ネットワー

クには行政職員も入会しているため、行政と

の連携も比較的スムーズに実施できた。

さらに、研究分担者は AMED菅班の小児

侵襲性細菌感染症サーベイランスにも参加

しており、鹿児島県では小児と成人の両サー

ベイランスを同じ担当者が同時に実施でき

ているという特性がある。

C. 研究結果

2025年の成人 IPD 患者は 21人であり、2024

年の 15 人から 6 人増加した（表 1）。年齢は 35

～94 歳、病型は髄膜炎 3 人、菌血症 4 人、菌

血症を伴う肺炎 14 人であった。65 歳以上の

IPD 患者は 16 人であり、65 歳以上の人口

10万人あたりの罹患率は 1.04と 2024年の

0.85から増加した。

原因菌は 19 株収集でき、回収率は 90.5%、

血清型は PCV15 タイプ 11 株（57.9%）、

PCV20タイプ 13株（68.4%）、PPSV23 タ

イプ 12 株（63.2%）、PCV21 タイプ 17 株

（89.5%）であった。個別の血清型では、3
が 5株（26.3%）、19Aと 23Aがそれぞれ 3

株（15.8%）と多く、10A と 35B がそれぞ

れ 2 株（10.5%）、6B、6C、22F、34 がそ

れぞれ 1株（5.3%）みられた。PCV20に含

まれ PCV21 に含まれない血清型は 6B が 1
株（5.3%）、PCV21 のみに含まれる血清型

は23Aの3株と35Bの2株の計5株（26.3%）

であった。

IHD は、髄膜炎 1 人、菌血症 2 人、菌血

症を伴う肺炎 3人、計 6人であり、2024年

の 5 人から 1 人増加した（表 2）。年齢は 40
～91歳、菌株回収率は 83.3%（5/6）で、原

因菌は菌株を確保できなかった 1 例を除き

すべて無莢膜型であった。

STSSは 11人で 2024年の 17人から減少

した（表 3）。年齢は 41～93 歳で、8 人

（72.7%）が壊死性筋膜炎や蜂巣炎など皮膚

軟部組織感染症を伴っており、少なくとも 7
人（63.6%）が届出時点で死亡していた。原

因菌の Lancefield 血清型は、A 群 3 株

（27.3%）、B 群 2 株（18.2%）、G 群 6 株

（54.5%）で、A群はすべて emm1.0 M1UK
株であった。2024年は A群による STSSが

11人みられたが、2025年は大きく減少した。

菌株回収率は 81.8%（9/11）であった。

IMDの報告はなかった。

D. 考察

IPD の 頻 度 は 、 2024 年 よ り 増 加 し 、

COVID-19 パンデミック前とほぼ同レベルにな

った。小児の血清型置換の影響が成人にも及

んでいるが、PCV13 含有血清型である 3 と 19A

が再び増加しており、定期接種の対象になって

いる乳幼児以外の年齢層がこれらの血清型の

リザーバーになっている可能性が考えられる。

IPD原因菌の PCV21カバー率は 89.5%と高く、

成人の IPD 予防に高い有効性が期待される。



IHD の頻度も COVID-19 パンデミック前とほ

ぼ同等になった。無莢膜型による IHD がほとん

どであるが、肺炎を伴わない菌血症や髄膜炎も

みられており、高齢者の無莢膜型インフルエン

ザ菌による IHD リスクについて引き続き啓発す

る必要がある。

STSSは 202４年に比べて減少したが、A群レ

ンサ球菌 emm1.0 M1UK 株の流行がやや収束

したことが背景にあると考えられる。G 群や B 群

によるSTSSはむしろ増加傾向にあり、死亡例も

多いため、早期診断・早期治療のための注意

喚起が重要である。

IMD は 2019 年以後みられていないが、ハイ

リスク者へのワクチン勧奨とともに、引き続き若

年成人を含めた啓発が必要である。

E. 結論

IPDは21人に増加し、原因菌の血清型は

89.5%がPCV21タイプであった。IHDは6人で、

回収できた原因菌株はすべて無莢膜型であっ

た。STSSは11人に減少し、原因菌はG群が

54.5％を占め、A群が減少した。IMDはみられ

なかった。
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表 1 2025 年の鹿児島県における成人侵襲性肺炎球菌感染症
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表 3 2025 年の鹿児島県における劇症型溶血性レンサ球菌感染症



厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）

分担研究報告書

沖縄県における成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの強化のための研究

沖縄県における成人の侵襲性細菌感染症のサーベイランス

研究分担者 仲松 正司 琉球大学大学院 医学研究科感染症・呼吸器・消化器内科学講座

【研究要旨】侵襲性肺炎球菌感染症（IPD）、侵襲性インフルエンザ菌感染症（IHD）、侵襲性髄膜炎

菌感染症（IMD）、劇症型溶血性レンサ球菌感染症（STSS）の沖縄県内での発生動向を解析するととも

に、沖縄県全体でのサーベイランス体制を維持・強化し、今後の感染症対策に備える。2025 年度は

IPD・IHD で届出数が顕著に増加し、IPD では PCV21 で約 70%、PCV20 および PPSV23 で約 55%のワクチ

ンカバー率であった。IHD は 2016 年以降過去最多の 31 例届出となり、ほぼ全例が無莢膜型であっ

た。

A．研究目的

沖縄県は日本最西端に位置する亜熱帯気候の県である。アジアの玄関口として台湾や中国をはじめと

した東アジア、東南アジアの国々との交流が活発である一方、米軍基地が存在するなど日本本土とは

気候や環境が異なる。そのため感染症においては菌種や流行パターンが日本本土とは異なることが予

想される。本研究では感染症法に基づく届出を元に、侵襲性肺炎球菌感染症（IPD）、侵襲性インフル

エンザ菌感染症（IHD）、侵襲性髄膜炎菌感染症（IMD）、劇症型溶血性レンサ球菌感染症（STSS）の

沖縄県内での発生動向を解析するとともに、県内の人的ネットワークを維持・強化し、今後の感染症

対策に役立てることが目的である。

B．研究方法

微生物検査室を有する県内 15 医療機関の医師と微生物検査技師、沖縄県衛生環境研究所、沖縄県感染

症対策課（保健医療介護部）の間で、サーベイランスのためのネットワークを継続的に運用してい

る。各施設の協力のもとに 4 疾患の菌株および調査票を収集し、解析を行う。NESID 届出情報は沖縄

県感染症対策課から Excel で共有を受け、関係機関との間で定期的にメール連絡を行っている。解析

結果は定期的に各医療機関や行政にフィードバックする。

（倫理面への配慮）

症例調査に関しては匿名化を図り、患者のプライバシーが守れるように配慮する。菌株の収集に関し

ては倫理的な問題はないと判断する。

C．研究結果



（IPD）2025 年の NESID 届出数は 98 件で、2024 年（84 件）から大きく増加した。研究班解析株は 24

株であった。莢膜血清型では 19A および 38 の増加が認められた。2025 年分離株のワクチンカバー率

は PCV21 で約 70%、PCV20 および PPSV23 で約 55%であった。薬剤感受性ではペニシリン非感受性株

（19A、23F、19F、15A、6B など）、カルバペネム（メロペネム）非感受性株（15A、35B、19A など）

が一定数認められ、注意を要する状況であった。病型は菌血症が最多で、次いで肺炎、髄膜炎の順で

あった。

（IHD）2025 年の NESID 届出数は 31 件で、2016 年以降過去最多であった。研究班解析株は 15 株であ

った。病型は菌血症と肺炎が中心で、子宮内感染が 2 例認められた。血清莢膜型は累積では 94 例が無

莢膜型（non-typable）であり、2025 年も同様の傾向が続いた。

（STSS）2025 年の NESID 届出数は 15 件で、2024 年の 47 件から大きく減少し、概ね平年並みとなっ

た。研究班解析株は 9 株であった。臨床像は蜂窩織炎と腎不全が多く認められ、壊死性筋膜炎、肺

炎・肺化膿症も継続的に認められた。血清群では A 群、B 群、G 群の混在が継続している。

（IMD）2025 年の NESID 届出数は 3 件、研究班解析株は 2 株で、血清群は B および Y であった。

D．考察

2025 年度は IPD および IHD の届出数が顕著に増加した点が特徴的である。IPD では NESID 届出が前年

比で大きく増加し、莢膜血清型では従来から多かった 15A、35B に加え、19A および 38 が増加してい

た。19A はペニシリンやカルバペネムに低感受性を示すことが多く、引き続き耐性動向の注視が必要

である。新たに導入された PCV21 のワクチンカバー率は約 70%であり、今後のワクチン政策の検討に

おいて重要な参考データとなる。IHD は 2016 年以降過去最多の届出数を記録した。莢膜型はほぼ全例

が無莢膜型である。STSS は前年の急増から平年水準に復したものの、蜂窩織炎・腎不全を呈する重症

例は引き続き一定数認められており、継続的な動向把握が必要である。IMD は届出・解析ともに継続

しており、血清群 Y・B の混在が認められている。サーベイランス体制面では、2024 年度に再構築し

た沖縄県・衛生環境研究所・沖縄県感染症対策課との連携体制を 2025 年度も維持・運用し、NESID 届

出情報の Excel 共有および定期的なメール連絡が機能している。

E．結論

2025 年度は沖縄県内で 2024 年度に再整備したサーベイランス体制を維持・運用し、4 疾患の発生動向

解析と関係機関へのフィードバックを継続した。IPD では届出数増加と血清型 19A・38 の台頭、PCV21

の高カバー率、IHD では過去最多の届出数といった重要な変化が観察された。今後とも本サーベイラ

ンスを継続し、ワクチン政策および耐性菌対策への基礎情報を提供していく。

F．健康危険情報

該当なし（分担研究報告書には記入せず、総括研究報告書にまとめて記入）
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1．論文発表 該当なし

2．学会発表 該当なし
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令和 8 年 4 月 15 日
厚生労働大臣                                        （国

立医薬品食品衛生研究所長） 殿
（国立保健医療科学院長）                                                                          
                                      
                              機関名  山形県立中央病院

                     所属研究機関長 職 名  病院長
                                                                                     
                            氏 名 鈴木 克典        

   次の職員の令和 6 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。

１．研究事業名 新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業                 

２．研究課題名 成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの強化のための研究             

３．研究者名  （所属部署・職名） 感染症内科／感染対策部・感染対策部長              

   （氏名・フリガナ） 阿部 修一・アベ シュウイチ                 

４．倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入（※1）

審査済み   審査した機関 未審査（※2）

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3）

☑ □ ☑ 山形県立中央病院倫理委員会 □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ☑ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針
□   ☑ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

（指針の名称：                  ）
□   ☑ □ □

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェック

し一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）

                                                
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ）

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：               ）

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ）

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 ☑ 無 □（有の場合はその内容：                 ）

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。





 令和８年２月３日 
厚生労働大臣 殿 

                                                                                             
                   
                              機関名 公立大学法人奈良県立医科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                              氏 名 細井 裕司           
 

   次の職員の令和 7 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名   新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業                 

２．研究課題名   成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの強化のための研究            

３．研究者名  （所属部署・職名） 感染症内科学講座 教授                     

    （氏名・フリガナ） 笠原 敬 ・カサハラ ケイ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立感染症研究所 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2026年 3月 30日
厚生労働大臣                                        （国

立医薬品食品衛生研究所長） 殿
（国立保健医療科学院長）                                                                         
                                       
                              機関名 三重県立一志病院

                     所属研究機関長 職 名 院長
                                                                                     
                            氏 名 丸山 貴也      

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。

１．研究事業名 新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業                                  

２．研究課題名 成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの強化のための研究                                  

３．研究者名  （所属部署・職名）  三重県立一志病院 院長                               

   （氏名・フリガナ）  丸山
マルヤマ

貴也
タ カ ヤ

                              

４．倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入（※1）

審査済み   審査した機関
未審査（※

2）

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3）

☑ □ ☑ 国立感染症研究所 □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ☑ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針
□   ☑ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

（指針の名称：                  ）
□   ☑ □ □

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェック

し一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）

                                                
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象と

する医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ）

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 □ 無 ☑（無の場合は委託先機関：国立病院機構三重病院）

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ）

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ）

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。



                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



2026年 3月 30日
厚生労働大臣                                        （国

立医薬品食品衛生研究所長） 殿
（国立保健医療科学院長）                                                                          
                                      
                              機関名 東京慈恵会医科大学

                     所属研究機関長 職 名 学長
                                                                                     
                            氏 名 松藤 千弥        

   次の職員の令和 7 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。

１．研究事業名 新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業                 

２．研究課題名 成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの強化のための研究 22HA1007     

３．研究者名  （所属部署・職名）  医学部医学科・教授                     

   （氏名・フリガナ）  金城 雄樹・キンジョウ ユウキ             

４．倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入（※1）

審査済み   審査した機関 未審査（※2）

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3）

■ □ ■
国立健康危機管理研究機構

国立感染症研究所
□

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針
□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

（指針の名称：                  ）
□   ■ □ □

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェック

し一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）

                                                
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ）

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：               ）

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ）

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ）

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



令和８年３月４日
厚生労働大臣  殿
                                                                                             

                  
                              機関名 久留米大学

                     所属研究機関長 職 名 学長
                                                                                     
                            氏 名 内村 直尚        

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。

１．研究事業名 新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業                 

２．研究課題名 成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの強化のための研究            

３．研究者名  （所属部署・職名）  医学部感染制御学講座・講師                 

   （氏名・フリガナ）  後藤 憲志・ゴトウ ケンジ                 

４．倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入（※1）

審査済み   審査した機関 未審査（※2）

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3）

■ □ ■ 久留米大学 □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針
□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

（指針の名称：                  ）
□   ■ □ □

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェック

し一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）

                                                
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ）

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：               ）

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ）

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ）

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



令和 8年 4月 1日

厚生労働大臣 殿

機関名 国立健康危機管理研究機構

所属研究機関長 職 名 理事長

氏 名 國土 典宏

次の職員の令和 7年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。

1.研究事業名 _新興 。再興感染症及び予防接種政策推進研究事業

2.研究課題名  成人の侵襲性細菌感染症サーが三_ラ ンスの強化のための研究

3.研究者名  (所属部署・職名) 国立感染症研究所 潜在感染研究部、細菌第一部併任 。室長

(氏名・フリガナ)_高橋 英之・タカハシ ヒデユキ

4.倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)

審査済み   審査した機関 未審査 (※ 2)

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

手旨金[(※ 3)
□   ■ □ □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □   ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験
等の実施に関する基本指針

□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

(指針の名称 :               ) □   ■ □ □

(※ 1)当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべ 員会の審査が済んでいる場合は、「審査済みJにチ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他 (特記事項)

場合は、その理由を(※ 2)未審査に場合は、その理由を記載すること。
(※ 3)廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目にp・L入すること。

5.厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 日  未受講 □

6.利益相反の管理

(留意事項) ・該当する□にチェックを入れること。
・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

当研究機関におけるCOIの 管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由: )

当研究機関におけるCOI委 員会設置の有無 有 ■ 無 □ (無の場合は委託先機関 : )

当研究に係るCOIに ついての報告・審査の有無 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由 : )

当研究に係るCOIに ついての指導・管理の有無 有 □ )
征
小
■ (有の場合はその内容 :

エ ッ



令和８年４月１日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                              機関名 札幌医科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 山下 敏彦 
 

   次の職員の令和 7 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 

１．研究事業名    新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業                                       

２．研究課題名    成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの強化のための研究                                       

３．研究者名  （所属部署・職名）   医学部感染症学講座感染症学分野・教授                               

    （氏名・フリガナ）   黒沼 幸治・クロヌマ コウジ                               

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立感染症研究所 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和８年３月３０日

厚生労働大臣 殿                                       
                                                                                              
                 
                              機関名 高知大学

                     所属研究機関長 職 名 学長
                                                                                     
                            氏 名 受田 浩之    

   次の職員の（元号） 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。

１．研究事業名   新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業                                

２．研究課題名   成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの強化のための研究（25HA1001）                                 

３．研究者名  （所属部署・職名）  医学部・教授                               

   （氏名・フリガナ）  山岸 由佳 （ヤマギシ ユカ）                           

４．倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入（※1）

審査済み   審査した機関 未審査（※2）

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3）

■ □ ■ 高知大学医学部倫理委員会 □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針
□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

（指針の名称：                  ）
□   ■ □ □

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェック

し一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）

                                                
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ）

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：               ）

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ）

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ）

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



令不日8年 4月 1日

厚生労働大臣 殿

機関名 国立健康危機管理研究機構

所属研究機関長 職 名 理事長

氏 名 國土 典宏

次の職員の (元号)年 度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に
ついては以下のとおりです。

新興 。再興感染症及び予防接種政策推進1.研究事業名

2.研究課題名 成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの強化のための研究

3.研究者名  (所属部署・職名 ) 国立感染症研究所細菌第一部 。主任研究員

(氏名 1_フ リガナ) 常彬  (チャンビン)

4.倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)

審査済み   審査した機関 未審査 (※ 2)

人を対象とする生命科学。医学系研究に関する倫理

指針 (※め
□   ■ □ □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □   ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針
□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

(指針の名称 :              ) □   ■ □ □

(※ 1)当 該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫 んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査Jにチェックすること。

その他 (特記事項 )

(※ 2)未審査に場合は、その理由を記載すること。
(※ 3)廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針J、 「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

5.厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■  未受講 □

6.利益相反の管理

当研究機関におけるCOIの 管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由: )

当研究機関におけるCOI委 員会設置の有無 有 ■ 無 □ (無の場合は委託先機関:                 )

当研究に係るCOIに ついての報告・審査の有無 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由:                  )

当研究に係るCOIに ついての指導・管理の有無 有 □ 無 ■ (有の場合はその内容 :                 )

(留意事項) 。該当する□にチェックを入れること。
・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。





令和８年３月１８日
                                        
厚生労働大臣 殿

                                                                                             
               
                              機関名 国立大学法人鹿児島大学

                     所属研究機関長 職 名 学長
                                                                                     
                             氏 名   井戸 章雄    

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。

１．研究事業名 新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業                  

２．研究課題名 成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの強化のための研究               

３．研究者名  （所属部署・職名）大学院医歯学総合研究科・客員研究員                  

   （氏名・フリガナ）西 順一郎・ニシ ジュンイチロウ                 

４．倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入（※1）

審査済み   審査した機関 未審査（※2）

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3）

■ □ ■ 国立感染症研究所 □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針
□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

（指針の名称：                  ）
□   ■ □ □

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェック

し一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）

                                                
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講■   未受講 □

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ）

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：               ）

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ）

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ）

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



別紙５

「厚生労働科学研究費における倫理審査及び利益相反の管理の状況に関する報告について
（平成26年4月14日科発0414第5号）」の別紙に定める様式（参考）

令和 ７ 年 ４月 ３日
厚生労働大臣                                        

  （国立医薬品食品衛生研究所長） 殿
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                        
                              機関名 富山県衛生研究所

                     所属研究機関長 職 名 所長
                                                                                     
                             氏 名 大石 和徳

   次の職員の(元号)  年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。

１．研究事業名 新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業                             

２．研究課題名 成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの強化のための研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名） 富山県衛生研究所・所長                                

   （氏名・フリガナ） 大石和徳・オオイシカズノリ                            

４．倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入（※1）

審査済み   審査した機関
未審査（※

2）

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3）

✓ □ ✓
国立健康危機管理研究機構

国立感染症研究所
□

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ✓ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針
□   ✓ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と

（指針の名

称：                  ）

□ ✓ □ □

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）
                                                
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ✓   未受講 □

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ✓ 無 □（無の場合はその理由：                  

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ✓ 無 □（無の場合は委託先機関：                 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ✓ 無 □（無の場合はその理由：                  

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ✓（有の場合はその内容：                 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。





令和 8年 4月 1日

厚生労働大臣 殿

機関名 国立健康危機管理研究機構

所属研究機関長 職 名 理事長

氏 名 國土 典宏

次の職員の令和 7年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。

1.研究事業名
(

2.研究課題名                   への強化のための研究
3.研究者名 (所属部署・職名)_国立感染症研究所細菌第一部 。主任研究員

(氏笙 :フ リガナ) 池辺忠義。イケベタダョシ

4.倫理審査の状況

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他 (特記事項)

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)

審査済み   審査した機関 未審査 (※ 2)

人を対象とする生命科学。医学系研究に関する倫理

l旨金十(※ 3)
□   ■ □ □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □   ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針
□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

(指針の名称 :              ) □   ■ □ □

(※ 1)当 該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチ

(※ 2)未審査に場合は、そ(※ 2)未審査に場合は、その理由を記載すること。
(※ 3)廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

(留意事項〉 ・該当する□にチェックを入れること。
・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

―
―
Ｉ
Ｌ

5.厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

6.利益相反の管理

当研究機関におけるCOIの 管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由 : )

当研究機関におけるCOI委 員会設置の有無 有 ■ 無 □ (無の場合は委託先機関 : )

当研究に係るCOIについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由: )

当研究に係るCOIに ついての指導・管理の有無 有 □ 無 ■ (有の場合はその内容 : )



令和８年４月２日
厚生労働大臣                                        （国

立医薬品食品衛生研究所長） 殿
（国立保健医療科学院長）                                                                          
                                      
                              機関名 国立大学法人琉球大学

                     所属研究機関長 職 名 学長
                                                                                     
                            氏 名 喜納 育江      

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。

１．研究事業名   成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの強化のための研究      

２．研究課題名    沖縄県における成人の侵襲性細菌感染症サーベイランス      

３．研究者名  （所属部署・職名）  感染対策室・特命講師             

   （氏名・フリガナ）  仲松 正司（ナカマツ マサシ）   

４．倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入（※1）

審査済み   審査した機関 未審査（※2）

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3）

■ □ □
■

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針
□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

（指針の名称：                  ）
□   ■ □ □

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェック

し一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）研究実施等許可依頼 申請中の為

                                                
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ）

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：               ）

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ）

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ）

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



2026年 4月 6日
厚生労働大臣                                        （国

立医薬品食品衛生研究所長） 殿
（国立保健医療科学院長）                                                                          
                                      
                              機関名 新潟大学

                     所属研究機関長 職 名 学長
                                                                                     
                            氏 名 染矢俊幸    

   次の職員の（元号） 7 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。

１．研究事業名 新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業             

２．研究課題名 成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの強化のための研究       

３．研究者名  （所属部署・職名）  新潟大学医歯学総合研究科 呼吸器・感染症内科 非常勤講師                

   （氏名・フリガナ）   田邊 嘉也                              

４．倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入（※1）

審査済み   審査した機関 未審査（※2）

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3）

☑ □ ☑ 新潟県立新発田病院 □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ☑ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針
□   ☑ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

（指針の名称：                  ）
□   ☑ □ □

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェック

し一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）

                                                
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ）

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：               ）

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ）

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ）

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。







令和 8年 4月 1日

厚生労働大臣 殿

機関名 国立健康危機管理研究機構

所属研究機関長 職 名 理事長

氏 名 國土 典宏

次の職員の令和 7年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。

1.研究事業名   新興 。再興感染症及び予防接種政策推進研究事業

2.研究課題名   成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの強化のための研究

3.研究者名  (所属部署・職名)   国立感染症研究所細菌第一部 部長

(氏名 。フ リガナ)   明田 幸宏・アケダ ユキ ヒロ

4.倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)

審査済み   審査した機関 未審査 (※
"

人を対象とする生命科学。医学系研究に関する倫理

l旨金十(※ 3)
■   □ ■ 国立感染症研究所 □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □   ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針
□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

(指針の名称 :              ) □   ■ □ □

(※ 1)当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他 (特記事項 )

(※ 2)未審査に場合は、その理由を記載すること。
(※ 3)廃止前の 「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトグノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

5.厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■ 未受講 □

6.利益相反の管理

(留意事項) ・該当する□にチェックを入れること。
・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

当研究機関におけるCOIの 管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由 : )

当研究機関におけるCOI委員会設置の有無 有 ■ 無 口 (無の場合は委託先機関 : )

当研究に係るCOIについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □(無の場合はその理由:                 )

当研究に係るCOIについての指導・管理の有無 有 □ 缶小
■ (有の場合はその内容 1 )






